
平成27・28年度研究報告書

虐待の援助法に関する文献研究（第８報）

児童虐待に関する法制度および法学文献資料の研究

第７期（2012年４月から2014年３月まで）

研究代表者　　吉田　恒雄（駿河台大学法学部）

共同研究者　　田澤　　薫（聖学院大学人間福祉学部）

　　　　　　　横田　光平（同志社大学大学院司法研究科）

　　　　　　　加藤　洋子（洗足こども短期大学）

　　　　　　　岩下　雅充（筑波大学ビジネスサイエンス系）

　　　　　　　阿部　純一（鹿児島大学法文学部）

社会福祉法人　横浜博萌会

（日本虐待・思春期問題情報研修センター）



平成27・28年度研究報告書

虐待の援助法に関する文献研究（第８報）

児童虐待に関する法制度および法学文献資料の研究

第７期（2012年４月から2014年３月まで）





はじめに

　本研究は、第７期として、2012年４月から2014年３月までの間の児童虐待に関する法律、通知、判

例、研究の動向を明らかにすることを目的としている。これらに関連して、児童虐待に関する司法関

連の統計、事件や出来事を整理した年表及び文献リストを付している。

　この時期は、児童虐待との関連では、2013年６月に、「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する

条約の実施に関する法律」が、いわゆるハーグ条約に関連して公布され、連れ去られた子どもについ

て元の居住国への返還の許否が児童虐待の危険の観点から議論された。

　2012年８月には、「子ども・子育て支援法」が成立し、市町村は、市町村子ども・子育て支援計画に従っ

て、地域子ども・子育て支援事業を行うものとされた。この法律により児童虐待の予防に必要な事業

を行うことが市町村の業務として位置付けられた。これにより、児童虐待に関する切れ目のない支援

が法律上整備された意義は大きい。児童虐待とくにネグレクト対応について、同法による施策の推進

が期待される。

　この期には、「子どもの貧困対策推進法」も2013年６月に成立した。この法律では、子どもの貧困

対策に関する基本理念の明示、国等の責務の明確化、子どもの貧困対策の基本となる事項を定めるこ

とがその内容とされ、児童虐待とくにネグレクトされた子どもの保護・支援の充実が期待された。子

ども・子育て支援法とともに、児童虐待の予防に向けた法制度が整備され、発生予防から保護・支援

までの切れ目のない支援制度の充実が進んだといえよう。

　今期で特に注目されるのは、児童虐待に関する連携の強化である。居所不明児童保護への対応等、

関係機関の連携の不十分さが明らかになったこともあり、教育、警察、医療との連携の強化を求める

通知が複数発出されている。次期においては、さらに検察庁が児童虐待事案に対し、刑事司法制度の

運用を通じて積極的に対応するようになり、連携の拡がっていくことになる。したがって今期は、次

期における児童虐待対応機関による連携強化の前段階として位置づけることもできよう。

　他方、判例については、児童福祉法関係では、児童福祉法28条審判において２種の措置を承認した

原審判断を覆し、４種の措置を選択的に承認した事例が公表されている。民法関係では、2011年の民

法等の一部改正法により新設された親権停止を子ども本人が申し立てた裁判例が公表されている。ま

た、施設入所中の子どもの面会交流に関する審判例もあり、同改正法の運用状況が徐々に明確になっ

てきた。その他、性的虐待を理由とする損害賠償請求の除斥期間に関する判例があり、司法による性

被害の捉え方が示された点が注目される。行政法分野では、とかく保護者との深刻な対立が生じやす

い一時保護に関する判例が複数公表された。

　また児童虐待に関する研究では、児童虐待への対応として、いわゆる介入的ソーシャルワークが推

進されていたが、この期になって、児童福祉学のみならず、刑事法学、比較法学からも、介入的ソーシャ

ル・ワークに疑問が示されるようになってきている点は注目される。さまざまな施策が打ち出されて

きたものの、児童虐待対応件数は増加し続け、死亡事例等の重大事件も後を絶たない状況から、児童

虐待対応のあり方を見直す動きとみることもできる。また、児童相談所の増設も進められてきたが、



それには一定の限界もあるところから、地方自治法の活用による児童相談所の効率的な設置運営に関

する論考も現れている。さらに、児童相談所等関係機関による強制介入に対する反発も現れ、親及び

子どもの権利保障の観点からの法制度整備の必要性が求められるようになってきている。また、性的

虐待に関しては、児童相談所による対応のガイドラインが著される等、性的虐待への本格的対応がよ

うやく緒に就いた。犯罪対策閣僚会議から「第二次児童ポルノ排除総合対策」が公表されたこともあ

り、児童相談所をはじめとする支援、広報・啓発等が進められ、今後の性的虐待対応の強化につなが

る兆しが現れてきたといえよう。

　次期は、2014年４月から2017年３月までを扱う予定である。これは、児童福祉法等の大規模な改正

作業が開始し、法律が制定され、全面的に施行されるまでの時期にあたる。今期の動向にみられる新

たな動きが改正にどのように反映され、課題解決につながるか、改正法の評価とその施行を見据えて

検討する予定である。なお、本報告書においては、担当者の都合から、刑事法分野の判例の動向、主

要判例を紹介することができなかったため、次期報告書で「補遺」として掲載することとする。

　本報告書が、これまでの児童虐待防止施策がたどってきた道を明らかにし、今後の制度の見直しと

体制強化の方策を検討する一助となれば幸いである。

　最後になりましたが、本研究を進めるにあたって、子どもの虹情報研修センターの川崎二三彦先生、

川松亮先生、冨田喜代子先生、駒㟢道先生には、事務的な面や編集面でたいへんお世話になりました。

厚く御礼申し上げます。

2017年２月　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　児童虐待法学文献研究会を代表して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉田恒雄（駿河台大学）
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Ⅰ　序論

１　研究の目的

　本研究は、2012年４月から2014年３月までの、児童虐待に関する法令・判例および法学研究の動向

を分析し、この時期の児童虐待に関する法制度の変化や虐待対応の動向、研究の意義を法学、社会福

祉学、心理学等の観点から明確にすることによって、その後におけるさまざまな児童虐待問題に対す

る法的対応に与えた意義ないし影響を探ることを目的としている。

２　研究の方法

　本研究は、児童虐待に関する法律、判例、通知、法的問題を扱う文献及び調査・統計資料を対象に

分析する。

　本研究で対象としたのは、児童虐待に関する法学（児童福祉法、民法、憲法、刑事法、行政法）の

文献、判例（児童福祉法、民法、刑事法、憲法、行政法関連）及び法律・通知等の法令、児童虐待関

連の論文、図書、研究調査報告書等である。その他、法学分野以外の分野の文献で、児童虐待への法

的対応に影響を与え、または影響を受けた社会福祉、心理、教育、医学、保健等の分野の文献も対象

とした。

　これらの文献や資料は、国会図書館雑誌記事文献目録や法学文献判例情報等のデータベースをもと

に検索し、インターネット・ILLの利用、中央大学図書館、日本女子大学図書館、国会図書館等を通

じて入手した。

３　研究の時期区分

　第７期は、2012年４月から2014年３月までの時期を対象とする。内容となるのは、ハーグ条約関係

法、子ども・子育て支援法、子どもの貧困対策推進法等の成立、児童福祉法、児童虐待防止法等の施

行に関する通知、虐待対応上の課題に関する研究等である。内容によっては、かならずしもこの時期

には属さないが、今期の研究に密接に関連する資料等も検証の対象とした。

＜略語＞

・判時：判例時報

・判タ：判例タイムズ

・家裁月報：家庭裁判月報

・民集：最高裁判所民事判例集

・刑集：最高裁判所刑事判例集
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Ⅱ　法令・判例および法学研究の動向

１　全体の動向

（１）はじめに

　今期は、「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律」、「子ども・子育て

支援法」、「子どもの貧困対策推進法」が成立した。とくに「子ども・子育て支援法」、「子どもの貧困

対策推進法」は、児童虐待とくにネグレクトされた子どもの保護・支援の充実を実現するためには重

要な法律であり、発生予防から保護・支援までの切れ目のない支援制度の充実が期待される。

　児童虐待防止行政面では、居所不明児童保護への対応等から、関係機関の連携の不十分さが明らか

になったこともあり、児童虐待に関する連携の強化が求められた。

　判例については、児童福祉法関係では、４種の措置の選択を認めた高裁決定や、2011年の民法等の

一部改正法により新設された親権停止を子ども本人が申し立てた裁判例が公表されている。また、性

的虐待を理由とする損害賠償請求の除斥期間に関する判例が注目される。

　児童虐待に関する研究では、児童虐待への対応として、いわゆる介入的ソーシャル・ワークに疑問

を示す論文が著され、地方自治法の活用による児童相談所の効率的な設置運営も提案されている。さ

らに、児童相談所等関係機関による強制介入に対する反発も現れ、親及び子どもの権利保障の観点か

らの法制度整備の必要性が求められる状況が顕著になってきている。また、性的虐待に関しては、児

童相談所による対応のガイドラインが著される等、性的虐待への本格的対応がようやく緒に就いた。

 （吉田恒雄）

（２）法改正および通知等

①　法律の制定

　今期は、2012年８月に子ども・子育て支援法が成立し、市町村は、市町村子ども・子育て支援計画

に従って、地域子ども・子育て支援事業を行うものとされた。この法律により児童虐待の予防に必要

な事業を行うことが市町村の業務として位置付けられ、児童虐待に関する切れ目のない支援が法律上

整備された意義は大きい。

　2013年６月に、「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律」（いわゆるハー

グ条約）が公布され、2014年４月１日から施行されることになった。連れ去られた子どもの元の居住

国への返還の許否につき、返還後に子どもへの虐待が行われ、子どもに重大な危険が発生するか否か

の判断が必要になるため、児童虐待との関連でさまざまな課題が生じることになる。

　子どもの貧困対策推進法が、2013年６月に成立した。この法律は、貧困の状況にある子どもが健や

かに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図ることを目的に、「子どもの将来がそ

の生まれ育った環境によって左右されることのないよう」、子どもの貧困対策に関する基本理念の明

示、国等の責務の明確化、子どもの貧困対策の基本となる事項を定めることを内容として、子どもの

貧困対策を総合的に推進することとした。
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②　通知

　子ども・子育て支援法等一部改正法の施行に伴う通知が発出されている。これまで、児童虐待防止

法においては、被虐待児の保育所入所について「特別の支援を必要とする家庭の福祉に配慮しなけれ

ばならない」とされていたが（改正前児童虐待防止法13条の２第１項）、本改正により、配慮を必要

とする場面が拡大された（改正後13条の２、第１項、第２項）。

　児童虐待防止対策に関しては、この時期、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」（第

８次報告、第９次報告））が取りまとめられたことを受けた通知や児童相談所の体制や相談機能の強

化に関する通知が発出されている。また、児童虐待対応件数が急増し、一時保護の重要性が高まって

いることに伴う通知も発出された。

　市町村については、「市区町村の児童家庭相談業務の実施状況等の調査結果及び結果を踏まえた対

応について」（平成24年12月28日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室事務連絡）が、

児童家庭相談室業務調査の結果を踏まえ、市区町村と児童相談所との連携、要保護児童対策地域協議

会の業務のあり方等について対応を求めた。その他、啓発に関して、乳幼児揺さぶられ症候群予防啓

発のためのDVDの配布や啓発事業の実施に関する通知、児童相談所の震災対応を定めた通知がある。

　児童相談所によるケース対応に関しては、民法の改正や家事事件手続法の成立に伴い「子ども虐待

対応の手引き」や児童相談所運営指針が改正された。その他、親子再統合後の家庭引取りケースにお

ける死亡事例が相次いだことから、子どもの安全確認を求める通知が発出されている。

　市区町村による対応に関して、虐待が疑われる段階に至る前から関係機関が情報を共有し、連携協

力して支援を実施していれば、死亡に至らなかった可能性がある事例も存在していると考えられると

ころから、養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援として、要支援児童の把握・情報収集等に

ついて留意点が示された。しかし、その後、６歳女児の死亡事件を契機に、さらに教育委員会との情

報共有等、連携の強化が求められた。その他、被虐待児の居住地秘匿に関する通知も発出されている。

　関係機関の連携については、医療機関、警察、学校・教育委員会との連携を求める通知が各省庁か

ら発出されている。それぞれの所管事務に関連して児童虐待を防止し、対応すべく、連携の強化を進

める傾向がみられ、児童虐待への介入がより広範に行われるようになってきている状況を見ることが

できる。

　その他、「第二次児童ポルノ排除総合対策」（平成25年５月犯罪対策閣僚会議）では、児童ポルノ排

除に向け、早急に取り組むべき課題があげられた。

　社会的養護に関しては、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令の施行に

伴い、都道府県等に児童福祉施設最低基準に関する条例の整備を求める通知が発出された。児童養護

施設等において虐待を受けた児童や障害のある児童への支援には、高度の専門性が求められていると

ころから、児童養護施設等の職員の資質向上に向けた通知が発出された。また、施設内での性的虐待

事案が発生したことから、その防止に向けた取組の強化も求められた。養子縁組については、調査結

果にもとづき、地方自治体に対して、民間あっせん機関による金品の授受の適正化を図るよう通知が

出された。里親に関しては、児童福祉施設等に新たに里親支援専門相談員を配置して里親支援を充実



─ 4 ─

させることとされた。

 （吉田恒雄）

（３）判例

①　児童福祉法分野

　今期の児童福祉法28条関係の公表裁判例は、１件であり、件数こそ少ないものの、実際の措置内容

について高裁と家裁の判断が分かれた事件がある。福岡高裁決定平成24年11月15日【判例１】は、児

童相談所長が、一時保護中の児童について、児童養護施設若しくは情緒障害児短期治療施設への入所

措置又は里親若しくは小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を行う者に委託する措置の承

認を求めた事件で、児童養護施設若しくは情緒障害児短期治療施設への入所措置に加えて、里親若し

くは小規模住居型児童養育事業を行う者への委託もあわせて選択的に承認した。本件の原審（福岡家

裁審判平成24年７月20日）では、児童養護施設又は情緒障害児短期治療施設への入所措置のみが選択

的に承認されていたが、本件高裁は、本件の具体的な事情を踏まえつつ、原審よりも多くの措置を選

択的に承認した。

 （阿部純一）

②　民法分野

　今期の民法判例において注目されるのは、2011年の「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第61号、2012年４月１日施行）によって新設された親権停止制度（民法834条の２）に関するはじ

めての裁判例が公表されたことである（宮崎家裁審判平成25年３月29日【判例３】）。本件は、さらに

同改正によって新たに親権制限（親権喪失・親権停止・管理権喪失）の請求権者に含められた「子」

本人の請求が認められた点も特徴的である。

　2011年の民法改正は児童虐待への民法上の対応に主眼があったが、さらに同改正によって、これま

で裁判実務上認められてきた子と非同居親との面会交流に関する明文規定が民法766条１項に規定さ

れた。今期は、非親権者たる実父が施設入所中の児童らとの面会交流を求めた事件で、面会交流が認

められた事件も公表された（東京家裁審判平成24年６月29日【判例２】）。

　他方で、札幌高裁判決平成26年９月25日【判例５】は、幼少期に叔父から受けた性的虐待によって

精神障害を発症したことを理由として、最後の虐待行為から約28年後に被害者が叔父に対して損害賠

償を請求した事件で、一部の損害についてはまだ民法724条後段に規定された「20年」の除斥期間が

経過していないとして、原告の請求を認容した。本件は、児童期の性的虐待被害を理由とした損害賠

償請求と除斥期間が問題となったはじめての公表例として注目される。

 （阿部純一）

③行政法分野

　今期も一時保護に対する損害賠償に係る判決がいくつか存在するが、もともと親と児童相談所の間
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での紛争性が高かった事案において多岐にわたる主張がなされる際、一時保護や児童福祉法27条１項

３号措置自体の違法性に加え、それらによって保護されている児童と親との面会制限や、児童に関す

る情報の親への提供等に関しても違法性が問われる裁判例（【判例７】【判例８】）が増えている。

 （横田光平）

（４）研究動向

①　児童福祉法分野

　2011年の民法等の改正に関連して、改正法の解説や運用について、改正後における児童相談所の実

務対応上のシュミレーションを示すものや、家庭裁判所における、児童虐待関連事件の審理手続に関

する有益な論文が著された。また、改正法の運用に関連して、児童相談所長および児童福祉施設長に

よる「監護措置」に関するガイドラインをめぐる特集が組まれたり、民法等の改正に応じて、児童虐

待対応に関するマニュアル等が改版された。

　児童虐待防止制度のあり方について、ジェンダーの視点から検討するもの、地方自治行政の視点か

ら検討する論文の他、児童虐待予防に向けて、児童虐待と子育て支援施策の「クレバス」を埋める必

要性を強調する文献も公刊された。

　比較法の視点からの研究も引き続き活発になされている。家族内暴力を総合的に論じる論文のほか、

個別の比較としては、アメリカ、スウェーデン、ドイツにおける制度の変遷や比較法の視点からの制

度のあり方が論じられている。

　児童虐待への対応方法として、「介入的ソーシャルワーク」の手法がとり取り入れられてきているが、

この手法に対する批判的な見解も少なくない。今期は、とくに本来の「児童福祉のあり方」の視点か

らこの問題を扱う論文が目立った。その関係で、児童虐待対応における司法の役割に関する議論も活

発になり、学会誌で特集も組まれた。2016年５月の児童福祉法等改正では、この点は検討課題とされ、

その後、厚生労働省の検討会で議論が行われることになる等、これらの議論につながる特集といえよ

う。

 （吉田恒雄）

②　民法分野

　2011年の「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第61号）が2012年４月１日に施行された。

同法律による重要な改正点として、親権喪失の要件の見直し（民法834条）、親権停止制度の新設（民

法834条の２）、管理権喪失の要件の見直し（民法835条）、親権喪失の審判等の請求権者の拡大（特に、

子本人による申立ての容認）、未成年後見制度の見直し（法人後見・複数後見人の容認）が挙げられる。

今期は、前期（第６期）に引き続き、この2011年の民法改正に関連して、新制度の解説及び研究が多

数著されただけでなく、実務における具体的な運用方法に関する論考も著された。日本法だけでなく、

諸外国の法制における親権及び未成年後見制度に関する研究も盛んである。今期は、従来の比較法研

究において研究対象とされてきたアメリカや西ヨーロッパ諸国の法制だけでなく、アジアや南米・東
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ヨーロッパ諸国の法制を対象とした研究も行われている。

　児童虐待被害の事後的な救済方法の一つとして、虐待被害者が加害者に対して不法行為に基づく損

害賠償請求（民法709条）を行う可能性がある。他方で、不法行為に基づく損害賠償請求については、「消

滅時効」や「除斥期間」とよばれる期間制限が設けられている（民法724条）。今期は、特に幼少期の

性的虐待被害者が損害賠償の請求をする場合に、その被害の特徴から、すでに被害から相当長期の期

間が経過しており、上記の期間制限を越えることがあるという問題を扱う研究が著された。

 （阿部純一）

③　刑事法分野

　第７期においては、刑事的対応の在り方をめぐる議論の深化があったのとともに、刑罰規定の新設

を別の視点から検討するという研究が大きく動き出した。

　従来のものとは異なる犯罪類型（構成要件）の新設については、すでに議論・提言がある程度まで

積み重ねられてきたが、第７期に至って、性犯罪規定の全体を見直すという動きが政府の側で明確に

あらわれ、これに連動するように、性犯罪規定の見直しを視野に入れた研究が次々と立ち上がった。

そして、性犯罪規定の見直しの中で、子どもに対する性的虐待を独立して処罰するための規定も論じ

られるようになった。その特色としては、比較法による研究の中で世界各国の“性的虐待罪”が過去

に類例のないほどのボリュームで紹介・分析されているという点のほかに、ジェンダーやフェミニズ

ムの思想を投影した視点で“性的虐待罪”の在り方に検討が加えられるという点も挙げられる。

　また、刑事的対応の在り方をめぐる議論の展開として、刑法の謙抑性・断片性や罪刑法定主義・責

任主義といった刑事法の基本原則に照らして具体的に検討するという研究が散見された。これまでに、

児童虐待の研究に携わる刑事法学の研究者によって刑事的対応に積極的な見解がたびたび唱えられ、

いずれも刑事法の基本原則と抵触しないことに論及したうえで見解を組み立てていた。もっとも、法

の制定や運用による刑罰権の拡張に控え目ないし慎重な立場からは、基本原則に照らした問題の検討・

分析が公表されることはあまりなかった。そのため、新たな犯罪類型を新設することの必要性やその

妥当性に立ち入って議論するという機運が今後は高まるものと予想される。

 （岩下雅充）

④　憲法・行政法分野

　児童虐待に係る児童福祉法等の仕組みを素材として、行政法一般理論の観点から広く問題を捉えよ

うとする論考が現れている。

 （横田光平）

⑤　児童福祉分野

　第７期は、社会的養護の改革の時期であり、「社会的養護の課題と将来像（2011年７月）」に基づき、

様々な角度から新しい流れが起こる。社会的養護の「施設養護」については、その運営の質の向上を
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図るために、施設種別ごとの運営指針を定め、それとともに2014年度から第三者評価の受審、その結

果の公表、自己評価の実施を義務づけた。また、施設長に係る資格要件の明確化及び研修の義務化が

図られ、被虐待児の対応も含め、近年の社会的養護が抱える課題に対応できるような基盤を構築して

いく。養護について実践面では、社会的養護関係施設のハンドブックが発行され、社会的養護の質の

確保を行う動きがみられたことも注視したい。ケア形態の小規模化、児童相談所の一時保護所の活用

等、自ずと具体的な方法論や実践論に関する研究が多いが、次の期での法制化への予兆としても、こ

の期の研究は見逃せない。

　今回の社会的養護の新しい流れを支える財源については、社会保障・税の一体改革として、これま

での高齢者３経費（基礎年金・老人医療・介護）の体制から、社会保障４経費（年金・医療・介護・

子育て）として財源を確保する体制へと変化することで実現していく。

　また、厚生労働省が社会的養護の方向性を「家庭養護」の拡充に舵を切る中、その方法論や実践論

に関する研究も進められ、養子縁組あっせんの適正化に関する論考や、「里親養育の社会化」について、

里親家庭に養育を任せきりにしない「複数養育」体制の必要性を主張する論文が散見されるのも今期

の特徴である。

　次期にあたる2014年夏に「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定されて以降に児童虐待との関

連でも社会的に注視される子どもの貧困問題に関して、この期には「子どもの貧困対策の推進に関す

る法律」が成立している。同様に「子ども・子育て支援法」も─虐待防止をめぐる保育制度の在り

方等の施行に向けた多くの課題を残しながら─この期に成立している。新法下での子育て支援の実

効性と虐待ハイリスク対象者の個人情報保護の問題等、ここから派生する次期への継続課題も少なく

ない。不登校児童と児童虐待被害との関連性への課題意識から社会の関心が高まった居所不明児童問

題に関しても、全国的な広がりをみせる萌芽がこの時期に確認できる。

　その他、第７期の研究動向で特記すべき事項は、わが国で今まで行われていなかった児童虐待によ

る社会的コストを測定する研究が、この期に行われたことである。論文では、日本の児童虐待に関す

る管理システムが社会的なコストを確認することができていない貧弱なシステムであったことに社

会が注目する必要があることを説いている（Ichiro Wada, Ataru Igarashi (2014), The social costs of 

child abuse in Japan, Children and Youth Services Review, 46, 72-77.）。ほかに、傷害予防工学研究

からの児童虐待判別ソフト開発研究や「臓器の移植に関する法律の改正」で「虐待を受けた児童」が

ドナー対象から外されたことを巡る研究等、研究領域と視野の広がりが見られた。

 （加藤洋子・田澤薫）

⑥　教育分野

　学校現場に直結する児童虐待研究が目立つ。

　まず、被虐待経験と学力との関連性を問うような、現場教師の関心事項に沿った研究成果の提供の

され方が顕著である。次いで、被虐待経験と学習の遅れについて、そのメカニズムを明らかにしよう

とする検証研究が着手されている。さらに、学校が児童相談所の一時保護の場となることが少なくな
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い実態をうけての、一時保護に関する議論が活発に行われた。このことは、一時保護対象となった児

童の保護者とのトラブルが、学校にとっては教職員の安全を守る意味から重大事である現実的課題を

背景としている。また、一時保護を受ける児童に寄せた、子どもの教育に携わる者の問題関心からの、

より児童の側に立った検討も、教師にとって切実な関心であることが窺われる。児童虐待防止と教員

養成についての研究も起こっている。

 （田澤　薫）

⑦　医療・保健・心理分野

　第７期の医療・保健・心理分野の制度動向の特徴は、子ども・子育て支援新制度の2015年の本格導

入に向けて、2012年頃から地域の子育て支援策が拡充され、それらに関連するモデル事業や新たな取

り組みが地域で実施されるようになった部分であり、特に保育領域と保健領域の連携を挙げることが

できる。地域における喫緊の課題である「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」に関する対

策として、「妊娠・出産包括支援モデル事業」（2014年度創設）の「母子保健相談事業」が、2015年度

より「利用者支援事業（母子保健型）」として消費税財源を活用して拡充することとなる。利用者支

援事業は、元々保育領域を中心とする子育て支援策として位置づけられていたが、それが第７期から

次期（第８期）にかけて保育領域と保健領域の拠点が子育て支援の拠点として融合していく形を取っ

ていく。「妊娠・出産包括支援モデル事業」（2014年度創設）は、「子育て世代包括支援センター」と

して全国に展開することが予定されており、子育てに関する総合的な相談を受ける「ワンストップ拠

点」として位置づけられることになる。

　また、この期は地域における子育て支援体制の中に、医療分野が組み入られ始めていることを確認

できる論文や報告書が多くみられた。虐待についての実践論に関する研究が進み、医療（歯科）、医

療（産科）と乳幼児の子育て支援の連携についての議論が活発に行われた。医療（歯科）では、歯科

の領域から子ども虐待防止・子育て支援という部分において、ネグレクト・身体的虐待の発見のみな

らず、虐待を発見した後も、治療という側面から子育て支援において継続的に医療が関わる必要性が

主張され、医療（産科）では、出産後の両親を対象としたSBS（乳幼児揺さぶられ症候群）予防プロ

グラムの開発、そのプログラム推進のための指導者養成研修の実施等の実態を子育て支援に関連して

報告する研究が散見された（82頁記載）。

　その他、第７期の特徴として、性的虐待に関する継続的な研究を挙げることができる。第６期にあ

たる2011年に厚生科学研究事業として「性的虐待対応ガイドライン」が作成され、運用されたことで、

わが国における性的虐待への対応が本格化したことを受け、その延長線上にある方法論・実践論の研

究が行われていた。心理臨床、精神科医療、法律、社会福祉の立場から、それぞれの現場で対応した

知見を踏まえ、被害児への対応の仕方から実際に起こっている性的被害に関して、どのような手続き

や、法的な介入が可能であるのかを説く文献が刊行されている。わが国の性的虐待研究の継続は、次

期の2014年９月の「子ども虐待防止世界会議　名古屋」（国際子ども虐待防止会議）で取り上げられ

た性的虐待への対応に関する研究発表にも繋がっていき、それへの対応と理解を深める過程ともいえ
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る。

 （加藤洋子）

２　法令の動向

（１）法律の制定

①　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）

　2012年８月22日成立の子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）により、市町村は、市町村子

ども・子育て支援計画に従って、地域子ども・子育て支援事業を行うものとされた。同事業には、児

童虐待防止に関連する事業として（ア）利用者支援事業（子ども及び保護者が、子育て支援を円滑に

利用 できるよう相談、情報提供及び助言、関係機関との連絡調整等を総合的に行う事業）（イ）子育

て短期支援事業（ウ）乳児家庭全戸訪問事業（エ）養育支援訪問事業、要支援児童・要保護児童等の 

支援に資する事業（オ）地域子育て支援拠点事業（カ）一時預かり事業（キ）子育て援助活動支援事

業 （ファミリー・サポート・センター事業）（ク）妊婦健診が列挙されている。こられの事業は、児

童虐待の予防として重要な事業であり、この法律により市町村が児童虐待の予防に必要な事業を行う

ことが法律上明確に位置付けられた。児童虐待に関する切れ目のない支援制度が法律により整備され

た意義は大きい。

②　国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律（平成25年法律第48号）

　いわゆるハーグ条約の批准に関連して、2013年６月19日に、「国際的な子の奪取の民事上の側面に

関する条約の実施に関する法律」が公布され、2014年４月１日から施行されることになった。同条約

は、国境を越えた子どもの連れ去りが子どもに有害な影響を与える可能性があるところから、そのよ

うな悪影響から子どもを守るため，原則として元居住していた国に子どもを迅速に返すための国際協

力の仕組みや国境を越えた親子の面会交流の実現のための協力について定めている。本法律により、

子どもは原則として、元の居住国へ返還されるが（同法27条）、返還により子どもが心身に害悪を受け、

または他の耐え難い状態に置かれる等の重大な危険があるときには、裁判所は返還を拒否する場合が

ある（同法28条１項４号）。返還により、子どもへの虐待が行われ、子どもに重大な危険があるか否か、

児童虐待との関連でさまざまな課題が生じることになろう。

③　子どもの貧困対策の推進に関する法律（子どもの貧困対策推進法）

　子どもの貧困対策推進法が、2013年６月19日に成立した。この法律は、「子どもの将来がその生ま

れ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環

境を整備するとともに、教育の機会均等を図るため、子どもの貧困対策に関し、基本理念を定め、国

等の責務を明らかにし、及び子どもの貧困対策の基本となる事項を定めることにより、子どもの貧困

対策を総合的に推進することを目的」としており（同法１条）、2014年１月17により施行された。あ

わせて政令として「子どもの貧困対策会議施行令」が発出された。その後、子どもの貧困対策の基本
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方針、指標、改善に向けた当面の検討課題、調査研究、推進体制等を内容とする「子供の貧困対策に

関する大綱」が2014年８月に公表された。

　児童虐待は、貧困・生活困難層にその発生比率が高く、問題が深刻化しやすいことから、児童虐待

の防止、家族への介入・支援が有効に機能するには、同時に家族の生活問題に対する支援が必要であ

る（松本・2010）。貧困と児童虐待との関連が明確にされ、本法に関連する施策の充実により、児童

虐待への支援と介入が経済的側面のみならず、貧困に伴う子どもの権利侵害にも効果的に対応するこ

とが期待される。

【参考文献】

松本伊智朗「本書の主張と問題提起」松本伊智朗他編『子どもの貧困と虐待』（明石書店、2010年）10頁

 （吉田恒雄）

（２）通知

①　子ども・子育て支援法の改正に伴う児童虐待防止法の改正

　子ども・子育て支援法等一部改正法の施行に伴い、児童虐待防止法について、特定教育・保育施設

等の利用に関し、子ども・子育て支援法に基づく相談・助言、あっせん、要請、児童福祉法にもとづ

く調整、要請を行う場合には、児童虐待の防止に寄与するため、特別の支援を要する家庭の福祉に配

慮しなければならないとされた（児童虐待防止法13条の２第１項）。特定教育・保育施設の設置者等

は、これら施設や事業を利用する児童を選考するときには、児童虐待の防止に寄与するため、特別の

支援を要する家庭の福祉に配慮しなければならないとされた（同条２項）。この趣旨に関連して、通

知が発出された（平成24年８月31日内閣府政策統括官（共生社会政策担当）、文部科学省初等中等局長、

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知府政共生第678号、24文科初第616号、雇児発0831第１号「子

ども・子育て支援法、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律並びに子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法の整備等に関する法律の公布につ

いて」）。

②　児童虐待防止対策

ⅰ）子ども虐待による死亡事例等の検証結果に基づく対応

　「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）」が取りまとめられたことを受

けて「『子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）』を踏まえた対応について」

（平成24年７月26日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長・母子保健課長通知雇児総発0726第１号、

雇児母発第0726第１号）は、以下の点について留意するようを求めた。

　１．養育支援を要する家庭（要支援児童・特定妊婦）への早期支援

　２．各段階に応じた広報・啓発の推進
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　３．児童の安全を守るための対応の徹底

　４．虐待対応機関における体制の充実と役割分担の明確化

　５．地域における関係機関の連携強化

　６．死亡事例等の検証における留意事項

　「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）」が取りまとめられたことを踏

まえ「『子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第９次報告）』を踏まえた対応について」

（平成25年７月25日厚生労働省雇用均等・児童家庭局 総務課長、母子保健課長通知雇児総発0725第１

号、雇児母発0725第１号）は、以下の項目について地方公共団体に対応を求めた。

　１．養育支援を必要とする家庭への妊娠期、出産後早期からの支援の実施　

　２．養育支援のための子育て支援事業の周知と活用促進　

　３．広報・啓発の充実　

　４．虐待の早期発見、早期の適切な対応及び支援の実施　

　５．再発防止のための検証の確実な実施

ⅱ）児童相談所関係

ａ）児童虐待防止対策支援事業

　「児童虐待防止対策支援事業の実施について」（平成24年５月14日厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知雇児発0514第１号）は、児童相談体制の充実が喫緊の課題であり、児童相談所の相談機能を強

化し、専門性を高めることが重要になっているところから、「児童虐待防止対策支援事業実施要綱」

を定め、実施することとした通知である。

　同実施要綱は、児童相談所が地域の「医療、法律その他の専門機関や職種の協力を得て、高度で専

門的な判断が必要となるケースへの対応が可能となる体制を確保するとともに、相談機能を強化し、

もって子どもの福祉の向上を図ること」を目的に、児童虐待防止対策研修事業、保護者指導・カウン

セリング強化事業、法的対応強化事業、児童相談所体制強化整備事業等、種々の事業を定めている。

　「児童虐待防止対策支援事業の実施について」（平成25年６月10日厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知雇児発0610第１号）は、2012年５月14日の同名の通知内容に、新たに児童の安全確認のための

体制強化事業及び児童虐待防止のための広報啓発事業を加えた通知である。

ｂ）災害時の対応

　「『災害時における児童相談所の活動ガイドライン』について」（平成25年４月18日厚生労働省雇用

均等・児童家庭局総務課長通知雇児総発0418第１号）は、東日本大震災での被災孤児・遺児、被災し

た子どもへの支援活動の経験をもとに、広範な地域に甚大な被害を与える災害において支援を必要と

する子ども・家庭を把握する方法や、児童相談所の機能を発揮した支援活動内容及び被災地への児

童相談所職員の派遣と被災地での受け入れ調整の体制などのシステムを構築すること等を内容とする

「災害時における児童相談所の活動ガイドライン」を作成した旨の通知である。
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ｃ）一時保護

　児童虐待対応件数が急増し、一時保護の重要性が高まっていることに伴う通知が発出された。

　「一時保護の充実について」（平成24年４月５日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発0405

第27号）は、児童相談所からの一時保護委託を受ける里親等に対し、新たに一時保護委託手当を支弁

することとし、対象となる児童や経費等が定められた。

　「一時保護所における専門職員等の配置について」（平成24年４月５日厚生労働省雇用均等・児童家

庭局長通知雇児発0405第28号）は、児童相談所に付設する一時保護所への専任の心理療法担当職員の

配置、虐待、非行等種々の問題のある児童が多数入所する一時保護所における個別指導等を行う個別

対応職員の配置、乳児が入所している一時保護所における看護師の配置を定める（児童福祉　児童相

談所一時保護所の活用　本書32頁参照）。

ⅲ）市区町村関係

ａ）児童家庭相談事業

　児童家庭相談室業務調査の結果を踏まえ、「市区町村の児童家庭相談業務の実施状況等の調査結果

及び結果を踏まえた対応について」（平成24年12月28日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待

防止対策室事務連絡）は、市区町村と児童相談所との役割分担について取り決めがない市区町村にお

いては、児童相談所との協議の上、基準、ルールの策定に取り組むこと、調整機関において進行管理

台帳を作成し、定期的に状況確認、援助方針の見直しを行うこと、乳児家庭全戸訪問事業により訪問

できなかった家庭に関し、訪問できなかった理由や背景を調べ、その後の支援や見守りの検討につな

げるよう求めた。

ｂ）揺さぶられ症候群

　「『乳幼児揺さぶられ症候群予防啓発DVD』の配布及び予防啓発・評価事業への参加募集について（協

力依頼）」（平成25年２月22日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室事務連絡）は、「乳

幼児揺さぶられ症候群」の発生予防及び乳児の泣き声に関する啓発のためのDVDの配布を行うこと、

そのDVDを活用した予防啓発事業と評価事業を実施する自治体を募集する旨の事務連絡である。

③　児童相談所によるケース対応

ⅰ）子ども虐待対応の手引きの改正

　「『子ども虐待対応の手引き（平成25年８月改正版）』改正の概要」が改正された。2011年５月の「民

法等の一部を改正する法律」成立により、親権停止制度の新設、法人または複数の未成年後見人の選

任等、新たな制度が導入されたこと、最終改正以降の死亡事例等の検証結果等の報告や当該報告を踏

まえた各種通知等が追加されたこと、児童虐待防止施策の進展等を踏まえた大幅な加筆修正がなされ

たことが主たる改正内容である。また、従前の児童相談所による対応が中心であった記載内容から、

児童相談所と市区町村の連携や市区町村の対応についての記載を充実したものとなった。
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ⅱ）児童相談所運営指針の改正

　「児童相談所運営指針の改正について」（平成25年12月27日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知

雇児発1227第６号）は、家事事件手続法の施行に伴う関連条項の改正、転居に伴う他の児童相談所へ

のケース移管、情報提供についての記述の追加、児童記録票を長期保存する場合等の改正を行った旨

を通知する。

ⅲ）親子再統合後の子どもの安全確保

　2012年１月大阪府東大阪市、同年10月広島県府中町等、この時期、児童福祉施設に入所していた児

童が、家庭復帰後に虐待を受け死亡した事例が相次いだことから、「措置解除に伴い家庭復帰した児

童の安全確保の徹底について」（平成24年11月１日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知雇

児総発1101第３号）は、一時保護の解除や措置の解除における家庭復帰のための適切なアセスメント

ときめ細かな支援を求めるとともに、関係機関との認識の共有、補助職員の配置による体制強化、連

携のための研修の実施等の取組、児童相談所における児童の安全確認や対応状況等の再確認を求めた。

④　市区町村による対応

ⅰ）養育支援を特に必要とする家庭の把握と支援

　「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について」（平成24年11月30日厚生労働省雇用均等・

児童家庭局総務課長・母子保健課長通知雇児総発1130第１号、雇児母発1130第１号）は、児童虐待に

よる死亡事例の中には、虐待が疑われる段階に至る前から関係機関が情報を共有し、連携協力して支

援を実施していれば、死亡に至らなかった可能性がある事例も存在していると考えられるところから、

市区町村の児童福祉・母子保健等の関係部署、要保護児童対策地域協議会の調整機関等において、養

育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援に関して、１．要支援児童の把握及び情報収集　２．特

定妊婦の把握及び情報収集　３．養育支援を特に必要とする家庭に対する支援　４．自治体間の情報

交換・共有と守秘義務及び個人情報保護との関係について具体的に留意すべき事項を定めた通知であ

る。

　「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の徹底について」（平成25年６月11日厚生労働省雇

用均等・児童家庭局総務課長通知雇児総発0611第１号雇児母発0611第１号）は、2013年４月に神奈川

県横浜市において発生した６歳の女児虐待死事件を受け、すでに発出されている「養育支援を特に必

要とする家庭の把握及び支援について」（平成24年11月30日厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課

長通知雇児総発1130第１号雇児母発1130第１号）による取組みの推進を改めて求めるとともに、就学

時の健康診断未受診家庭で合理的理由なく受診しない家庭や、居住実態が把握できない家庭について

は虐待ハイリスク家庭とし、教育委員会から情報提供があった場合の対応や居住実態が把握できない

家庭について教育委員会等との情報共有を図ること、支援中の家庭が転出した場合の自治体間の情報

提供等について対応を求める通知である（居所不明児童については、児童福祉分野③居所不明児童問

題　本書33頁以下、41頁以下参照）。
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ⅱ）住民基本台帳の取り扱い

　児童虐待を受けた児童等については、加害者に居住地を秘匿するため、住居の変更に伴う転居また

は転出及び転入の届出ができない場合があり、居住地の市町村に住民票がないことから、施設入所中

や自立後の単身生活等において必要な公的サービスの受給や契約等の手続に支障が生じることが懸念

されていた。

　「『住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の写しの交付にお

ける児童虐待の被害者等の保護のための措置』について」（平成24年９月26日厚生労働省雇用均等・

児童家庭局総務課長通知0926第１号）は、市町村長が事務を行う住民基本台帳の閲覧等について、児

童虐待等の被害者の申出に基づき、加害者からの被害者に係る住民基本台帳の閲覧等の請求は、要件

を満たさないまたは「不当な目的」（法第12条第６項）があるものとして閲覧等が拒否されること、

また第三者からの請求については、加害者のなりすましや加害者からの依頼による閲覧等を防止する

ため、本人確認や請求事由の審査がより厳格に行われる旨を示した。

⑤　関係機関の連携

ⅰ）医療機関との連携

　児童虐待対応においては、地域の医療機関における虐待の早期発見、対応能力の向上が必要であ

り、地域医療全体で虐待防止体制を整備することが重要である。かかる趣旨から、「児童虐待防止医

療ネットワーク事業の実施について」（平成24年４月５日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇

児発0405第１号）は、中核的医療機関における児童虐待防止専門コーディネーターの配置、虐待対応

に関する助言、教育研修等の事業の実施を求めた。

　「児童虐待の防止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について」（平成24年11月30日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長・母子保健課長通知雇児総発1130第２号、雇児母発1130第

２号）は、児童相談所及び市区町村と医療機関との積極的な連携及び情報共有の推進、医療機関から

の情報提供及び情報提供のあった事例への支援等の留意点を示す通知である。なお、2014年３月31日

には、児童虐待防止医療ネットワーク事業に関する検討会において、「児童虐待防止医療ネットワー

ク事業推進の手引き」が取りまとめられた。

ⅱ）警察と児童相談所との連携

　「児童虐待への対応における警察との連携の推進について」（平成24年４月12日厚生労働省雇用均等・

児童家庭局総務課長通知雇児総発0412第１号）は、警察との情報共有や相互協力の連携体制の一層の

強化を目的に、個別事案における連携、平素からの連携、児童の安全確認安全確保の徹底、要保護児

童対策地域協議会における連携の促進を求める通知である。

　警察庁からは、警察と児童相談所との一層かつ緊密な連携を図るとともに、警察部内の的確な対応

を期するため、児童虐待への対応の強化の推進を求める「児童虐待への対応における取組の強化につ

いて（通達）」（平成24年４月12日警察庁生活安全局少年課長通知警察庁丁少発第55号他）が発出された。
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ⅲ）学校・教育委員会との連携

ａ）居所不明児童への対応

　「義務教育諸学校における居所不明の児童生徒の把握等のための対応について」（平成25年３月１日

文部科学省初等中等教育局初等中等教育課長通知24初初企第68号）は、「居所不明の児童生徒に関す

る教育委員会の対応等の実態調査」結果がまとめられたことを受けて、１．住民票のない児童生徒を

受け入れた場合の対応　２．児童生徒の海外転住の場合の対応　３．教育委員会相互の情報共有及び

関係機関との連携について留意点を示し、対応を求める通知である（児童福祉分野③居所不明児童問

題　33−34頁参照）。

ｂ）家庭教育

　文部科学省生涯学習政策局長は、「『つながりが創る家庭教育～親子が元気になる家庭教育支援を目

指して～』を踏まえた取組の推進について（依頼）」を発出した（平成24年４月27日）。児童虐待防止

との関連では、課題を抱える家庭に対する学校と連携した支援の仕組みづくりを求め、生徒指導、健

康相談等の校内委員会と連携を図り、効果的支援のためには家庭への訪問や相談対応等が有効である

とし、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ―等が配置されている場合には、家庭教育

支援チーム等の活動において連携を図り、福祉機関等関係機関・団体とのネットワーク作りを促すよ

う望まれるとした。

⑥　児童ポルノ排除総合対策

　「第二次児童ポルノ排除総合対策」（平成25年５月犯罪対策閣僚会議）は、児童ポルノ排除に向け、

性的虐待関係では児童虐待防止月間における広報・啓発、被害児童の早期発見および支援活動として

児童相談所における児童への支援、児童家庭支援センターや児童福祉施設における心理療法担当職員

の配置、被害児童の心情に配慮した聴取方法の普及等を早急に取り組むべき課題としてあげた。これ

に先立って、内閣府犯罪被害者等施策推進室は、「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援

センター開設・運営の手引き」（平成24年３月）を公表し、ワンストップ支援センターの開設を検討

している自治体・民間団体等に同センターのモデルを示し、開設・運営に役立つ情報やノウハウを提

供し、同センターの設置・促進を求めた。

⑦　社会的養護

ⅰ）児童福祉施設基準

　「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令の施行について」（平成24年５月

31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発0531第３号）は、標記省令が改正されたことに伴

い、改正法の内容（児童福祉施設の人員配置の引き上げ、個別対応職員の配置の義務化の拡充）を示

し、都道府県等に児童福祉施設最低基準に関する条例の整備を求める通知である。
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ⅱ）児童福祉施設職員の専門性向上

　児童養護施設等において虐待を受けた児童や障害のある児童が増加しており、当該児童の支援につ

いて、高度の専門性が求められているところから、「児童養護施設等の職員の資質向上のための研修

等事業の実施について」（平成25年６月７日、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発0607第

７号）は、各施設種別、職種別に行われる研修への参加を促進する「児童養護施設等 の職員の資質

向上のための研修事業実施要綱」を定め、その適正かつ円滑な実施を求めた。併せて、職員の人材確

保を積極的に推進する必要があるところから、「児童養護施設等の職員人材確保事業実施要綱」が定

められ、平成26年４月１日から実施されるため、その適正かつ円滑な実施を求めた。

ⅲ）被措置児童等虐待

　「被措置児童等虐待防止に関する取組の徹底について」（平成25年５月31日厚生労働省雇用均等・児

童家庭局家庭福祉課事務連絡）は、この時期、いくつかの自治体で施設職員による性的虐待の事案が

明らかになったことから、同様の事態の発生を防ぐため、平成21年３月の通知「被措置児童等虐待対

応ガイドライン」を参考に適切な指導を行い、都道府県に、施設職員への研修の強化、被措置児童等

虐待―とくに通告義務―に関する周知、取組と体制の強化を図るよう改めて求めた。

ⅳ）養子縁組

　「養子あっせん事業の指導について（平成23年度民間養子縁組あっせん事業の調査結果等より）」（平

成25年６月28日、厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課指導係事務連絡）は、平成23年度民間

養子縁組あっせん事業の調査によれば、「実費等の受領の状況」として、非常に多額の金額の受領が

見受けられるところから、民間あっせん事業者による金品の受領状況を確認し、適正に取り扱われて

いない場合の指導の徹底を要請した。

ⅴ）里親

　児童福祉施設の職員配置について、これまで児童福祉施設等に入所する児童の早期家庭復帰支援体

制の強化、被虐待児への援助体制の確保のために家庭支援専門相談員等が配置されてきたが、「家庭

支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別対応職員、職業指導員及び医療的ケ

アを担当する職員の配置について」（平成24年４月５日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児

発0405第11号）は、新たに「里親支援専門相談員」を配置して里親支援を充実させることとした旨の

通知である。

 （吉田恒雄）

３　判例の動向

（１）児童福祉法

　司法統計年報によれば、対象期の児童福祉法28条１項・２項事件の新受件数は、2012年423件（１項：
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300件、２項：123件）、2013年406件（１項：276件、２項：130件）、2014年422件（１項：279件、２項：

143件）で推移している。今期の児童福祉法分野の判例としては、福岡高裁決定平成24年11月15日【判

例１】が注目される。本件は、児童相談所長が、一時保護中の児童について、児童養護施設若しくは

情緒障害児短期治療施設への入所措置又は里親若しくは小規模住居型児童養育事業（ファミリーホー

ム）を行う者に委託する措置の承認を求めた事件である。本件の原審である福岡家裁審判平成24年７

月20日は、児童養護施設又は情緒障害児短期治療施設への入所措置のみを選択的に承認し、里親及び

小規模住居型児童養育事業を行う者への委託についてはこれを認めなかった。これに対して、抗告審

である本件では、措置内容について原審の判断を変更し、児童養護施設若しくは情緒障害児短期治療

施設への入所措置に加えて、里親若しくは小規模住居型児童養育事業を行う者への委託もあわせて承

認するとの判断を示した。本件自体は、児童福祉法28条審判に際して複数施設入所措置等の選択的承

認に関する事件であり、これまでの公表例の延長線上に位置づけられる事件である。本件の原審と高

裁がそれぞれ異なる措置内容を承認した背景には、原審では「情緒障害児短期治療施設」での治療後

の措置先として「児童養護施設」入所が想定されているのに対して、福岡高裁決定は、「専門性の高

い里親やファミリーホームへの委託」「情緒障害児短期治療施設入所」「児童養護施設入所」の順で措

置の優先順位を付けつつ、現時点では適切かつ児童を受入れ可能な里親等の候補が現れていないこと、

情緒障害児短期治療施設への入所が確実かつ安定的であるともいえず、同施設の入所困難又は短期で

退所した場合の措置を検討しておく必要があるという本件の事情を踏まえて、複数の措置を選択的に

承認したことがある。

【参考文献】

白須真理子「里親等への委託・治療施設・児童養護施設への入所承認」『民商法雑誌』149巻３号（2013年12月）124

−129頁

 （阿部純一）

（２）民法

①　親権の一時停止

　2011年の民法改正によって、従来の親権喪失（民法834条）及び管理権喪失（民法835条）の要件の

見直し、親権停止制度の新設（民法834条の２）が行われ、2012年４月１日に改正法が施行された。

親権喪失審判の新受件数は、2011年に119件であったが、改正法の施行後の2012年には111件、2013年

には111件、2014年には110件で推移している。他方で、2011年民法改正によって新設された親権停止

審判の新受件数は、2012年120件、2013年185件、2014年153件と推移しており、親権停止の請求件数

が親権喪失の請求件数を上回っている状況を見ることができる。

　宮崎家裁審判平成25年３月29日【判例３】は、年長の未成年者が申し立てた親権停止の請求につい

て、２年間の親権停止が認められた事件である。本件未成年者の実母が出産直後から失踪し、育児放

棄をしたために、本件未成年者は、曾祖母や祖母の兄弟によって育てられ、さらに高校入学後には実
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母が勝手に退学届を提出したために、不本意な形で高校の退学を余儀なくされている。実母と養父は、

本件未成年者のアルバイト先まで行って、本件未成年者の給料を受け取ることがあり、本件未成年者

が原因不明の高熱を出した際にも、正当な理由なく入院や医療行為に同意をしなかった。以上のよう

な事情を前提として、本件では、２年間の親権停止が認められた。本件は、2011年の民法改正によっ

て新設された親権停止に関するはじめての公表例であるとともに、同改正によって新たに導入された

子本人の請求がはじめて認められた公表例として注目される。

②　施設入所中の児童との面会交流

　離婚や別居によって子と同居していない父母と子との面会や交流は、従前より民法766条の子の監

護に関する事項・処分として裁判例において認められてきたが（面会交流を認めたはじめての公表例

として：東京家裁審判昭和39年12月14日（家裁月報17巻４号55頁）、別居中離婚前の面会交流について：

最高裁決定平成12年５月１日（民集54巻５号1607頁）など）、2011年の民法改正によって、「父又は母

と子との面会及びその他の交流」という文言が民法766条１項に追加され、法律上も明文化されるに

至った。同居していない親子の面会・交流については、離婚後及び別居中の親子だけでなく、施設入

所中の児童とその父母との面会・交流もまた問題となる。この点、これまでの公表例においては、親

権者たる相手方が申立人と児童との面会を拒絶しているために、施設側が申立人と児童との面会を拒

絶しているという事例で、子と非親権者との面会交流が認められている（東京家裁審判昭和50年１月

27日（家裁月報28巻２号95頁）、大阪高裁決定平成４年７月31日（家裁月報45巻７号63頁）（原審：神

戸家裁審判平成3年11月27日（家裁月報45巻７号70頁）））。

　東京家裁審判平成24年６月29日【判例２】は、情緒障害児短期治療施設等に入所中の未成年者ら３

名と申立人である父（非親権者）との面会交流を認める一方で、相手方である母（親権者）が面会交

流を妨げてはならないとした事件である。本件では、面会交流が「……基本的には、子の健全な育成

に有益なものということができるから、これにより子の福祉を害するおそれがあるなど特段の事情が

ある場合を除き、原則として認められるべき」という面会交流原則実施論の立場が採られる一方で、

施設入所中の児童との面会交流という特性から、施設における児童らに対する指導方針を尊重し、「具

体的な日時、場所及び方法」を申立人と施設との間の協議によって定めるものとされた点が特徴的で

ある。

③　性的虐待被害を理由とした損害賠償請求とその期間制限

　不法行為に基づく損害賠償請求権（民法709条）は、「被害者又はその法定代理人が損害及び加害者

を知った時から３年間行使しないとき」「不法行為の時から20年を経過したとき」にはそれぞれ消滅

するものとされる（民法724条）。これらの期間制限のうち「３年」の期間制限は「消滅時効」として、「20

年」の期間制限は「除斥期間」として理解するのが判例の立場である。他方、児童期の性的虐待被害

の特徴として、そもそも被害者が被害の意味を認識することが困難であることや、当該被害に起因す

る精神的な後遺障害等が時間的間隔をおいて発現することなどが挙げられる。そのために、児童期に
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性的虐待を受けた被害者が損害賠償を請求する際には、虐待行為から相当長期の時間が経過し、上記

の制限期間を超過する可能性もある。

　札幌高裁判決平成26年９月25日【判例５】は、幼少期に叔父から受けた性的虐待によって精神障害

を発症したことを理由として、最後の虐待行為から約28年後に被害者が叔父に対して損害賠償を請求

した事件である。第一審の釧路地裁は、虐待行為の最終時点から本件提訴までにすでに20年以上の期

間が経過していることを理由として原告の請求を棄却した。これに対して、本件高裁は、心的外傷後

ストレス障害（PTSD）、離人症性障害及び摂食障害の発症については、本件訴訟提起時に除斥期間

が経過している一方で、うつ病を発症したことによる損害については、除斥期間が経過していないと

して、本件性的虐待行為によってうつ病を発生させたことを理由とした不法行為に基づく損害賠償を

認めた。本件高裁の判断自体は、当該不法行為により発生する損害の性質上、加害行為が終了してか

ら相当の期間が経過した後に損害が発生する場合には、当該損害の全部又は一部が発生した時を除斥

期間の起算点と解する一連の最高裁判例の判断とも一致するものである。

　なお、これまでの公表例の中には、小学生の時に養父から性的虐待被害を受けた者が、最後の虐待

行為が行われた時から約４年が経過した後に、加害者に対して損害賠償を請求した事件について、本

件では「被害者又ハ其法定代理人カ」「損害及ヒ加害者ヲ知リタル時」は虐待行為が最後に行われた

時点よりも後であるとして、未だ「３年」の短期消滅時効が経過しておらず、損害賠償請求を認容し

た裁判例がある（福岡高裁判決平成17年２月17日（判タ1188号266頁））。ここでは３年の短期消滅時

効の起算点が問題となったのに対して、本件では、20年の除斥期間の起算点が問題となった点が異な

る。

【参考文献】

稲垣朋子「未成年者の申立てにより二年間の親権停止を認めた事例」『民商法雑誌』149巻２号（2013年11月）116−

123頁

合田篤子「児童養護施設等に入所中の子との面会交流の方法」『民商法雑誌』148巻６号（2013年９月）228−233頁

羽生香織「年長未成年子による親権停止申立て」『月報司法書士』507号（2014年５月）70−75頁

前田泰「実父母の同意なき特別養子縁組申立ての可否」『私法判例リマークス』49号（2014年７月）54−57頁

松本克美「児童期の性的虐待に起因するPTSD等の発症についての損害賠償請求権の消滅時効・除斥期間」『立命館

法学』349号（2013年）１−43頁【文献17】

松本克美「児童期の性的虐待被害に起因するPTSD等の発症に対する損害賠償請求権の時効・除斥期間―釧路PTSD

等事件控訴審判決―」『法律時報』87巻11号（2015年10月）165−168頁

吉田恒雄「児童福祉法審判例研究（1）」『明星大学経済学研究紀要』19号（1987年12月）71−83頁

 （阿部純一）

（３）刑事法

　今期の刑事法判例は、次期（第８期）に収録を予定している。
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（４）行政法

①　一時保護、27条１項３号措置、面会制限、報告義務

　今期も一時保護に対する損害賠償に係る判決がいくつか存在するが、もともと親と児童相談所の間

での紛争性が高かった事案において多岐にわたる主張がなされる際、一時保護や児童福祉法27条１項

３号措置自体の違法性に加え、それらによって保護されている児童と親との面会制限や、児童に関す

る情報の親への提供等に関しても違法性が問われる裁判例（【判例７】【判例８】）が増えている。そ

の場合、面会制限や報告義務に関して十分な法解釈論が展開されてこなかったこともあり、一般的な

行政法理論からはずれた裁判例【判例７】もみられるなど、裁判例は流動的な状況にある。

 （横田光平）

４　法学研究の動向

（１）児童福祉法分野

①　2011年民法等の改正と児童相談所及び家庭裁判所実務のあり方

　2011年における民法等の改正に関連して、改正法の解説や運用に関する論考が公刊された。

　磯谷論文は、児童虐待問題にかかわってきた弁護士としての経験を踏まえ、改正後における児童相

談所の実務対応上のシュミレーションを示すとともに、児童相談所への一般的な調査権限の付与、関

係機関の応答義務ないし調査の嘱託等の規定化を提案する（磯谷・2012【文献１】）。細矢論文は、児

童虐待関連事件の審理期間の短縮、長期化防止を目的に行われた東京家庭裁判所における検討の結果

を紹介する。また、親権喪失宣告手続の進め方とともに2011年の民法等改正により新たに設けられた

親権停止制度の審理について、医療ネグレクト事件等との関係が検討されている（細矢・2012【文献

２】）。

　改正法の運用に関連して、児童相談所長及び児童福祉施設長による「監護措置」に関するガイドラ

インをめぐる特集が組まれた（季刊『児童養護』・2013）。

　その他、民法等の改正に応じて、児童虐待対応に関するマニュアル等が改版された（母子愛育会日

本子ども家庭総合研究所・2014、日本弁護士連合会子どもの権利委員会・2012）。

②　児童虐待防止制度

　児童虐待防止制度のあり方について、ジェンダーの視点から検討するものとして、棚村論文（棚村・

2012）は、DVの防止、妊娠・出産・子育て支援の充実などの法整備と社会的支援の拡充の必要性を

強調する。小池論文は、児童相談行政の充実が進まない理由を地方自治の観点から分析し、児童相談

行政における適正な事務配分のあり方を検討する。今後の児童相談行政の事務配分として、広域連合

の活用、一時保護所、児童養護施設の自治体共同設置等を提案する。これまで、児童虐待防止施策と

して、児童福祉司・児童心理士の増員、児童福祉施設の充実、里親委託の促進等の施策の拡充が主に

主張されてきたが、地方自治行政の観点から児童福祉行政機関の配置を検討する必要性を認識させる

論文である（小池・2012【文献３】）。
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　児童虐待防止法制度の位置づけとして、予防の観点から「子育て支援施策」との関係を検討するこ

とも重要である。西郷論文は、「要保護・要支援系」の関係者と「健全育成・子育て支援系」関係者の「ク

レバス」を埋める必要性を強調し、「子ども子育て支援事業計画」を虐待問題に関わる関係者が協働

し合える総合的な地域養護プロジェクトとして策定することを提案する（西郷・2014）。　

③　比較法研究

　前の期に続き、比較法の観点からの児童虐待防止制度の研究が活発に行われている。児童虐待に限

らず家庭における暴力全体を論じるものとして、本澤論文（本澤・2013【文献４】）、金論文がある（金・

2014【文献５】）。いずれも、これまでの家族内暴力の総合的な比較法研究の成果である。

　個別の外国法研究として、ウタ・マイヤー＝グレーヴェ論文は、ドイツの児童虐待防止制度をもと

に、社会的コストの観点から虐待予防施策の充実を主張する（ウタ・マイヤー＝グレーヴェ・2013）。

その他、ドイツ法については、性的虐待による未成年被害者の刑事手続における権利を強化するため

の刑事訴訟法等改正の紹介がある。

　スウェーデン法については、高田論文が児童虐待と女性に対する近親者からの暴力に関する社会福

祉法制を紹介し、児童虐待に対する刑事的介入と福祉的支援の双方を有機的に構成し、「人権」の視

点から制度のあり方を検討する重要性を指摘する（高田・2014【文献６】）。

　池谷論文は、家族崩壊の問題として児童虐待を論じ、子どもの権利論的アプローチに疑問を呈し、

実の親子関係を重視して、できる限り家族を救うことが本来の虐待防止につながると主張する。ハイ

リスク・アプローチとポピュレーション・アプローチのそれぞれによる施策の組み立てを検討する上

で興味深い論文である。（池谷・2014【文献７】）。

　同様に、婚外子、離婚等の家庭の崩壊の問題から児童虐待防止制度を検討する論考として、小島論

文がある（小島・2014）。イギリスにおける児童虐待防止法制については、この期、田邉の息の長い

研究が引き続き刊行されている（田邉・2013、2014）。

④　介入的ソーシャルワークの評価

　わが国における児童虐待対応は、従来の支援的ソーシャルワークでは対応しきれないケースについ

ては、司法関与を含む強制的介入（介入的ソーシャルワーク）が必要であるとの観点から、接近禁止

命令や臨検・捜索制度等の創設により、法的手段が強化されてきた経緯がある。こうした傾向に対して、

今期は、児童福祉に関するソーシャルワークのあり方として疑問を提示する優れた論考が著された。

　所論文は、児童虐待問題が児童福祉に与えた影響を検討し、「子育ち環境の福祉的保障」を実現で

きる新たな制度枠組みの構築に向けた研究の必要性を主張する（所・2014【文献８】）。同様の視点か

ら、虐待の原因としての養育困難を、個人病理、家族病理の責任に帰すことなく、社会的問題として

とらえるべきであるとし、教育社会学による検討の方向性を示す論文として田中論文がある（田中・

2011）。

　ソーシャルワークとの関係で、山本論文は、諸外国で裁判所や司法が担っている作業をわが国では
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児童相談所が行っていることから、児童福祉の現場には親権をめぐる戸惑いがあり、その点での振り

返りと整理の進展が期待される、と述べる（山本・2012）。

　その他、水岡論文は、介入的ソーシャルワークにつき、司法審査によらない職権一時保護が子ども

の権利条約に違反するとともに、一時保護中の子どもの学習権保障、社会的養護における子どもの人

権侵害状況をあげ、児童相談所による介入的ソーシャルワークを厳しく批判する（水岡・2014）。

⑤　児童虐待への介入と司法関与

　介入的ソーシャルワークとの関係では、2016年５月の児童福祉法等改正の際に、児童虐待対応に対

する家庭裁判所関与のあり方の検討が付帯決議として示された。これを受けて、厚生労働省では、「児

童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の在り方に関する検討会」が設置され、

2017年１月現在、引き続き議論が行われている。

　このテーマに関する今期の文献として、久保論文は、わが国ではじめて児童相談所に常勤として

配置された弁護士が、弁護士個人及び行政の観点から常勤弁護士配置に伴う課題を指摘する（久保・

2012）。

　この時期、日本子ども虐待防止学会機関誌で司法関与に関する特集が組まれた（＜特集＞「司法関

与と虐待」子どもの虐待とネグレクト・2014【文献９】）。この特集は、「司法の積極的関与を阻んで

いる条件・状況を明らかにし、現実に実現可能な対応や変革すべき制度について検討すること」を目

的としており（岩城・「特集にあたって」）、以下の論文が掲載されている。

　・久保健二「虐待対応における課題と困難」

　・吉田恒雄「子どもの権利条約からみたわが国の子ども虐待防止法制の課題」

　・山本恒雄「介入型ソーシャルワークと司法関与」

　・石田文三「司法関与における裁判所の機能」

　・川崎二三彦「原胤昭に叱られた」

　この他、児童虐待問題に関する家庭裁判所の実務を知る上で参考になる文献も刊行された（廣井・

2012年、安部・西岡・2013年）。

【参考文献】

安部嘉人・西岡清一郎『子どものための法律と実務　裁判・行政・社会の協働と子どもの未来』（日本加除出版、

2013年１月）

池谷和子「アメリカにおける家族の崩壊と『子どもの権利』―児童虐待防止法制度の素材として―」『東洋法学』57

巻３号（2014年３月）173−203頁【文献７】

磯谷文明「民法等改正と児童相談所側の実務」『家庭裁判月報』64巻6号（2012年６月）69−134頁【文献１】

ウタ・マイヤー＝グレーヴェ（高橋大輔訳）「ドイツにおける早期支援の費用対効果の分析―モデル調査『子ども時

代に向けての良いスタート』に関する研究の成果―」（本澤巳代子、ウタ・マイヤー＝グレーヴェ編『家族のための

総合政策Ⅲ―家族と職業の両立―』信山社（2013年10月）203−214頁

金ジャンディ「家庭内暴力の実態と被害者に対する支援状況」『阪大法学』63巻５号（2014年１月）178−204頁【文献５】

久保健二「児童相談所に常勤する弁護士の日常と弁護士業務の有用性」『子どもの虐待とネグレクト』13巻３号（2012
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年12月）340−347頁

小池秀幸「分権型社会における児童相談行政のあり方―児童虐待への対応強化に向けた体制の再構築―」『自治総研』

403号（2012年５月）32−69頁【文献３】

小島伸之「『家族の崩壊』と虐待防止法―日米配偶者暴力・児童虐待統計を素材に―」『東洋法学』57巻３号（2014年３月）

205−229頁

西郷泰之「子ども虐待の『防止』に向けて」『世界の児童と母性』76号（2014年４月）66−69頁　

高田清恵「スウェーデンにおける児童と女性への暴力に対する法制度」『琉大法学』91号（2014年３月）１−23頁【文

献６】

田嶌誠一「児童福祉法改正と施設内虐待の行方：このままでは覆い隠されてしまう危惧をめぐって」『社会的養護と

ファミリーホーム』５号（2014年８月）12−24頁

田中理恵「社会問題としての児童虐待―子ども家族への監視・管理の強化―」『教育社会学研究』88集（2011年）119

−138頁

田邉泰美「英国児童虐待防止研究：子ども投資の社会哲学的根拠とその実際（児童貧困対策）」（『園田学園女子大学

論文集』47号（2013年１月）189−207頁 

田邉泰美「英国児童虐待防止研究 : コンタクトポイント（CPd : ContactPoint database）、共通アセスメントフ

レームワーク（CAF : Common Assessment Framework）、児童情報管理システム（ICS : In formation Children's 

System）が児童（虐待防止）ソーシャルワークに与える影響について」『園田学園女子大学論文集』48号（2014年）

191−213頁

田邉泰美「英国児童虐待防止研究：子ども投資の社会哲学　ギデンズ、エスピン−アンデルセンらの社会哲学を中

心に」『園田学園女子大学論文集』49号（2015年）67−86頁

棚村政行「児童虐待防止法制」ジェンダー法学会編『講座　ジェンダーと法　第３巻　暴力からの解放』（日本加除

出版、2012年11月）35−50頁

所貞之「児童虐待問題にみる児童福祉施策の変容と展望」『城西国際大学紀要』22巻３号（2014年３月）１−16頁【文

献８】

日本子ども虐待防止学会「＜特集＞『司法関与と虐待』」『子どもの虐待とネグレクト』16巻３号（2014年12月）240

−269頁【文献９】

日本弁護士連合会子どもの権利委員会編『子どもの虐待防止・法的実務マニュアル（第５版）』（明石書店、2012年12月）

廣井亮一『司法臨床入門−家裁調査官のアプローチ（第２版）』（日本評論社、2012年９月）

母子愛育会日本子ども家庭総合研究所『子ども虐待対応の手引き−平成25年８月厚生労働省の改正通知』（有斐閣、

2014年４月）

細矢郁「児童福祉法28条事件及び親権喪失等事件の合理的な審理の在り方に関する考察」『家庭裁判月報』64巻６号

（2012年６月）１−68頁【文献２】

水岡不二雄「市民の権利と、権力装置化する児童相談所：予防拘禁への道ひらく機能的治安法としての児童虐待防

止法」『インパクション』193号（2014年１月）127−144頁

本澤巳代子「家族関係における暴力・虐待に対する日本の立法と対策の特徴―暴力・虐待防止法制に関する比較法

的研究―」本澤巳代子、ウタ・マイヤー＝グレーヴェ編『家族のための総合政策Ⅲ―家族と職業の両立―』（信山社、

2013年10月）185−202頁【文献４】

山本恒雄「親権、子ども虐待、ソーシャルワーク」『月刊福祉』95巻６号（2012年４月）12−15頁

 （吉田恒雄）
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（２）民法分野

①　2011年民法改正関係

　今期の民法分野において特筆すべきは、2011年の「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第61号）が2012年４月１日に施行されたことである。同改正法によって、親権法及び未成年後見法は、

戦後の民法改正以来となる大幅な改革を経験することになった。具体的には、親権喪失の要件の見直

し（民法834条）、親権停止制度の新設（民法834条の２）、管理権喪失の要件の見直し（民法835条）、

親権喪失の審判等の請求権者の拡大（特に、子本人による申立ての容認）、未成年後見制度の見直し（法

人後見・複数後見人の容認）が行われた。

　法改正の実務に対する影響は、2011年改正法の施行前からすでに見られた。例えば、日本学生支援

機構は、2011年５月27日に「民法等の一部を改正する法律」が成立したことを受けて、児童養護施設

入所中または退所した未成年者で家庭の事情等によって法定代理人の同意を得ることが困難な者につ

いて、児童養護施設長の同意及び親権停止制度によって早期に未成年後見人を選任する意思があるこ

とを条件として、奨学金の申請を認めた（日本学生支援機構「親権者等の支援が期待できない未成年

者（児童養護施設入所者等）への奨学金の貸与について」（2011年５月30日））。また、改正法の施行

直後に早くも新制度の利用状況が明らかになった。とりわけ、新設された親権停止制度については、

子本人による親権停止の申立てが実際に行われたことが報道され（毎日新聞2012年７月23日東京朝

刊）、年長未成年者による親権停止の申立てが認められた裁判例（宮崎家裁審判平成25年３月29日【判

例３】）が公表された。未成年後見制度の見直しによって法人後見が可能になったこととの関連では、

2012年８月17日に「特定非営利活動法人　岡山未成年後見支援センターえがお」が設立されたことが

注目される（読売新聞2012年８月18日朝刊・岡山版、毎日新聞2013年１月11日朝刊・岡山版）。

　2011年の「民法等の一部を改正する法律」によって改正された親権制限制度、未成年後見制度に関

する解説及び研究は、第６期に引き続き、今期も多数公表されている。2011年改正については、立案

担当者の一人（飛澤・2012【文献10】）や裁判官（細矢・2012【文献11】）による、明瞭で要領のよい

解説が公表されている。また、新法の紹介にとどまらず、その実務における具体的な運用方法を検討

する論考が、児童相談所で法律問題に携わる弁護士実務（磯谷・2012【文献1】）や裁判実務（細矢・

2012【文献２】）について著された。他方で、民法研究者の立場からは、今般の法改正の理論的な問

題点を鋭く分析する論考（許・2013【文献12】）も公表されている。法律学の学会においても、2012

年７月１日の九州法学会において、シンポジウム「児童・高齢者・障害者虐待問題と法―社会保障法

学、民事法学、刑事法学から―」が開催され、家族法学の立場から児童虐待の問題が取り上げられた

（小池・2013）。

②　外国法研究

　今期は、国内外の学会において、親権及び未成年後見制度の比較法的な研究も活発に行われた。こ

れら一連の研究では、各国の親権や未成年制度の問題について総覧的な検討が行われる一方で、「児

童虐待への対応」や「子の福祉の確保」も重要なテーマとして位置づけられる。
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　比較法学会第76回総会（2013年６月２日、於：青山学院大学）では、シンポジウム「親権をめぐる

比較法的課題―日本の課題と各国の対応―」が開催された（シンポジウムの詳細については、『比較

法研究』75号（2013年12月）１−124頁参照）。同シンポジウムでは、「アメリカ」（山口亮子）、「オー

ストラリア」（小川富之）、「ドイツ」（床谷文雄）、「フランス」（栗林佳代）、「ブラジル」（マルセロ・デ・

アウカンタラ）、「中国」（朱曄）、「韓国」（金亮完）の７カ国の親権（監護権）制度が検討対象とされた。

各報告では、児童虐待を中心的なテーマにしてはいないものの、各国法の親権（監護権）制限制度に

ついても紹介された。さらに、本シンポジウムで取り上げられた７カ国に、「イギリス」（田巻帝子）、

「ニュージーランド」（梅澤彩）、「シンガポール」（清末愛砂）、「オーストリア」（渡邉泰彦）、「イタリ

ア」（椎名規子）、「スウェーデン」（千葉華月）、「ポーランド」（小森田秋夫）、「台湾」（黄浄愉）、「イ

ンド・パキスタン」（伊藤弘子）を加えた研究成果は、床谷文雄=本山敦編『親権法の比較研究』（2014

年８月、日本評論社）【文献15】にまとめられている。

　第２回新・アジア家族法三国会議（2012年11月24日、於：高麗大学校（韓国））では、「親権と未成

年後見」をテーマとして日本・韓国・台湾の研究者による報告がなされた（新・アジア家族法三国会

議・2014【文献14】）。韓国においては、近年虐待が疑われる事例は増加傾向にあり、児童虐待が社会

問題化している一方で、父母の親権制限が子の養育に対するすべての権限の剥奪を意味するという「硬

直性」を韓国法が有すること、被害児童の保護措置が緊急に行われていないという問題があることな

どが指摘される。これらの問題を克服するために、韓国では、2014年１月28日に「児童虐待犯罪の処

罰等に関する特例法」が成立し、同法によって、児童虐待を「重大な犯罪」として認識するとともに、

「国家が積極的に介入する」途が開かれたとされる（同法の紹介については、金・2014も参照）。さら

に、2014年４月に国会に提出された、親権の一部・一時制限制度を含む親権関係の民法改正案の内容

についても紹介される。台湾においても、児童少年虐待事件は年々増加しているが、児童虐待の原因

の約６件に１件は親の薬物乱用・アルコール中毒であることが深刻な問題として認識されている。台

湾では、2011年にそれまでの「児童及び少年福利法」を「児童及び少年の福利と権益保障法」に変更

し、児童及び少年に対してより完全な福祉を提供することによって、その権利をも保障するものとさ

れている。

③　性的虐待と損害賠償の消滅時効・除斥期間

　児童虐待の民事法的な救済手段の一つとして、被害者が当該虐待行為の加害者に対して不法行為に

基づく損害賠償を請求することが考えられるが（民法709条：「故意又は過失によって他人の権利又は

法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。」）、虐待行

為が行われた時から一定の時間が経過した後に請求をする場合には、消滅時効や除斥期間という期間

制限の壁に直面する可能性がある。この期間制限について、民法742条は、「不法行為による損害賠償

の請求権は、被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から３年間行使しないときは、

時効によって消滅する。不法行為の時から20年を経過したときも、同様とする。」として、二つの異

なる期間を定めている。最高裁判所は、前段の「３年」の期間制限を「消滅時効」として、後段の「20年」
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の期間制限を「除斥期間」としてそれぞれ理解するのに対して、近時の学説の多数は、両期間をとも

に「消滅時効」として理解する。「消滅時効」と「除斥期間」の間には、前者が時効の援用を必要と

する（民法145条）のに対して、後者は時効の援用を必要としないこと、前者が時効の中断を認める

（民法147条）のに対して、後者は時効の中断を認めないなどの相違がある。今期は、性的虐待被害者

の加害者に対する損害賠償請求とその期間制限に関する裁判例や文献が登場したことが注目される。

　児童虐待との関連で不法行為に基づく損害賠償の期間制限が問題となる場面として、児童期の性的

虐待被害があり、松本克美は、この問題を詳細に分析する（松本・2013【文献17】）。松本の分析によ

れば、児童期の性的虐待被害には、それが被害者の心身に長期にわたって重大な影響を及ぼす可能性

があること、被害者である児童が罪悪感に苛まれたり、被害を正確に理解できないために声を上げる

ことができず、被害が明らかになりにくい特徴がある。さらに、近親者などの児童にとって近しい人

物が加害者となっている場合には、児童期に加害者に対して損害賠償を請求することが困難であると

いう事情もある。それゆえ、児童期に性的虐待の被害を受けた者が損害賠償請求をする時点で、すで

に被害時から相当長期の時間が経過していることも、まれではないのである。

　他方で、今期の裁判例においては、昭和49年生まれのXが、昭和53年から昭和58年までの間に、叔

父Yから複数回にわたって、わいせつ行為及び姦淫行為を受け、外傷後ストレス障害等の精神障害を

発症したとして、平成23年にYに対して損害賠償を請求した事件がある【判例５】。釧路地裁判決平

成25年４月16日は、本件虐待行為から本件訴訟提起まで20年以上を経過しており、民法724条後段所

定の除斥期間を経過していることを理由に、Xの請求を棄却した。これに対して。控訴審である札幌

高裁判決平成26年９月25日では、Xの請求のうち本件虐待行為を受けたことによりPTSD、離人症性

障害及び摂食障害を発症したことを理由とする不法行為に基づく損害賠償請求権については、本件訴

訟提起時に除斥期間が経過している一方で、うつ病を発症したことによる損害については、うつ病が

発症した時である平成18年９月頃が起算点であるとして、本件性的虐待行為によってうつ病を発生さ

せたことを理由とした不法行為に基づく損害賠償として、Yに3039万円余の支払いを命じた。

　なお、児童期の性的虐待に関する問題については、法と心理学会第15回大会（2014年10月25日、於：

関西学院大学）においても、「ワークショップ　児童期の性的虐待被害とその回復をめぐる法と心理」

（報告者：松本克美＝村本邦子＝安田裕子＝金成恩、指定討論：後藤弘子）が開催されるなど（具体

的な内容については『法と心理』15巻１号（2015年）84−89頁参照）、注目すべき研究が展開されて

いる。

④　2011年家事事件手続法の制定と「子の手続代理人」

　親権喪失、親権停止及び管理権喪失、未成年後見人の選任、特別養子縁組の成立、児童福祉法28条

審判などの事件はいずれも家事審判の対象とされており、これらの事件の手続については、従来、「家

事審判法」（昭和22年法律第152号）がこれを規定していた。「家事事件手続法」（平成23年法律第52号）

は、従来の「家事審判法」及び「家事審判規則」の内容を引き継ぎつつ、新たな手続法上の制度を導

入する新法として2011年に成立し、2013年１月１日に施行された。家事事件手続法に関して、立法担
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当者らによる解説（金子・2013【文献16】）やその他の研究が公表される一方で、いくつかの学会に

おいてシンポジウムのテーマとしても取り上げられた。

　比較法学会第74回総会（2011年６月４日、於：法政大学）では、ミニ・シンポジウム「子どもの代理人」

が開催され（増田ほか・2011及び本山ほか・2012）、大陸法系の法制として「ドイツ法」（佐々木健）、

英米法系の法制として「アメリカ法」（山口亮子）と「ニュージーランド法」（梅澤彩）の状況がそれ

ぞれ報告された。さらに、法制審議会非訟事件手続法・家事審判法部会の幹事であった増田勝久弁護

士によって、新しい家事事件手続法における「子どもの代理人」制度の概要が紹介されるとともに、

実務において望まれる運用と留意事項が検討された。2013年11月には、日本家族＜社会と法＞学会第

30回学術大会（於：愛媛大学）において、「シンポジウム　家事事件手続法の１年」が開催された。

同シンポジウムでは、「家事事件手続法の制定の背景と意義」（金子修）、「家事事件手続法の特質と今

後の課題」（山田文）、「裁判所から見た家事事件手続法の実務と課題」（今村和彦）、「当事者からみた

家事事件手続法の実務と課題」（打越さく良）、「家事事件手続法の実務における子の地位・意向」（及

川裕康）が報告された（報告の内容については、『家族＜社会と法＞』30号（2014年７月）を参照）。

　新法において注目されるのは、家事事件において家庭裁判所が子の意思の把握に努め、審判に際し

て子の意思を尊重しなければならないことが明文化（家事事件手続法65条）されたこと、子の意見表

明を確保する手段として、「子の手続代理人」制度（家事事件手続法23条）が導入されたことである。

未成年者などの手続行為について能力の制限を受けた者が自ら手続行為をすることができる場合（家

事事件手続法118条及び同条を準用する規定、252条１項）であって、その者が手続行為をしようとす

る場合には、裁判長は、申立てによるまたは職権で、弁護士を手続代理人に選任することができる。

具体的に、子の監護に関する処分の審判における「子」（家事事件手続法165条２項）、親権喪失、親

権停止又は管理権喪失の審判事件における「子及びその父母」（家事事件手続法168条３号）、児童福

祉法28条審判事件における「児童を現に監護する者、児童に対し親権を行う者、児童の未成年後見人

及び児童」（家事事件手続法235条）などには、未成年者であっても意思能力があれば手続行為能力が

認められており、これらの手続に未成年者が利害関係参加をするに際して手続代理人が選任されるこ

となどが考えられる。手続代理人制度をめぐっては、立法時の議論においても、その権限や位置づけ、

家庭裁判所調査官との関係などが問題とされていたが、今後の実務においてどの程度定着していくの

かが注目されるだろう。
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 （阿部純一）

（３）刑事法分野

①　性犯罪規定の見直しに伴う“性的虐待罪”の新設などの方向性

　子どもに対する性的虐待を個別に処罰するための規定の新設などがたびたび議論されるようになっ

た。いわゆる“性的虐待罪”という独立した犯罪類型として規定を創設することの意義に関しては、

以前から積極的な主張があった。もっとも、今回の議論には、性犯罪規定の全体の見直しを視野に入

れた研究の一環であるという特色がある。

　第７期において公表されたものとしては、大阪弁護士会人権擁護委員会性暴力被害検討プロジェク

トチーム編『性暴力と刑事司法』（2014年）（【文献18】：以下では、①において「本書」と略する）がある。

本書では、日本の刑事立法や刑事司法における性差別が性暴力の克服を困難なものとしているという

問題意識をもとに、その問題を具体的に明らかにするとともに、比較法の視点から諸外国の法制度を

紹介して、そのうえで、立法・運用のあるべき姿を提言している（なお、共著者らによる「ワークショッ

プ：性犯罪の類型と処罰をめぐる諸問題」『刑法雑誌』54巻１号（2014年８月）１頁以下も参照）。児

童虐待に関連する提言としては、児童福祉法における児童淫行罪や青少年保護育成条例における淫行

処罰規定といった「特別法の……諸規定を整理し、刑法又は１つの特別法に組み込んだ立法を行うこ

と」や、強姦罪その他を親告罪とする規定の廃止に加え、司法面接の際に録音・録画された供述を有

罪の証拠とできるようにする「陳述録画制度」の導入が挙げられている（本書［雪田樹里・斉藤豊治］）。
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また、本書とは別に、性犯罪規定の全体の見直しを視野に入れた研究は、第８期も含めた時期に相次

いで公表されている（女性犯罪研究会編『性犯罪・被害−性犯罪規定の見直しに向けて−』（2014年）

や、「特集 性犯罪規定の比較法的研究」『刑事法ジャーナル』45号（2015年8月）４−120頁など）。

　性犯罪規定の全体の見直しを視野に入れた研究は、立法化に向けた国の動きと軌を一にしている。

すでに、2004年の刑法等の改正に際して、「性的自由の侵害に関する罰則の在り方についてさらに検

討する」という付帯決議が盛り込まれていた。その後に、内閣府による「第３次男女共同参画基本計

画（平成22年12月17日決定）」において、「強姦罪の見直し（非親告罪化，性交同意年齢の引上げ，構

成要件の見直し等）など，性犯罪に関する罰則の在り方を検討する」とされていた。2014年10月には、

「性犯罪の罰則に関する検討会」において、法務省による従前の検討を基に「性犯罪の罰則の在り方」

について専門家による検討がなされた。そして、この検討を踏まえ、法務大臣の諮問を受けた法制審

議会は、刑事法（性犯罪関係）部会における調査・審議を経て、2016年９月に、要綱（骨子）修正案

を採択して法務大臣に答申しており、その答申には、主として児童虐待と関連するものを拾い上げれ

ば、「第３ 監護者であることによる影響力があることに乗じたわいせつな行為又は性交等に係る罪の

新設」と、「第４ 強姦の罪等の非親告罪化」が盛り込まれた。なお、その後、要綱（骨子）修正案を

もとに作成された「刑法の一部を改正する法律案」が第193回通常国会に提出され、一部修正を経て

2017年６月16日に可決・成立している。

　こうした各種の研究や国の動きの背景には、女性に対する暴力に関連した立法その他の見直しを日

本政府が国連の機関から再三にわたって求められていたという事情がある。2008年には自由人権規約

委員会から、また、2009年と2013年には女性差別撤廃委員会から、見直しの勧告を受けていた（本書

［雪田］、女性犯罪研究会編・2014［岩井］）。これと平行して、国連は、事務局長の主導により、女性

の地位向上に向けた取り組みの一環として、女性に対する暴力（VAW）を廃絶するためのキャンペー

ンを2008年に開始していた。このキャンペーンでは、「2015年までに、すべての国連加盟国が、国際

人権基準に沿ってVAWを処罰するための国内法を整備する」という目標が掲げられた。そして、国

連女性の地位向上部（当時）は、2015年までの国内法の整備という前述の目標を受けて、『女性に対

する暴力に関する立法ハンドブック』（2009年）を作成した。このハンドブックは、立法モデルの枠

組みを提示したものと理解されている（本書［雪田］）。このように、国際社会において性犯罪規定の

見直しが喫緊の課題となっていたため、日本政府も相応の対応を迫られてきた。

　以上の経緯・背景からうかがえるとおり、“性的虐待罪”の新設をめぐる今回の議論は、性犯罪規

定の全体の見直しを視野に入れた研究の高まりにおいて、その周縁に位置づけられるものである。ま

た、こうした研究の問題意識も、主としてジェンダーやフェミニズムの観点から出発しているもので

あって、児童虐待に固有の問題意識に立脚した研究ではない。もっとも、「親密圏における優位者に

よる性的加害を処罰する立法」の意義（本書［斉藤］）や「性的弱者の保護」の要請（女性犯罪研究

会編・2014［岩井］）といった視点も議論に組み込まれていることには、注目を要する。
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②　刑事的対応の在り方をめぐる議論の展開

　児童虐待の事案に対応するために従来のものとは異なる犯罪類型を設けるべきなのか否かという

テーマについては、児童虐待の研究に携わる立場から積極的な見解がたびたび唱えられてきた。すな

わち、①に挙げた“性的虐待罪”の新設に関連する研究とは別に、規範意識の向上や刑罰による予防

の効果を実現するための新たな犯罪類型の新設が必要であるといった主張や、「ケア受講命令」など

の非刑罰的措置が有効なものと主張されてきた。また、児童虐待の事案を刑事事件として扱えば、事

案の解明や親子の分離につながる処分が強制力を伴って発動できるようになるため、捜査機関による

介入は必要・有用であるものと主張されてきた（これらの主張を概観したものとして、岩井・2014）。

　これに対して、刑事的対応と呼ばれる一連の方策を積極的に推し進めることに慎重な見解が示され

ることは、これまであまりなかった。しかしながら、第７期において、控え目な態度ないし慎重さをもっ

て問題に取り組む立場の論考が示されたことは、注目に値する。その際に出発点とされるのは、刑法

の謙抑性や罪刑法定主義といった刑事法の基本原則である。すなわち、刑法の謙抑性などの観点から、

児童虐待に関して新たな罰則規定の新設を主張するときは、その実質的な意義・理由が明らかにされ

なければならないということや、福祉による対応の在り方から検討すべきということを強調する（丸

山・2014【文献19】）。また、罪刑法定主義の観点から、適用される条文の拡張や重刑化の方向を問題

視するのとともに、捜査機関介入のデメリット（親子のケアと家族の再統合に対するマイナスの効果）

の大きさを懸念する（岡田・2013【文献20】）。

　児童虐待の研究に携わって問題の深刻さに直面する立場にあれば、刑事司法の役割を問い直さない

わけにはいかないはずである。もっとも、上述の論考においては、児童虐待の問題領域であれ、法の

制定や運用による刑罰権の拡張について議論するとき、その意義を細分化・具体化して把握すること

の必要性や、刑罰権の拡張によるデメリットも十分に考慮したうえで論じることの重要性に立ち返ら

なければならないという注意喚起がなされているものと理解できる。

【参考文献】

岩井宜子『刑事政策（第6版）』（尚学社、2014年）

内山絢子「子どもの性的被害と法規制」『被害者学研究』23号（2013年３月）71−84頁

大阪弁護士会人権擁護委員会性暴力被害検討プロジェクトチーム編『性暴力と刑事司法』（信山社、2014年３月）【文

献18】

岡田行雄「子ども虐待への刑事法的介入」『熊本法学』129号（2013年）120−84頁【文献20】

後藤啓二「子ども虐待の現状と警察に求められる対応：現行法下でできること、今後の法整備ですべきこと（第１

回～第４回）」『捜査研究』61巻７号（2012年７月）２−16頁、同61巻８号（2012年８月）75−86頁、同61巻９号（2012

年９月）95−109頁、同61巻10号（2012年10月）99−110頁

三枝有「児童虐待への刑事法的介入と理論的背景」『法政論叢』48巻２号（2012年）45−57頁

女性犯罪研究会編『性犯罪・被害−性犯罪規定の見直しに向けて−』（尚学社、2014年６月）

保条成宏「子どもの医療ネグレクトと一時保護による対応：刑法・民法・児童福祉法の協働による『総合的医事法』

の観点に立脚して（石川一三夫・平川宗信教授退職記念号）」『中京法学』49巻３号＝４号（2015年11月）223−310

頁
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丸山雅夫「児童虐待への刑事的対応」『南山法学』38巻１号（2014年）１−26頁【文献19】

「特集 性犯罪規定の比較法的研究」『刑事法ジャーナル』45号（2015年８月）４−120頁

「ワークショップ：性犯罪の類型と処罰をめぐる諸問題」『刑法雑誌』54巻１号（2014年８月）１頁以下

 （岩下雅充）

（４）憲法・行政法分野

　児童虐待に係る児童福祉法等の仕組みを素材として、行政法一般理論の観点から広く問題を捉えよ

うとする論考が現れている。

　【文献21】は、いわゆる悪魔ちゃん事件を素材として戸籍法上の諸問題を考察する過程で、児童虐

待に関する児童福祉法28条審判と取消（行政）訴訟の関係と対比しつつ、裁判を受ける権利の観点か

ら検討を試みる。【文献22】は行政過程における司法関与と行政訴訟との関係につき、児童福祉法28

条審判と行政訴訟、児童虐待防止法９条の３の臨検捜索と差止訴訟の排除、児童福祉法33条の一時保

護といった論点ごとに、適正手続保障と裁判を受ける権利の両面からの考察の必要を説く。

　これに対し、【文献23】は、行政調査論の観点から、児童虐待防止法９条の３の臨検捜索につき合

衆国憲法修正４条に関する議論を手掛かりに検討する。

　これら行政法学の問題意識からの研究によって、児童虐待問題の枠を超えた広い視野からの考察の

重要性が明確になりつつあるように思われる。

【参考文献】

横田光平「行政法学からみた『悪魔ちゃん』事件─戸籍法と「法律による行政の原理」・適正手続の保障・裁判を受

ける権利」『自治研究』88巻10号（2012年10月）57−80頁【文献21】

横田光平「行政過程における司法と行政訴訟─家事審判・臨検捜索・一時保護─」磯野弥生ほか編『現代行政相談

の到達点と展望　宮崎良夫先生古稀記念論文集』（日本評論社、2014年２月）95−113頁【文献22】

中山代志子「行政調査における令状主義の適用範囲─刑事法および米国憲法修正４条からみた行政手続に関する一

考察─」『早稲田大学大学院法研論集』第148号（2013年）123−151頁、第149号（2014年）225−251頁【文献23】

 （横田光平）

（５）児童福祉分野

　この期は、2011年７月に公表された「社会的養護の課題と将来像」（児童養護施設等の社会的養護

の課題に関する検討委員会・社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会とりまとめ）をいかに社

会的養護の現場で具体化するかが、課題になった時期である。自ずと具体的な方法論に関する論考が

多くみられる。これらは、必ずしも法制度への直接的な提言を含んでいるわけではないが、児童福祉

領域においては、これまでも実践が先に施行されて実績を積むなかで、その制度化が進められる例が

一般的であり、今後の法制化への予兆として見逃せない。

　また、前の期にあたる2011年７月に公表された「平成22年度国民生活基礎調査の概況」（厚生労働省）

により「子どもの貧困率」（17歳以下）が15.7％であることの課題認識が児童虐待についても児童虐
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待が貧困を背景に発生しやすいという指摘と相俟って、貧困が子育て家庭の困難への対応力を弱める

面があることの危機認識を強めることとなった。こうした一般社会の問題関心の高まりのなかで、子

どもの貧困対策の推進に関する法律（平成25年法律第64号）が成立し、続く「子供の貧困対策に関す

る大綱」（2014年８月29日閣議決定）への足掛かりを得た。こうしたなかでの、どの家庭に生まれた

かによって子どもの将来が阻まれることはおかしいという共通認識と、親世代の負荷を連鎖させては

なるまいという危機意識がこの期の児童福祉領域の機運となっている。子ども・子育て新制度の基本

指針の一つとして「障害、疾病、虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含

め、全ての子どもや子育て家庭を対象とし、一人一人の子どもの健やかな育ちを等しく保障すること

を目指す」と掲げられていることからも、子どもや子育て家庭の貧困対策と児童虐待防止を、社会は

密に連関させて捉えているとみられる。

①　社会的養護におけるケア形態の小規模化

　前の期にあたる2011年７月に出された「社会的養護の課題と将来像」（児童養護施設等の社会的養

護の課題に関する検討委員会・社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会とりまとめ）が、「虐

待を受けた子どもなど、保護者の適切な養育を受けられない子どもが増えて」いるという認識にたち、

そのために今日の社会的養護のあり方自体が「かつては、親が無い、親に育てられない子どもへの施

策であった」ところから変化し、しかしながら「その役割・機能の変化に、ハード・ソフトの変革が

遅れている」現状にあることを課題視していたことが一つの起点となって、社会的養護の施策は今期

に大きな動きを見せている。

　2012年11月には、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「児童養護施設等の小規模化及び家庭的

養護の推進について」（平成24年11月30日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発第３号）が

発出された。現実的に、８人以下の小規模グループケア、定員６名の地域小規模児童養護施設を実現

させるためには職員の人員配置が必須であるが、児童養護施設や乳児院で小規模グループケアにする

場合の職員配置例として、被虐待児受入加算等の活用が示唆されている。その背景には、前述の「社

会的養護の課題と将来像」の「はじめに」で社会的養護の対象の変化として指摘されるように、「虐

待を受けて心に傷をもつ子ども、何らかの障害のある子ども、DV被害の母子などへの支援を行う施

策へと役割が変化した」児童福祉法制定当初には想定されていなかった新たな対象に、現行法制の範

囲でどう向き合うかの苦慮が見て取れる。対象児童一人に月額26,100円が加算される被虐待児受入加

算が、小規模ケアを実現させる職員の雇用に結びつくのは、被虐待児童がまとまった人数存在するこ

とを示している。「社会的養護の課題と将来像」において、社会的養護の児童数がこの10年間で１割

増加していることが指摘され、また、「子ども・子育てビジョン」（2010年１月閣議決定）において、

被虐待児童の相談の増加等を背景として2008年度から2014年度までに社会的養護の児童数が１割増に

なることが見込まれている。
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②　児童相談所一時保護所の活用

　児童保護所による一時保護の件数の増加と共に、保護者の意向に必ずしも添わないなかであっても

実行される一時保護のあり様と児童相談所が目指すソーシャルワークの本質との折り合い等、一時保

護の内容に光があたり、そのあり様をめぐる議論が活発になっている。（「⑹教育分野」の項でも「②

学校と一時保護」として、一時保護所に関する研究動向を取り上げている。参照されたい。）

　そうした関心が一時保護に寄せられるなかで、一時保護の対応改善を目指した動きも看過できない。

2012年４月に、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「一時保護所における専門職員等の配置につ

いて」（平成24年４月５日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知雇児発第28号）が発出された。これは、

一時保護所が「虐待を受けた子どもなどの適切な対応を図るため」に2001年度より心理職員等の専門

職員の配置を行っていることを踏まえて、専任の心理療法担当職員に加えて、１日平均11人以上の利

用児童を有する一時保護所に個別対応職員を配置することとした。個別対応職員を置く趣旨は、「虐待、

非行等種々の問題のある子どもが多数入所する」という認識に基づき、個別指導の対象は「虐待を受

けた子ども」である。「虐待を受けている子どもは、保護者と適切な親子関係が形成されていないこ

とから基本的な人間関係、特に、信頼関係の構築が必要である」とされ、個別対応職員は「生活指導、

学習指導、レクレーション等のあらゆる場面」で「援助指針に沿って 個別指導を行う」ことが想定

されている。実務経験が５年以上の児童指導員で、虐待を受けた子どもの援助に知識と経験を有する

者であることが望ましいとされている。

　児童福祉行政の一時保護への着目と連動して、一時保護所に関する研究についても顕著な成果がみ

られる。和田一郎らは、一時保護所の実態調査を行った（和田ら・2013【文献24】）が、その結果、

全国の一時保護所の実態が相当に幅広いこと、入所児童の児童相談所取扱い歴・一時保護歴・施設措

置歴等からは対応に長期間を要する深刻な事例が多いことが明らかになり、一時保護所の課題が提示

された。

　上記の研究チームの一員であった安部計彦は、さらに、自身が主任研究者を務めた㈶こども未来財

団の委託研究「要保護児童対策地域協議会のネグレクト家庭への支援を中心とした機能強化に関する

研究」（平成22年度こども未来財団研究委託、主任研究員：安部計彦）で得られたデータを再分析し、「ネ

グレクト事例の保護の判断基準」（安部・2013【文献25】）をまとめ、ネグレクト事例を扱う市町村か

らの児童相談所の一時保護の基準が明確でないという訴えに応えようとした。この研究は今後も継続

的に検討を重ねられる段階ではあるが、いずれ児童相談所実務における基準作成に繋がる可能性を秘

めている。

③　居所不明児童問題

　登校・登園が常ならない児童は児童虐待の被害にあっている可能性があるから注意すべきであると

いう認識が、ようやく一般的になってきた。不登校である児童について、児童の在籍校・在籍園等の

家庭訪問等による状況確認ができないことから、居所が不明になっている児童についての問題関心が、

全国的な広がりをみせる萌芽がこの時期に確認できる。次の時期に大々的に報道され、国、各自治体
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で対策を講ずるように問題が展開するための、有意な動きであるといえる。

　文部科学省「学校基本調査」によれば、「学齢児童生徒の居所が一年以上不明であるときは、住民

票が削除されるまでの間、その旨を異動事項欄に記入し、学齢簿の編成上、就学義務の猶予または免

除のあった者と同様に別に簿冊を編成すること」（一学齢簿の取扱について（4）「学齢簿および指導

要録の取扱について」昭和32年２月25日文部省初等中等教育局長通達文初財第83号）にあたる児童生

徒は、2010年までにも、300人台は確認されていた。その限りでは、従来から継続した問題であった

はずである。しかしながら、その数が激増したのが2011年で1191人、翌2012年が976人である。この

ことを異常と捉え、2013年３月に文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課長通知「義務教育諸

学校における居所不明の児童生徒の把握等のための対応について」（平成25年３月１日文部科学省初

等中等教育局初等中等教育企画課長通知24初初企第68号）が発出された。従来からの文部科学省の居

所不明児童に対する姿勢は、「就学の機会を保障する観点」からの課題意識にあったが、この通知で

は、「配偶者からの暴力の被害者の子ども等を受け入れた場合の配慮」の必要を挙げる（この場合「配

偶者からの暴力の被害者の子どもの就学について」（平成21年７月13日文部科学省生涯学習政策局男

女共同参画学習課長・文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課長通知21生参学第７号）の趣旨

とつなげて捉えるよう指示されているが、こちらの通知にも、配偶者の暴力の背後に危惧される児童

の虐待被害についての言及はない）のみならず、加えて「児童福祉関係機関等の連携」「要保護児童

対策地域協議会への参加等」の項目で、「児童生徒が居所不明となる場合には、児童福祉関係機関に

よる要保護児童の保護（虐待のおそれのある子どもの安全確認など）等の対応が必要となる事案も想

定され得る」として、児童虐待の観点からの危機意識を明示している。

　横浜市が、2013年４月に市内で発生した６歳女児の児童虐待による死亡事件が住民票を移さないま

ま居所を転々としたいわゆる「居所不明児童」の事件であったことから、2014年４月からその対策と

して顕著な取り組みを開始し、その実績をもって国に対策強化を求める動きを起こしていく予兆が、

ここで見て取れる（事件の詳細については41−42頁参照）。

④　新たな課題意識

　児童虐待に関する社会的な認知の広がりにより、従来のような直接的な児童虐待研究とは異なる視

点から、児童虐待に関わる研究課題が見いだされるようになってきたのも今期にみられる特徴の一つ

である。

　その一つに、児童虐待を判別するソフト開発に関する研究がある。独立行政法人産業技術総合研究

所デジタルヒューマン工学研究センター傷害予防工学研究チーム（山中龍宏チーム長）では、2008年

10月から2013年３月のプロジェクトとして「虐待などの意図的傷害予防のための情報収集技術及び活

用技術」研究開発に取組み、その成果を発表した（山中・2013）。虐待による身体的傷害の多くが、

不慮の傷害と類似した様相を呈することから判別が困難であるうえに、科学的な判断基準が存在しな

いことが意図的な傷害の発見と対策を阻害する原因となっているとして、その診断支援ツールの開発

に取り組んだものである。具体的には、家庭内における小児（ゼロ歳児を除く１歳～ 19歳）の死亡
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原因の第１位が「不慮の事故」であることをうけ、その要因を科学的なデータ蓄積によって検討した

結果、「子どもの事故では、けがをする部位や度合いに、傾向があることが分かってき」、そのことか

ら「つまりそこからはずれた場合は、事故ではなく、虐待である可能性がある」という論にたって、

事故のデータに照らしてそのけがの「事故による傷害の可能性」を判別するソフトが開発された（北

村・2012）。このようなソフトが介在することで、虐待か事故かの判断を担当者に任せず、「「コンピュー

タでこういう結果が出たので、どんな事故なのか、ちょっと調べてみましょうね」と、気軽に介入で

きるように」なることも期待されている。つまり、コンピュータソフトの研究でありながら、児童虐

待への介入という一貫したテーマに対する新たな方法論の提起でもある。

　また、臓器の移植に関する法律の改正によって「附則（平成21年７月17日法律第83号）（検討）５ 

政府は、虐待を受けた児童が死亡した場合に当該児童から臓器（臓器の移植に関する法律第五条に規

定する臓器をいう。）が提供されることのないよう、移植医療に係る業務に従事する者がその業務に

係る児童について虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認し、及びその疑いがある場合に適切に対

応するための方策に関し検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」が規定さ

れた。このことにより、日本小児科学会では「脳死判定医を小児科医の中から出していくことに向け

たセミナーをおこな」うなど、準備に向かっている （「座長あいさつ」水口雅：2015年５月に開催さ

れた第53回日本小児神経学会では、日本小児科学会との共催教育セミナーとして、シンポジウム「小

児の法的脳死判定の実際」が開催された）が、一方で、脳死判定のみならず、被虐待児除外の方法も

模索されている。そのなかで、小児科医師である山田不二子により、脳死下臓器提供者から被虐待児

を除外するマニュアルの提起がなされた（山田・2012）。山田は、マニュアル作成課程で得た課題と

して、脳死または心肺停止になってからその症例が被虐待事例に該当するかどうかを判定する方式で

考えられているために移植医療にいかされにくい面があることを、指摘している（山田・2012）。また、

附則の文言が「児童が虐待を受けて死亡した」という表現ではなく「虐待を受けた児童が死亡した場

合」となっていることから、虐待を原因として脳死にいたった場合のみならず被虐待児が原疾患を問

わずに脳死になった場合に移植対象から除外しなければならない規定であると理解され、公的権限を

もたない医療機関としては児童福祉・警察・検察・教育等の公的機関との制度化された連携なくして

は果たしかねると、児童虐待防止の観点に立った場合のこの規定に含まれる課題を明らかにしている

（山田・2012）。

⑤　子育て支援施策との関係

　子ども・子育て支援制度の全面実施を2017年度からに控えたこの時期は、子ども・子育て支援法の

成立と共に、この新制度への模索と旧制度の側から示される不安が拮抗している。

　そのように子どもを軸とした子育て支援の新たな構想がまだ実体化されていない一方で、保護者の

精神的問題を背景にした児童虐待に関して、精神科領域における専門的な子育て支援の必要が指摘さ

れるようになってきた。子育て家族のニーズに合わせた専門領域に特化した個別性の高い子育て支援

施策の体系的な模索例として有意である。
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　非定型抗精神病薬の開発等を背景として、精神疾患を抱える患者のQOLが向上し、結婚が検討で

きる場合が少なくなくなってきている状況を踏まえ、そこで挙児希望があった場合に、特に女性に精

神疾患がある場合、「妊娠前に夫婦同席のもと、服薬のリスクと必要性はもとより、妊娠期間中や出

産時にどのような症状の変化や悪化が考えられるか、育児ストレスへの対処はできているかなどの考

えを共有しておくことが望ましい」ことが挙げられ、「精神障害者自身が守られなければ、そこに育

つ子どもを守ることはできない。精神科医は、受け持っている患者に子どもがいる場合、その育児に

ついてもっと注意を向ける必要があると考えている。」と指摘されている（笠原・2013）。

　子どもが誕生する前からの切れ目のない子育て支援の取り組みにおいて、妊娠時の虐待リスク因子

把握が進められている。東京都では要保護児童対策地域協議会が、出生前のリスクに対応するように

なったという（中井・2014）。ほかに保健医療領域での取り組みが各地にみられるが、先駆的な例と

して岩手県周産期医療ネットワーク「いーはとーぶ」がある。もともとは、広域で交通の利便性が良

くないうえに分娩取り扱い施設が限られている岩手県の周産期医療の効率的運用のために考えられ

た「妊娠から出産までの」地域連携型周産期電子カルテであるが、2014年現在で登録率は分娩施設

100％、市町村72.7％と順調であることをふまえて、今後、虐待予防のための妊産褥婦育児支援体制

の構築につなげていく方針だという（善積ほか・2014）。地域的な特性もあり、岩手県内ではこうし

た情報活用ツールを、「妊娠から出産まで」と限定された期間を子どもの幼児期に延長することにも、

子育て支援全般に目的を拡大することにも寛容である可能性がある。岩手県の成功例を踏まえて全国

に同様の試みが広がり、いずれは、情報の互換利用が進む可能性も否定できない。児童虐待防止とい

う絶対的な正義の前ではあっても、個人情報の保護と情報活用の規制という課題は重い。
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131.pdf（534KB）］」『日本子ども家庭総合研究所　紀要』第50集（平成25年度）（2014年）【文献24】

 （田澤　薫）

⑥　社会的養護の改革（第６期～第７期にかけて）

　第６期から第７期における児童福祉対策での大きな動きは、2011年７月に公表された「社会的養護

の課題と将来像」（児童養護施設等の社会的養護の課題に関する検討委員会・社会保障審議会児童部

会社会的養護専門委員会とりまとめ）の具体的な整備である。また、それに伴い、児童福祉分野の研

究も通知等で整備された新しい社会的養護の流れに対する現場の状況及び課題を取り扱う論考が多数

みられた。

　児童福祉研究動向の中で取り上げたい論文は、柏女霊峰「社会的養護の動向と心理職の役割」であ

る（柏女・2013【文献33】）。柏女は、社会的養護改革の全体像について、その新制度とそれに伴う動

向について非常に簡潔にまとめ、それに合わせた心理職の役割について述べている。「新制度について、

その目的の一つであった全世代型社会保障の実現、これに、待機児童対策、幼保一体化、幼児期の教

育の振興の三つの視点が加わること、社会的養護もその一環として消費税財源（消費税８％−2014年

４月以降）が充当され、大きな改革を迎え、特に、消費税財源投入後に新しい社会的養護の姿となる

こと」（柏女・2013：40頁）を示している。

　また、柏女は、「報告書策定に先立ち、今すぐできることは実現するという観点から、2011年度か

ら2012年度にかけて『里親委託優先の原則』を掲げた里親委託ガイドライン通知の発出等、家庭養護、

小規模グループケア、ファミリーホームの充実策が順次実施され、そして、社会的養護関係児童福祉

施設長の資格基準の創設、研修の義務付けを実施すること。さらに、里親・ファミリーホームや児童

養護施設等の社会的養護施設それぞれの運営指針を発出し、自己評価（毎年）、第三者評価受審（３

年に１回）の義務付けを図る」（柏女・2013：43頁）など、日本の社会的養護が社会にひらく改革を

実施したことを指摘する。

ⅰ）社会的養護についての運営指針等の整備

ａ）社会的養護に関する児童福祉施設の運営指針の発行

　第６期の終わりに、厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知「社会的養護施設運営指針及び里親及

びファミリーホーム 養育指針について」（平成24年３月29日　雇児発0329第１号）が発出された。以

下は、発出された児童福祉施設等の運営指針の一覧になる。

　１．児童養護施設運営指針（平成24年３月29日　厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知）

　２．乳児院運営指針（平成24年３月29日　厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知）

　３．児童自立支援施設運営指針（平成24年３月29日　厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知）

　４． 情緒障害児短期治療施設運営指針（平成24年３月29日　厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知）

　５．母子生活支援施設（平成24年３月29日　厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知）

　６． 里親及びファミリーホーム養育指針（平成24年３月29日　厚生労働省雇用均等･児童家庭局長
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通知）

　そして、自立援助ホームに関しては、次の期（第８期）における通知の発出となった。

　自立援助ホーム（平成27年４月17日　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

ｂ）第三者評価に関する通知

　「社会的養護の課題と将来像（2011年７月）」に基づき、社会的養護の施設については、その運営の

質の向上を図るために、施設種別ごとの運営指針を定め、それとともに2014年度から第三者評価及び

自己評価の実施を義務づけた。以下は通知に関する詳細である。

　「社会的養護関係施設における第三者評価及び自己評価の実施について」（平成24年３月29日雇児発

0329第２号、社援発0329第６号）の通知には、「第三者評価事業は、社会福祉事業の事業者が任意で

受ける仕組みであるが、社会的養護関係施設（児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児

童自立支援施設及び母子生活支援施設をいう）については、子どもが施設を選ぶ仕組みでない措置制

度等であり、また、施設長による親権代行等の規定もあるほか、被虐待児等が増加し、施設運営の質

の向上が必要であることから、第三者評価の実施を義務付けることとした」と記されている。

　また、上記の通知に関連する「社会的養護関係施設における第三者評価基準の判断基準等について」

（平成24年３月29日雇児福発0329第１号、社援基発0329第１号）の通知には、以下の記載がある。

　社会福祉施設等の第三者評価については、平成16年５月７日付け雇児発第0507001号、社援発第

0507001号、老発第0507001号「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」により実施して

いるところであるが、今般、平成24年度より、社会的養護の施設については、第三者評価の受審及び

その結果の公表が義務づけられたことから、平成24年３月29日付け雇児発0329第２号、社援発0329第

６号雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長通知「社会的養護関係施設における第三者評価及び自

己評価の実施について」が通知されたところである。

　このように、社会的養護の改革では、第三者評価の受審、その結果の公表、自己評価の実施が義務

付けられており、社会に開かれた社会的養護を支えるさまざまな仕組みを整備し始めたことが分かる。

また、次の期（第８期）になると実施状況の確認や評価結果のばらつき、評価実施の件数の少なさ等

を踏まえ、その改善のための「「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」の全部改正に

ついて」（平成26年４月１日雇児発0401第12号、社援発0401第33号、老発0401第11号）が発出される。

ｃ）施設長の資格

　「児童福祉施設最低基準及び児童福祉法施行規則の一部を改正する省令」（平成23年厚生労働省令第

110号）が2011年９月１日に公布されるとともに、「児童福祉施設最低基準第二十二条の二等の規定に

基づき厚生労働大臣が指定する者及び厚生労働大臣が指定する講習会」（平成23年厚生労働省告示第

311号）及び「児童福祉法施行規則第一条の三十三の厚生労働大臣が定める基準の一部を改正する件」

（平成23年厚生労働省告示第310号）が公布される。通知には、施設長に係る資格要件の明確化及び研

修の義務化が明記されており、これらから、第６期から第７期にかけて、社会的養護の変革が徐々に
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実現されていったことが理解できる。

ⅱ）社会的養護関係施設のハンドブックの発行（運営指針の定着）

　社会的養護に関する児童福祉施設の運営指針に関する通知の発出から２年の時を経て、厚生労働省、

社会的養護関係施設５種別協議会並びに各ハンドブック編集委員会により、社会的養護関係施設種別

（児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設）の『運

営ハンドブック』が2014年３月に発刊された。それぞれのハンドブックは、運営指針の内容を掘り下

げるとともに、事例や詳細な解説等を通じて、施設運営をできる限り可視化できるよう努めている。

　また、2013年３月には、全国里親委託等推進委員会の編集によって『里親・ファミリーホーム養育

指針ハンドブック』が発刊されており、家庭養護の拡充に向けて、活発な動きがみられる。

　「里親委託ガイドラインについて」（厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知雇児発0330第９号　平

成23年３月30日）【一部改正】平成23年９月１日雇児発0901第３号【一部改正】平成24年３月29日雇

児発0329第３号が発行され、ガイドラインには、「保護者による養育が不十分又は養育を受けること

が望めない社会的養護のすべての子どもの代替的養護は、家庭的養護が望ましく、里親委託を優先し

て検討することを原則とするべきである。特に、乳幼児は安定した家族の関係の中で、愛着関係の基

礎を作る時期であり、子どもが安心できる、温かく安定した家庭で養育されることが大切である」と

記載されている。

　前述の柏女の論文においても、社会的養護の新しい流れでは、「施設養護９割を家庭（的）養護（里

親・ファミリーホーム委託を社会的養護の３割以上にすること、施設の小規模化、ユニット等）のほ

か自立支援の推進が提言されている。特に、施設養護の割合を全体の３分の２（現在は９割）に削減

し、その半数を地域小規模児童養護施設等のグループホーム、残りの半分をユニット化された本体施

設とする構想」であることを紹介しており、1994年の児童の権利に関する条約の批准後、国連が勧告

していた日本の社会的養護に関する体制の見直しが、2011年以降、具体的に実行されていく。

ⅲ）社会的養護における小規模グループケアの定着

　第７期に入り、小規模グループケア（子どもの生活単位の小規模化）形態の量的拡大が進み、それ

に伴い、子どもへのきめ細かいケアの質の確保が求められた。それを支えるマンパワーについて、人

員配置の増加が活発になった。ここでは、小規模グループケアに関係する研究動向について確認する。

ａ）ファミリーホームに関する研究動向

　前述した厚生労働省の「社会的養護の課題と将来像」においては、「日本の社会的養護は、現在、

９割が乳児院や児童養護施設で、１割が里親やファミリーホームであるが、これを、今後、十数年か

けて、（a）概ね３分の１が、里親やファミリーホーム　（b）概ね３分の１が、グループホーム　（c）

概ね３分の１が、本体施設（児童養護施設は全て小規模ケア）という姿に変えていく」とし、2015年

度から2029年度までの期間に実施することとしている。それに合わせて、ファミリーホームについて
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の実態調査も厚生労働省により実施され、『平成25年度ファミリーホーム実態調査集計結果』（ファミ

リーホームの設置運営の促進ワーキンググループ　2014（平成26）年３月発行）が発刊された。本調

査は、「ファミリーホームの現状の人員形態、委託されている児童の状況、設置の経緯および課題に

ついて調査を実施し、今後のファミリーホームの設置・運営を推進していくための基礎資料を収集す

ること」を目的に実施されている。調査対象は、全国に所在するファミリーホーム206件。調査期間は、

2013 年11月から12月。有効回収数は、172件（有効回収率83.5％）。設置主体の種別をみると、「個人」

が85.5％、「法人（社会福祉法人）」4.1％、「法人（NPO）」、「法人（その他）」がそれぞれ5.2％という

結果であった。委託されている児童の構成をみると、「被虐待」49.1％、「障がい」10.0％、「非行」3.9％、「発

達の遅れ」14.2％、「その他」39.5％であった。「その他」の具体的な記入内容をみると、「実親が養育

困難」、「ネグレクト」、「保護者死亡」、「委託児童が発達障害を有している」等となっていた。

　児童の構成をみると「被虐待」の割合が約５割を占めており、ファミリーホームも施設の児童の構

成と同様に、被虐待児の割合が高くなりつつあることが分かった。

　次の期（第８期）になるが、『平成27年度先駆的ケア策定・検証調査事業　ファミリーホームの養

育実態に関する調査研究報告書』（2016（平成28）年３月　みずほ情報総研株式会社）が刊行されて

いる。本調査研究は、「ファミリーホームにおける養育補助者の位置づけや役割・機能等に関する論

点に着目し、全国のファミリーホームにおける養育者と養育補助者の位置づけ等の実態を把握するこ

と」を目的としており、「また、ファミリーホームにおける子どもの養育の継続性の観点から、養育

補助者としての経験を養育経験として認めることや、補助者が養育者としてファミリーホームの引継

ぎを行うことなどに対するファミリーホーム事業者の意見を収集し、今後、補助者の要件等について

検討を行うための基礎資料とすること」も目指している（同報告書：２頁）。本調査研究では、柏女

霊峰らを委員とする「ファミリーホームの養育実態等に関する調査検討会」が全国のファミリーホー

ム事業者（250件）を対象としてアンケート調査を実施し、分析している。

　その他、第７期においては、ファミリーホーム・里親の拡充を支える人的資源として、里親支援専

門相談員の配置（2012年度より児童養護施設・乳児院に配置）が行われている。また、里親の会の拡

充も進んでおり、全国里親会（設立昭和46年３月）では、各都道府県・指定都市里親会（66里親会、

平成23年度）が実質的に支部的機能を果たし、地域の里親をサポートしている。

ｂ）小規模グループケアの動向

　社会的養護の充実では、厚生労働省が「社会的養護の課題と将来像」を取りまとめたことにより、

家庭養護を推進し、施設においても家庭的な養育環境の整備を図ることを目標に形態を小規模化する

ための動きが活発になったことが挙げられる。厚生労働省から「児童養護施設等の小規模化及び家庭

的養護の推進について」（平成24年11月30日　雇児発1130第３号）が発出され、2015年度を始期とし

て2029年度までの15年間で小規模化の目標を達成することを目指し、通知では「都道府県は各施設に

要請して『家庭的養護推進計画』を策定させるとともに、都道府県は、平成41年度末の社会的養護を

必要とする児童の見込み数や里親等委託率の引き上げのペースを考慮して確保すべき事業量を設定し
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た上で、これと整合性が図れるように各施設ごとの小規模化の計画の始期と終期、定員規模の設定、

改築・大規模修繕の時期等について調整を行った上で『都道府県推進計画』を策定し、これに沿って、

地域の実情に即して、計画的に取組を推進すること」が示された。

ｃ）居所不明児童に関連する事件

　第７期から第８期にかけて、居所不明児童に関連する二つの大きな事件が発生した。それらの事件

は、後に居所不明児童対策の強化（法務省、文部科学省、厚生労働省）に繋がっていく。一つ目の事

件は、2013年４月、横浜市磯子区の雑木林で女児（当時６歳）の遺体が見つかった事件である。加害

者の母親は暴行と死体遺棄罪で、元同棲相手は傷害致死と死体遺棄罪で起訴されることになる。

　『児童虐待による死亡事例検証報告書』（2012年７月発生６歳女児死亡事例）（2014年12月　横浜市

児童福祉審議会 児童虐待による重篤事例等検証委員会）では、「実母と居所を転々とする中で、2012

年７月に同居していた実母の交際相手から暴行を受け殺害され、遺体を遺棄される事件」が発覚。子

どもの遺体は死後約９か月後に、市内の雑木林の中で白骨化した状態で発見された。この事例は複数

の自治体にまたがり、居所を転々とする中で発生しており、所在不明となっている子どもの中に、児

童虐待によって死亡している子どもがいる可能性がある「居所不明児童」の問題として大きく報道さ

れた。この事例をきっかけに全国の自治体に対して、「自治体間の連携のあり方」や「居所不明児童

対策」に関する課題を投げかけることになった」と述べられている。

　以下が事件の詳細になる。６歳女児（以下、「本児」という。）が2012年７月23日、市内の雑木林に

遺体遺棄された。

　2012年７月13日、警察から本児の妹に関する児童通告を受けた児童相談所が区役所とともに家庭訪

問を実施したが、本児への虐待を隠すために実母と実母の当時の交際相手（以下、「同居男性」という。）

が本児を不在にさせており、児童相談所はその場で一時保護等の強制的介入を要するような明らかに

心配な点を確認できなかった。

　実母は、2012年７月21日、当時住んでいたアパートの浴室で、本児の顔面を叩く、シャワーをかけ

るといった暴行を行った。その後に、同居男性が翌朝にかけて、本児を逆さ吊りにして頭部を浴槽に

沈めるなどの暴行を行い、背後から蹴って本児の頭を浴槽の壁に打ち付けた。実母と同居男性は、暴

行の発覚を恐れて救急車を呼ばず、22日、本児は頭蓋内損傷で死亡したとみられている。同日、同居

男性が本児の遺体を埋めることを提案し、実母と同居男性は、23日に、本児の遺体を市内の雑木林に

運び、土の中に埋めて遺棄した。その後、児童相談所からの接触の際も、実母は本児が死亡した事実

を伝えず、2013年４月に、本児の白骨化した遺体が発見された。 

　2013年４月、実母と同居男性が死体遺棄の疑いで逮捕された。実母と同居男性は「死体遺棄罪」で

起訴され、その後、実母は「暴行罪」、同居男性は「傷害致死罪」で、それぞれ追起訴された。裁判

の結果、実母は懲役２年（控訴中）、同居男性は懲役８年（刑が確定）の実刑判決が言い渡された。

　報告書では、この事件の発生後、2014年11月に「横浜市子供を虐待から守る条例」が施行されたこ

とと国への要望として「居所不明児童対策の強化」が記載されている。国への要望は、「住民票があっ
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ても居所が不明な子どもを探している自治体がある一方で、配偶者による暴力から避難するため、住

民票を異動せずに就学している子どもを把握している自治体がある。このような場合は、児童相談所

間の申し合わせによる情報共有の仕組みである『CA情報連絡システム』では不十分である。全国的

な課題となっている居所不明児童の把握を円滑に行うためには、自治体が行うべき調査内容の統一や、

取り扱う個人情報の範囲を整理するなど、自治体間で居所不明児童の情報を提供するための『共通ルー

ル』の設定が必要である。また、本人同意を得られない場合や、転居先が不明な児童に関する情報に

ついては、『仲介可能な機関』を経由した間接的に生存を確認する仕組みの創設を国に求めたい」と

いう内容であった。

　二つ目の事件は、神奈川県厚木市で、2014年５月に発覚した５歳幼児餓死（白骨化）の事件である。

発覚自体は次の期（第８期）になる。

　『児童虐待による死亡事例調査検証報告書』（2014年８月 神奈川県児童虐待による死亡事例等調査

検証委員会）によると、「2014年５月22日に本県所管児童相談所から警察署へ行方不明を届け出てい

た男児について、５月30日にA市内のアパートにて遺体で発見され、翌日、保護責任者遺棄致死容疑

で実父が逮捕された。男児については、2004年10月に児童相談所で迷子ケースとして関与があった以

降、関係機関において所在の確認がされておらず、遺体発見時には死後７年以上が経過していた。死

因については衰弱死と見られ、実父は殺人罪で起訴されている。」

　報告書の中で、「所在不明児童の情報共有の仕組みづくり」として、「居所不明児童対策については、

一自治体が収集することができる情報は限られている。また、個人情報保護やDV対応による情報の

機密性とのバランスも求められる。CA情報の発出をしても、CA情報はあくまで児童相談所の申し合

わせに過ぎず、実際に別自治体で所在発見に至りうる効果を十分に発揮できるものになっているとは

言い難いのが現状である。そのため、自治体間での所在不明児童についての情報共有が可能となる、

国が情報を一元化する全国的な仕組みの創設と、個人情報の提供を加味した統一した情報提供のルー

ル化を要望する」（同報告書：32頁）と記されている。

ｄ）児童虐待による社会的コスト論

　児童虐待にかかる社会的コストについて総合的に算出し分析することは、日本の場合にこれまで行

われてはこなかった。社会福祉法人恩賜財団母子愛育会・日本子ども家庭総合研究所の主任研究員、

和田一郎他が実施した研究により、それらが明らかになった。産経ニュース2014年10月１日付けでは、

「子どもが虐待を受けることで子ども自身が失う利益や医療費、生活保護の増大などの社会的コスト

を社会福祉法人の研究機関が試算した。児童虐待に特化した社会的コストの推計は日本で初めてであ

り、限られたデータによる推計だが、年額約１兆６千億円にのぼり、虐待を受けた直後だけでなく、

生涯にわたり大きな負担が続くことが改めて浮き彫りとなった」と記されている。日本の児童虐待に

関する管理システムが社会的なコストを確認することができていない、つまり貧弱なシステムであっ

たことを和田は指摘する。

　和田一郎他の研究は、平成22 ～ 25年度の文部科学省の科学研究費を使って行なわれている。内容
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をまとめた論文は、国際学術誌「チルドレン・アンド・ユース・サービス・レビュー」のウェブサイ

トに、虐待による社会コストをまとめた日本で初めての研究として掲載されている。研究では、2012

年度の１年間に社会が負担したコストを試算し、児童養護施設の運営費などの「直接費用」と「間接

費用」を分けて計算している。間接費用は、（1）虐待により死亡したため得られなくなった将来の収

入（逸失利益）、（2）トラウマ（心的外傷）の治療に必要な医療費、（3）教育機会を奪われたことに

よる生産性の低下、（4）離婚や犯罪、生活保護費の増加−などを集計したものとして分析している（産

経ニュース2014. 10. 1）。

　児童虐待による社会的コストを測定することは非常に重要であり、それを確認する基礎的なデー

タが十分に揃わない中での研究は困難であり、それに挑んだ先駆的で果敢な研究といえよう（Ichiro 

Wada, Ataru Igarashi (2014), The social costs of child abuse in Japan, Children and Youth Services 

Review, 46, 72-77.）。他国の虐待研究の中で、社会的コスト研究がどの程度進んでいるのか確認し、

比較検討する必要がある。

ｅ）養子縁組あっせんと里親養育の社会化

　厚生労働省が社会的養護の方向性を家庭養護の拡充に舵を切る中、「里親と子ども」編集委員会『里

親と子ども』９号（明石書店、2014年）（「里親と子ども」編集委員会・2014【文献26】）では、二つ

の特集が組まれ、近年の社会的養護や養子縁組に関わる制度や現状について論述している。一つ目の

特集（９つの論考）では、「養子縁組あっせん」について、社会的な関心の高まりから明らかになっ

た課題を取り上げ、養子縁組あっせんを適正化する道を多様な視点から捉えている。二つ目の特集（６

つの論考）では、「里親養育の社会化」について、養育を「ひらき」、社会と「つながる」こととは具

体的にどういうことなのか、理論と実践の双方の視点から述べていた。養子縁組のあっせんの適正化

には、不断の振り返り、自己の実践への批判的な検証が不可欠である。検証の一つとして、厚生労働

省により「平成25年度養子縁組あっせん事業者に関する調査」が行われ結果が公表されている。調査

は69自治体（47都道府県、20指定都市、２児童相談所設置市）を通じ、養子縁組あっせん事業者に関

して実施している。詳細は以下の通りである。①事業者数は18事業者（前年比＋４事業者、マイナス

１事業者） ②養親になることを希望する者からの相談は2,506件（前年比＋1,111件） ③養子に出すこと

を希望する者からの相談は1,898件（前年比マイナス91件）④養子縁組あっせん事業者によるあっせ

ん後の養子縁組成立件数は197件（前年比＋81件）。調査結果を確認すると、養親になることを希望す

る者からの相談件数が近年伸びており、また養子縁組あっせん事業者によるあっせん後の養子縁組成

立件数も同様に伸びていた。今後さらに、この動きが活発になる可能性は大きい。

　「里親養育の社会化」については、養育上の課題を里親個人の問題として捉えず社会が支えていく

こと。そして、里親家庭に養育を任せきりにしない「複数養育」体制の必要性があることが研究動向

から明らかになっていた。子どもを育てていく基盤にどういった養育観を据え、その養育観に基づき

どういった「複数養育」のあり方を具体化するかを再検討することが今後求められるであろう。家庭

養護を社会的養護の大きな柱として位置づけていくに当たり、それらは将来の日本の取り組みにとっ
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て喫緊に整備しなくてはいけない部分になる。

【参考文献】

神奈川県児童虐待による死亡事例等調査検証委員会『児童虐待による死亡事例調査検証報告書』（2014年８月）

柏女霊峰「社会的養護の動向と心理職の役割」『子育て支援と心理臨床』７号（2013年６月）40−46頁【文献33】

「里親と子ども」編集委員会『里親と子ども』９号（明石書店、2014年）【文献26】

産経ニュース　2014年10月１日（www.sankei.com/life/news/141001/lif1410010012-n1.html）2017年２月１日参照

みずほ情報総研株式会社『平成27年度先駆的ケア策定・検証調査事業　ファミリーホームの養育実態に関する調査

研究報告書』（2016年３月）

横浜市児童福祉審議会 児童虐待による重篤事例等検証委員会『児童虐待による死亡事例検証報告書』（平成24年７月

発生 ６歳女児死亡事例）（2014年12月）

 （加藤洋子）

（６）教育分野

　学校現場に直結する児童虐待研究が、質量ともに伸びている。それらには、いくつかの明確な特徴

がみられる。

①　被虐待経験と学力

　第一には、現場教師の関心事項に沿った研究成果の提供のされ方が顕著である。例えば、杉山登志

郎が従来から問題提起を行っている、被虐待児童と発達障害児との行動異常がよく似た様相を呈する

ことが多いという事象について、教員向けの雑誌では、とくに教室での見分け方に力点のおかれた解

説がなされている。その解説にあわせて、「さらに、本来学校がなすべき教科指導に真剣に取り組む

ことが、虐待への対応へも資する」（杉山・友田・2012・【文献28】）として、教科指導において通常

教育の枠組みで成果が上がらない場合には、「発達障害による認知特性に合わせた対応」を学習上で

求められ、それでも成果が上がらなかったら「虐待も含めた他の要因の可能性を考える必要がでてく

る」と説明されている（杉山・友田・2012・【文献28】）。基本的学力の中でも「特に、国語力は虐待

によるトラウマ障害等の改善にも重要な役割を果たし」、国語力の不足は「言語を通した経験による

修正が期待できない」事態を招くという。児童虐待対応の専門機関のはたらきに一方的に学校現場が

合わせるのではなく、児童の虐待に関して、学校現場には学校現場ならではの専門的な役割があり、

その力を発揮することが期待されている、という従来にはなかった姿勢で論が進められている。また、

杉山は、学校現場の教師に医療機関との連携を勧め、「信頼できる医療窓口（小児科医）を、身近な

場所で育てることが大切ではないか」「近隣の医師も、当初は多少の誤診もあるかもしれません。し

かし、何度も診療を重ねることで医師は必ず育つものである。子どものたちのニーズはあるのですか

ら、ぜひそうした医師を育てていっていただきたい」と呼びかける（杉山・友田・2012・【文献28】）。

この箇所からも、学校現場はもはや「素人」ではなく、地域の子どもたちの児童虐待問題に専門諸機

関と対等な関連機関として参画しあう存在であるという、社会における認識の変化が読み取れる。
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　被虐待経験と学習の遅れとの関係は、経験的に従来から指摘されてきた事柄である。発達の初期に

不適切な養育を経験した子どもが知的な発達に遅れを呈するという指摘は、すでに諸外国の研究成果

にみられる。その成果を踏まえて、社会的養護の対象となっている児童に対する実践研究から、これ

らの子どもに学習の遅れが生じるメカニズムを明らかにしようとする試みが出てきている。「子ども

たちを取り巻く環境によって生じた学習機会や学習量の不足といった要因からのみでは、学習の遅れ

を説明できない」という課題認識に立って、「発達初期の不適切な養育が、情緒面においては重要な

他者との一対一の愛着形成を阻害し、認知・学習面においては、信頼する他者からの情報を得て学習

を成立させるという学習メカニズムに、大きな問題を生じさせているのではないか」との仮説を得て、

検証研究が行われつつある（小野・2012）。

　こうした変化は、一方で、単に、学校教育関係者に虐待情報を一方的に伝達する姿勢ではなく、学

校関係にとっての関心事項を探りそれに沿った立論を試みることで、学校現場への児童虐待防止を進

展さようという意図的な配慮が窺われる。

②　学校と一時保護

　学校が一時保護に関係することが少なくない実態をうけての、一時保護をめぐる学校関係者による

議論が多い。（「⑸児童福祉分野」の項でも「②児童相談所一時保護所の活用」として、一時保護所に

関する研究動向を取り上げている。参照されたい。）

　弁護士の三坂彰彦は、学校が関与した一時保護で、保護者からの問い合わせにどう対応するべきか

という問題に対して、校長が直接関与した職員の氏名等を回答したことから、保護者からのその教員

個人への執拗な関わりを招き、教員の心身の不調と休職が余儀なくされた事件例（神戸地裁平成24年

４月20日）を取り上げ、「学校長にこうしたトラブルから教職員の安全を守るための対応が求められ

るようになってい」ると、結論付けている（三坂・2013）。

　緊急時の一時保護に特化して、子どもの教育に携わる者の問題関心から、より児童の側に立った検

討を行った研究も今期において特徴的な成果といえる。児童虐待などの不適切な養育をうけている子

どもたちは、「現に展開している危険で過酷な、あるいは不当で侵害的な出来事は回避したいと望ん

でいる。」「同時にその当事者である親との関係ではもっと接近したい、関係をもち続けたいと望んで」

いる、として、そこに「ジレンマが根本にある」ことを指摘している。こうした児童への理解にたつ

と、緊急な一時保護の基本的姿勢が明らかになる。すなわち、「第一に保護の判断は児童相談所独自

の判断によるものとし、当事者の意向は考慮の対象とはなっても、判断の決定因子には含めずに対応

しなければならない」。緊急の一時保護のねらいである「子供の安全を確保する」ことだけを、親子

双方の思いから切り離して児童相談所の責任で遂行することで、親子双方の思いを汲み、その両方を

傷つけることを回避できるというのである（山本・2014・【文献29】）。

③　児童虐待防止と教員養成

　今期には、教育学領域の科学研究費の補助金対象となった研究の中にも、児童虐待に関わる研究課
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題がみられる（岡本ほか・2011−2014）。「「子ども虐待防止の実践力」を育成する教員養成のあり方」

に関する研究は、教員養成課程から児童虐待に関する学びの機会が必要ではないだろうかという問題

意識に立って取り組まれたものである。その研究プロジェクトの代表的な成果の一つが「児童虐待に

関する授業の成果と課題―学生によるレポートの分析を通して―」として公開されている（上田ほか・

2014）。これは、大阪教育大学大学院で開講されている「子どもの発達と環境」の授業を2010年度か

ら2012年度に受講した学生38名を対象とした、授業内で課したレポートの分析を、授業担当者である

筆者たちが行ったのが本研究の内容である。

【参考文献】

上田裕美・岡本正子・北口和美・鈴木真由子・二井仁美「児童虐待に関する授業の成果と課題―学生によるレポー

トの分析を通して―」『大阪教育大学紀要第Ⅳ部門』62巻２号（2014年２月）103−118頁

岡本正子「研究成果報告書「子ども虐待防止の実践力」を育成する教員養成のあり方」（基盤研究（B）研究課題番号：

23330225）」（2014）

小野純平「被虐待児の認知特性と学習の遅れ」『LD研究』21巻２号（2012年５月）152−161頁

杉山登志郎・友田明美「発達障害との識別は教師には困難　『虐待による行動異常』について教師が最低限知るべき

こと」『総合教育技術』2012年11月号（2012年10月）74−77頁【文献28】

三坂彰彦「一時保護された児童の保護者への対応　教育問題法律相談No.244」『週刊教育資料』1265号（2013年９月

２日）31頁

山本恒雄「子ども虐待通告での緊急保護時の子どもへの配慮」『精神科救急』17号（2014年）71−75頁【文献29】

 （田澤　薫）

（７）医療・保健・心理分野

①　地域の子育て支援における保育領域と保健領域との連携

　2012年８月10日に成立した子ども・子育て支援関連３法に基づく子ども・子育て支援新制度が2015

年４月から施行されることとなる。第７期の医療・保健・心理分野の特徴は、子ども・子育て支援新

制度の2015年の本格導入に向けて、2012年頃から地域の子育て支援策が拡充され、それらに関連する

モデル事業や新たな取り組みが地域で実施されるようになるところであり、特に保育領域と保健領域

の連携を挙げることができる。

　その取り組みを支える財源は、社会保障・税の一体改革として、これまで高齢者３経費（基礎年金・

老人医療・介護）であった体制から、社会保障４経費（年金・医療・介護・子育て）として財源を確

保することによって体制を変化することで実現していく。

　地域における喫緊の課題である「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」に関する対策では、

子ども・子育て支援新制度の中の「地域子ども・子育て支援事業」を挙げることができる。具体的に

は、利用者支援事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援

訪問事業、子育て短期支援事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）、

延長保育事業、病児保育事業、放課後児童クラブ、妊婦健診など、保育領域と保健領域で行われる子
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育て支援が連携して整備されていく動きである。

　上記事業の中の「利用者支援事業」（2014年度より実施）では、利用者（保護者等）と地域の子育

て資源を繋げる相談業務を行っている。そのコーディネートを行う利用者支援専門員が地域の子育て

支援の拠点に配置される。利用者支援事業は①「基本型」（地域子育て支援拠点事業の「地域機能強

化型」等）、②「特定型」（主に行政機関の窓口）、③「母子保健型」（主に保健所・保健センターなど）

の３つの形に分かれている。そして、下記に示す「妊娠・出産包括支援モデル事業」（2014年度創設）

の「母子保健相談事業」は、2015年度より「利用者支援事業（母子保健型）」として消費税財源を活

用して拡充することとなる。

　フィンランドで行われている「ネウボラ」を参考にして、地域では「妊娠・出産包括支援モデル事業」

が行われている。例えば、千葉県浦安市では2014年度に30億円の「少子化対策基金」を創設し、子育

てケアプランの作成や産後ケア事業、理由を問わない短期間の一時預かり事業などの新規事業を開始

した。そして子育て世帯に寄り添い「安心感」の醸成を図るとともに、円滑な支援の実現のため「母

子保健」と「子育て支援」の拠点を健康センターに集約した「こどもネウボラ」を開設している（船

橋市ホームページ）。

　「妊娠・出産包括支援モデル事業」（2014年度創設）は、「子育て世代包括支援センター」として展

開する形を取り「少子化社会対策大綱」（2015年３月20日閣議決定）及び「まち・ひと・しごと創生

総合戦略（2015年改訂版）」（2015年12月24日）において、おおむね2020年度末までに、地域の実情等

を踏まえながら、全国展開を目指すこととなっている。次の期（第８期）になるが、「子育て世代包

括支援センター」は、妊娠期から子育て期にわたるまでの総合的な相談支援を提供する「ワンストッ

プ拠点」として、2015年度中に150 ヶ所を整備することが予定されている。

　「妊娠期から子育て期までの切れ目ない子育て支援」のその他の動きとして、産後ケアセンターの

整備が進んでいることを挙げることができる。産後ケアセンターとは出産後の育児支援を目的として

おり、母子が一緒に過ごせる宿泊型ケア施設のことを指す。「看護師・助産師を中心に臨床心理士、

産後ケアリスト®などの専門職が24時間体制で産後ママのケアにあたっている。」（一般社団法人　日

本産後ケア協会ホームページ）2015年11月１日現在、全国に113 ヶ所ある。東京にある武蔵野大学附

属産後ケアセンター桜新町は、第６期（41頁）でも取り上げているが、産後のケアを行っている先駆

的なセンターである。地域において虐待発生予防を含めた子育て支援が保健・医療の分野で拡充して

いる。

　このように、子育て支援において保護者・妊産婦にとって必要な拠点が、保育・保健・医療とさま

ざまな領域で整備され拡充しつつある。保育領域では「地域子ども家庭支援センター」が保護者や妊

産婦が気軽に立ち寄れる場所として位置づけられている。松永愛子は、『地域子ども家庭支援センター

のエスノグラフィー −「親子の居場所」創設の可能性−』（風間書房、2012年）【文献27】の中で「親

子の居場所」について研究している。具体的には「地域子育て支援センター」を福祉制度下における

位置づけとしてその役割をみる場合と、人間関係が生成する過程としての「親子の居場所」という役

割としてみる場合と、その二つの価値観がせめぎあう中で「親子の居場所」創出が実現する可能性の
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ある場所として捉え、「地域子育て支援センター」に通っている親子の事例、それと比較するために、

児童相談所に一時保護された子ども、母子分離の事例（児童福祉法第28条の申し立てにより母子分離

が行われた事例）を示し、分析している。

　今後、保健領域に設置されていく「子育て世代包括支援センター」と保育領域にある「地域子ども

家庭支援センター」のような子育て支援の拠点が、「親子の居場所」として、どのように、その位置

づけを利用者が理解し活用していけばよいのか、その点を検討する時期がくるであろう。妊娠期から

子育て期までの切れ目ない子育て支援を考えると「ネウボラ」のような「ワンストップ拠点」が求め

られるであろう。サービスを活用する保護者が、各センターの特色を確認し、その上で様々なセンター

の「居場所」を利用する。そのような事態は理想的ではあるが、子育て親子が住んでいる地域に、多

くの資源が存在する状態が実現するのであろうか、またそれら多くの資源を利用し、管理するエネル

ギーが、子育てで忙しい保護者にあるのであろうか、子育てサービスをコーディネートする利用者支

援体制も急がれる。

【参考文献】

船橋市ホームページ　http://www.city.funabashi.lg.jp/kodomo/　2017年２月13日参照

一般社団法人　日本産後ケア協会ホームページ　http://sango-care.jp/house.html　2017年２月13日参照

松永愛子『地域子ども家庭支援センターのエスノグラフィー　―「親子の居場所」創設の可能性―』（風間書房、2012年）

【文献27】

内閣府「利用者支援事業について」2014年９月11日

内閣府子ども・子育て本部統括官　文部科学省初等教育局長　厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「利用者支

援事業の実施について」（府子本第83号　27文科初第270号　雇児発0521第１号　平成27年５月21日）

②　医療（歯科）と乳幼児の子育て支援の連携

　地域での医療と子育て支援の連携の動きとして、乳幼児歯科検診についても着目したい。第７期は、

乳幼児歯科検診と子ども虐待に関する論文が散見される。赤坂守人は「乳幼児歯科検診と子育て課題」

『子育て支援と心理臨床』【文献30】の中で、歯科検診において、ネグレクトの子どもに関しての情報

は比較的取りやすく、例えば、偏った食事内容（特に砂糖含有量の多い飲料など）や生活習慣として

歯磨きが励行されずむし歯が多くみられること、また心理的ストレスからくる唾液の性状や分泌量の

変化から口腔内環境が劣悪になることを挙げている。虐待予防においては、歯垢沈着状態、歯肉炎、

口臭の有無などを観察することが必要であることを示しており、むし歯未処理数が多い幼児について

は、保護者によるネグレクトの兆候の一つと捉え、他の情報と共に共有しながら、虐待を判断してい

くことが重要だと述べている。そして、地域における医療の立場からの虐待予防と子育て支援策との

連携を検討している。

　また、川越元久他も「要保護児童に対して歯科からできる事後支援−虐待フォローネットワークの

事例報告−」『子どもの虐待とネグレクト』第15巻第２号（2013年９月）の中で、歯科（医療）の立

場から、公益社団法人川崎市歯科医師会の子ども虐待に対する取り組み（神奈川県歯科医師会の助成
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を受け被虐待児童の実態調査を行ったことをきっかけに、児童相談所に一時保護された子どもに定期

的な歯科検診を実施）と、子ども虐待の「予防」「発見」「事後支援」について論じている。特に「事

後支援」を行った３つの事例より児童相談所で一時保護中に集中的な治療を行うか、治療途中で退所

となった時にその後の在宅における治療継続や子どもの見守りを行う方法など、支援について具体的

に紹介している。多くのう歯（虫歯）を有する子どもが存在するという健康格差の問題を指摘し、地

域ぐるみで歯科医師が事後支援を行うことは極めて重要で、虐待フォローネットワークはその役割を

担うシステムであると述べている。このように、歯科（医療）の領域から子ども虐待防止・子育て支

援という部分において、発見のみならず、虐待を発見した後も、子育て支援において継続的に医療が

関わることが地域において定着しつつあることが研究報告より確認できる。次期（第８期）の児童福

祉法改正においては、「病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童の医療、福祉又は教育に関係

する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童の医療、福祉又は教育に

関連する職務に従事する者は、児童相談所長等から児童虐待の防止等に関する資料等の提供を求めら

れたときは、当該資料等を提供することができることとする（虐待防止法第13条の４）。これにより、

これらの機関等は、原則として、個人情報保護法や守秘義務に違反することなく、児童虐待に係る情

報を提供できることとなる。なお、歯科医師については、改正後の児童福祉法第21条の10の５第１項

と同様、『その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者』に含まれる」

とされ、歯科医師の虐待予防に関する位置づけも明確になった（「児童福祉法等の一部を改正する法

律の公布について（通知）」（雇児発0603 第１号　平成28年６月３日））。

【参考文献】

赤坂守人「乳幼児歯科検診と子育て課題」『子育て支援と心理臨床』５号（2012年6月）35−41頁【文献30】

川越元久他「要保護児童に対して歯科からできる事後支援−虐待フォローネットワークの事例報告−」『子どもの虐

待とネグレクト』15巻２号（2013年９月）155−163頁

③　医療（産科）と乳幼児の子育て支援（行政機関）の連携

　医療機関が子育て支援に関わる動きが、第７期に入り顕在化してくる。彦根倫子他は、「神奈川県

における乳幼児揺さぶられ症候群の予防の取り組み　−正しい知識の普及と予防プログラム展開の歩

み−」『子どもの虐待とネグレクト』【文献32】の中で、2006年度に、次世代育成支援対策推進法に基

づく神奈川県の行動計画において「児童虐待防止モデル事業」として、出産後の両親を対象とした

SBS（乳幼児揺さぶられ症候群）プログラムの開発、そのプログラム推進のために子どもに関わる保

健・医療・福祉の職員を対象とした指導者養成研修の実施と、その経過について報告している。

　神奈川県の実施したSBS防止の取り組みの具体的な内容は、最初に、日本の育児事情に合わせたプ

ログラムの作成を行い、次に、伊勢原市内の産科を有する２医療機関でそのプログラムの試行実施。

その後プログラムの定着のためにDVD・リーフレットの作成、教育機関・児童相談所・保健所とと

もに子育て支援に関わる多くの関係機関の職員に対する研修の実施である。



─ 50 ─

　医療機関と連携しながら虐待予防を行うには、地域の医療機関が子育て支援への意識を高め、その

役割を担うことを認識しない限り、その活動の継続は困難であろう。第７期は、「妊娠期から子育て

期までの切れ目ない子育て支援」というキーワードのもと、医療機関の虐待予防と子育て支援の動き

が徐々にではあるが活発化してきた時期といえよう。

　次の期（第８期）の研究では、虐待による乳幼児頭部外傷（AHT）の特集が『子ども虐待とネグレクト』

で組まれ、（SBS）予防に関する研究では、小野聡枝他「神奈川県内の医療機関及び行政における乳

幼児揺さぶられ症候群（SBS）予防教育の取り組みに関する実施状況調査結果」が記載されている。

【参考文献】

彦根倫子他「神奈川県における乳幼児揺さぶられ症候群の予防の取り組み　−正しい知識の普及と予防プログラム

展開の歩み−」『子どもの虐待とネグレクト』15巻２号（2013年９月）182−187頁【文献32】

小野聡枝他「神奈川県内の医療機関及び行政における乳幼児揺さぶられ症候群（SBS）予防教育の取り組みに関する

実施状況調査結果」『子ども虐待とネグレクト』18巻１号（2016年５月）43−50頁

④　性的虐待に関する研究の継続

　第７期は、性的虐待に関する研究が継続して行われていることを、その特徴として挙げることがで

きる。第６期では、2011年度厚生科学研究事業として「性的虐待対応ガイドライン」が作成され、運

用されたことで、わが国における性的虐待対応が本格化した。それを継続する形で、性的虐待の実践

対応のための著書が第７期に刊行されている。あらゆる現場、また性的虐待の対応が初めての人でも

性的虐待への理解が進み、その対応に繋げていける内容となっている。藤森和美・野坂祐子編『子ど

もへの性暴力―その理解と支援―』（誠信書房、2013年）【文献31】では、心理臨床、精神科医療、法

律、社会福祉の立場から、それぞれの現場で対応した知見を踏まえ、性的被害とは何か、子どもの反

応、保護者や教員らの対応の仕方から援助者自身が向き合い解決しておかなければならない問題まで

を具体的な例を挙げて論じている。特に、被害児童の法的支援が５つ記載されており、実際に起こっ

ている性的被害に関して、どのような手続きや、法的な介入が可能であるのか、その部分まで説明し

ているところは着目すべき点である。

　第６期、第７期と継続されて行われた性的虐待の研究は、次の期（第８期）の研究に繋がるもので

あり、第８期では医療・法学の性的虐待の実践における研究報告がなされていく。例えば、2014年９

月には「子ども虐待防止世界会議　名古屋」が開催され、国際子ども虐待防止会議が、日本子ども

虐待防止学会と合同で行われた。その「子ども虐待防止世界会議」のマスタークラスではMartin. A. 

Finkelが「子どもが性的虐待の被害を受けたとの疑いがもたれた場合の医学的評価の診断的・治療的

価値を確かなものにするためのアプローチ」に関するセッションを実施して、性的虐待に関する対処

について、医師が性的虐待という「疾患」への理解を深めること、また病歴聴取を法的に適切な方法

で行うことについて言及している。

　性的虐待への対応は非常に難しく、このように、被虐待児童に関わるあらゆる領域が継続して研究
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を行い、その成果を実践者側に伝え、また現場からの知見が研究として集約されることにより、性的

虐待への理解とその対応方法が確立されることが分かる。

【参考文献】

藤森和美・野坂祐子編『子どもへの性暴力―その理解と支援―』（誠信書房、2013年）【文献31】

Martin. A. Finkel「子どもが性的虐待の被害を受けたとの疑いがもたれた場合の医学的評価の診断的・治療的価値を

確かなものにするためのアプローチ」『子ども虐待とネグレクト』17巻２号（2015年10月）272−284頁

 （加藤洋子）
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Ⅲ　主要判例解説

１　児童福祉法分野

【判例１】児童の児童養護施設若しくは情緒障害児短期治療施設への入所措置又は里親若しくは小規

模住居型児童養育事業を行う者に委託する措置の承認申立てに対して、児童養護施設又は情緒障害児

短期治療施設への入所措置のみを選択的に承認した原審判を変更して、里親若しくは小規模住居型児

童養育事業を行う者に委託する措置についても承認した事例（福岡高裁決定平成24年11月15日、平

成24年（ラ）371号、家裁月報65巻６号100頁）

　本件は、児童相談所長が、一時保護中の児童について、児童養護施設若しくは情緒障害児短期治療

施設への入所措置又は里親若しくは小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）を行う者に委託

する措置の承認を求めた事件である。本件における児童の一時保護措置は、親権者母が親権者父の頭

をはさみで刺すという傷害事件を起こし、逮捕されたことを契機として採られたものであるが、児童

については、母の精神状態が悪いことなどを理由として、これまでにも一時保護と家庭引取りとが繰

り返されている。裁判所の認定事実によれば、家庭において父母の暴力を伴う争いがあり、児童は、

安心した環境下で親子関係を形成できなかったとされている。さらに、児童は、ADHD（注意欠如

多動性障害）と診断されており、集団生活に不向きな傾向があり、生活習慣や年齢に応じた学力が身

に付いていないという特性を有している。

　原審である福岡家裁審判平成24年７月20日は、上記のような児童の特性及び父母の審問結果を踏ま

えて、「……本件申立てについては、基本的にこれを認容するのが相当であると判断される」と述べ

る一方で、措置の内容については、「……事件本人の特性にかんがみると、まずは、専門家による治

療的な面接が受けられる情緒障害児短期治療施設への入所措置が相当であり、その治療終了後におけ

る最も現実的、合理的な措置は、事件本人の特性に配慮できる児童養護施設への入所措置であると考

えられる」として、児童養護施設又は情緒障害児短期治療施設への入所措置のみを選択的に承認し、

里親及び小規模住居型児童養育事業を行う者への委託についてはこれを認めなかった。

　児童相談所長の抗告を受けて、福岡高裁は、児童に対する措置を採ることを承認することについて

は、基本的に原審判の判断を支持する一方で、承認する措置の内容については、児童養護施設若しく

は情緒障害児短期治療施設への入所措置に加えて、里親若しくは小規模住居型児童養育事業を行う者

への委託もあわせて承認するとの判断を示した。裁判所の判断の背景には、本件の児童の特性からし

て、児童については、専門的知識を有する者が、児童のわがままにうまく付き合いつつ、長期的にか

かわることが必要であり、その点で、専門性の高い里親若しくはファミリーホームへの委託が適切で

あるとの顧慮がある。

　本件は、児童福祉法28条審判の際に、できる限り入所施設等の措置先を特定しなければならないと

する一連の裁判例の延長線上に位置づけられる事件である。措置先の特定については、包括的な承認

を行うことはできないが、複数の措置の承認の申立てに対して特定の施設入所等を承認する「特定的

承認」のみならず、複数の措置の「選択的承認」を行うこともまた可能であるとするのが、浦和家裁
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審判平成８年５月16日（家裁月報48巻10号162頁）以降の公表例の傾向である。もっとも、複数の措

置を選択的に承認する場合には、現在措置先として想定されているものに限定されるのか、それとも

将来的に予想される措置先をも含めて承認できるのかが問題となる。この点、岡山家裁審判平成15年

５月８日（家裁月報56巻１号128頁）では、「乳児院に入院させて乳児並の処遇を行って愛着関係を育

成しながら全般的な発達を図った上で、その後に児童養護施設に変更入所させて措置するのが適当」

として、乳児院又は児童養護施設への入所措置が承認された一方で、大阪家裁審判平成19年８月21日

では、知的障害児施設の他に、次の措置先とすることが適当であると考えられる情緒障害児短期治療

施設、その後の措置先として検討している児童養護施設又は児童自立支援施設への入所措置の承認申

立てについて、知的障害児施設の次の措置先として想定される情緒障害児短期治療施設、児童養護施

設、児童自立支援施設の処遇内容がそれぞれ異なること、知的障害児施設での入所の結果を見た上で

次の具体的な措置先を決定する必要があることなどを理由として、知的障害児施設への入所措置だけ

が承認されている。

　本件の原審である福岡家裁では、「情緒障害児短期治療施設」での治療後の措置先として「児童養

護施設」入所が想定されているのに対して、福岡高裁決定は、「専門性の高い里親やファミリーホー

ムへの委託」「情緒障害児短期治療施設入所」「児童養護施設入所」の順で措置の優先順位を付けつつ、

現時点では適切かつ児童を受入れ可能な里親等の候補が現れていないこと、情緒障害児短期治療施設

への入所が確実かつ安定的であるともいえず、同施設の入所困難又は短期で退所した場合の措置を検

討しておく必要があるという本件の事情を踏まえて、複数の措置を選択的に承認しており、この点に

原審と高裁の判断の相違があるといえる。

 （阿部純一）

２　民法分野

【判例２】児童福祉施設入所措置がとられている未成年者らと非親権者たる父との面会交流について

定めた事例（東京家裁審判平成24年６月29日、平成24年（家）4568 ～ 4570号、家裁月報65巻３号

52頁）

　本件は、情緒障害児短期治療施設等に入所中の未成年者C（９歳男児）、D（８歳女児）、E（７歳女児）

について、その父であるA（非親権者）が申し立てた面会交流が認められるとともに、相手方B（未

成年者の親権者母）が面会交流を妨げてはならないとされた事件である。

　AとBは、平成12年に婚姻し、未成年者らをもうけて暮らしていたが、平成20年に、未成年者らの

親権者をBと定めて協議離婚した。Bは、離婚後もAに対して未成年者らとの面会交流を認めていた。

Bは、平成20年頃から内縁の夫と交際するようになったが、Aと未成年者らとの面会交流は滞りなく

行われていた。平成22年に、Bの内縁の夫による未成年者らに対する身体的虐待が判明したため、未

成年者らは児童相談所の一時保護所に保護され、その後、Cについては情緒障害児短期治療施設への

入所措置が、D及びEについては児童養護施設への入所措置がそれぞれとられた。Aは、未成年者ら

について入所措置がとられた後も、施設近くのファミリーレストランで食事をするなど、交流を図っ
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ていた。AがBに対して未成年者らの親権を変更するとの意向を述べるようになった頃から、Bは、A

と未成年者らとの面会交流に難色を示すようになり、Aは、親権者であるBの承諾が得られないとい

う理由で、未成年者らが入所している各施設から直接的な面会交流を断られるようになり、それ以降

は間接的な交流（手紙やプレゼントの送付）しか行えない状態になった。そこで、Aは、未成年者ら

との面会交流を求めて調停を申し立てたが、後に同調停事件は不成立となり、審判に移行した。

　裁判所は、本件においては面会交流が認められるべきとした上で、「未成年者らが情緒障害児短期

治療施設又は児童養護施設に入所中における面会交流は、各々が入所する施設の未成年者らに対す

る指導方針を尊重しながら行われる必要がある」として、「未成年者らが上記入所中の申立人〔＝A〕

と未成年者らとの面会交流については、その具体的な日時、場所及び方法を上記入所施設と協議して

定めた上で、これを認めることとするのが相当であり、相手方〔＝B〕としては、上記協議がなされ

た上で実施される面会交流については、これに承諾を与えないなどして妨げることはできないという

べきである」と判示した。

　施設入所中の児童との面会交流が問題となった公表例としては、申立人である母と児童養護施設に

入所中の児童２名との面会が認められた事例（東京家裁審判昭和50年１月27日（家裁月報28巻２号95

頁））及び非親権者たる父と情緒障害児短期治療施設又は児童養護施設に入所中の３児童との面会が

認められた事例（大阪高裁決定平成4年７月31日（家裁月報45巻７号63頁）（原審：神戸家裁審判平成

３年11月27日（家裁月報45巻７号70頁）））がある。これら先行事例及び本件に共通しているのは、親

権者たる相手方が申立人と児童との面会を拒絶しているために、施設側が申立人と児童との面会を拒

絶しているという事情が存在することである。その一方で、これまでの公表２事例はいずれも、児童

の施設入所理由が相手方の「養育困難」であるのに対して、本件で児童が保護される契機となったの

が相手方の内縁の夫による児童らに対する「身体的虐待」の判明であったことは、これまでのケース

と異なる本件の特徴である。

　本件における面会交流の可否に関する判断基準は、面会交流を認めることが子の福祉を積極的に増

進するという「積極的な子の福祉」基準ではなく、「……面会交流は、基本的には、子の健全な育成

に有益なものということができるから、これにより子の福祉を害するおそれがあるなど特段の事情が

ある場合を除き、原則として認められるべきものと解される」という原則実施論を採用するものと評

することができる。他方で、施設入所中の子との面会交流が認められる場合には、施設入所中という

子の状況を踏まえてどのような方法で交流を実施するのかが問題となる。この点について、本件では、

施設における児童らに対する指導方針を尊重し、「具体的な日時、場所及び方法」を申立人と施設と

の間の協議によって定めるものとされたことが注目される。

　なお、面会交流は、子の監護に関する事項の取り決めを定める民法766条１項を根拠として従来よ

り認められてきたが、面会交流が条文において明確に規定されているとはいえなかった。その後、

2012年４月１日に施行された「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第61号）によって、民

法766条１項に「父又は母と子との面会及びその他の交流」の文言が追加され、現在では面会交流が

明文化されている。
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【判例３】未成年者の申し立てた親権停止について、２年間の親権停止が認められた事例（宮崎家裁

審判平成25年３月29日、平成24年（家）8313号、8314号、家裁月報65巻６号115頁）

　本件は、未成年者A（平成7年生）がその親権者である母B及び養父Cの親権停止を申し立てた事件

であり、裁判所の認定した事実関係は、次のとおりである。BがAを出産後、入院中のAを置き去り

にして病院から失踪し、育児放棄をしたため、Aは、曾祖母の家に引き取られ、曾祖母、祖母の兄弟

によって育てられた。Aは、親戚に入学費用を出してもらって私立高校に入学したが、Bが勝手に退

学届を提出したため、不本意な形で退学を余儀なくされた。BCは、Aのアルバイト先まで行って、A

の給料を勝手に受けとったこともあった。Bは、Aが高熱を出して入院した際に、詳しい検査が必要

であるという医師の判断を無視してAを退院させ、通院もさせなかった。Aを監護している親戚らと

Bとの仲が悪く、その板挟みになったAが、精神的に不安定となって生活を乱し、事件を起こして少

年鑑別所送致となった際に、BCは、一度も面会に行かず、審判にも出席しなかった。Aが再び原因

不明の高熱を出して病院に運ばれた際に、BCは、正当な理由なく入院に同意しなかったため、Aは、

親戚の同意により入院して治療を受けることができたが、BCが医療行為に同意しないために、詳細

な検査や定期的通院ができておらず、今後再発の可能性もある。Aは、現在、祖母の妹Dの家で生活

しており、今後も同人の養育監護を受ける意向であり、BCの親権の停止を希望している。Dは、Aの

後見人となり、Aが社会人として独り立ちするまで、その養育監護を継続する意向である。

　裁判所は、上記事実関係を前提として、「……父母による親権の行使が不適当であることにより子

の利益を害する場合に当たり、事件本人ら〔＝B、C〕の親権を停止する必要がある」ことを認め、

さらに「……今後２年内に親権停止の原因が消滅するとは認めがたいこと、未成年者の生活状況及び

その意向等を考慮すれば、事件本人らの未成年者に対する親権停止の期間はいずれも２年間と定める

のが相当である」と判示した。

　2012年４月１日に施行された「民法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第61号）によって、

親権の一時停止制度が新設された（民法834条の２）。新制度では、「父又は母による親権の行使が困

難又は不適当であることにより子の利益を害する」場合に、「子、その親族、未成年後見人、未成年

後見監督人又は検察官の請求」に基づいて、家庭裁判所は、その原因が消滅するまでに要する期間を

定めて（但し「２年」を超えない範囲内で）、父母の親権を停止することができるとされた。本件は、

新しい親権停止制度に関する始めての公表例として注目されるものである。また、これまでの親権制

限については子本人による請求は認められていなかったが、前述の民法改正によって、親権喪失・親

権停止・管理権喪失の各請求権者に子本人が含められた。本件は、年長の未成年者本人による請求で

あり、初めて子本人による親権制限の申立てがなされた公表例としても注目される。

【判例４】実父母の同意なしに特別養子縁組の成立を認めることができないとされた事例（東京高裁

決定平成25年５月27日、平成25年（ラ）820号、判タ1392号222頁）

　本件は、児童相談所の委託によって未成年者Y1を里親として監護養育してきたX1X2夫婦による特

別養子縁組の申立てを却下した原審判に対する抗告事件である。本件で児童相談所は、当初Y1を実
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父母であるY2Y3に監護させることは不適切であると判断して、Y2Y3の同意を得た上でX1X2を里親

としてY1を委託したが、実父母にY1を監護養育する能力がないわけでなく、実父母のY1に対する監

護養育体制を整え、その状況を確認しながら、将来的にはY1を実父母の監護下に戻す方針をとって

いた。実父母であるY2Y3がY1の里親委託に対する当初の同意を撤回し、里親委託の継続に同意しな

い意向を表明した際に、児童相談所は、実父母との今後の関係を考慮すると、児童福祉法28条の手続

をとってまで里親委託を継続することは相当でなく、実父母の同意が得られた乳児院への入所措置を

とろうとしている。これに対して、X1X2は、Y1の監護養育を将来的に実父母に行わせること、Y1を

当面乳児院に入所させることのいずれもが、Y1の福祉に反する結果となると強く懸念し、Y1の福祉

の観点からは、X1X2による監護養育を継続することが必要であると考えて、その実現のために本件

特別養子縁組の申立てを行なった。原審（長野家裁佐久支部審判平成25年３月18日）がX1X2の特別

養子縁組成立審判の申立てを却下したために、X1X2は、原審判を取り消し、Y1をX1X2の特別養子

とする決定を求めて抗告した。抗告理由において、X1X2は、①実父母が虐待の事実を認めておらず、

虐待が繰り返されるおそれが大きいこと、②実父母がY1の兄弟姉妹である３人の子について適切な

監護養育を行っておらず、Y1の監護養育についても適切に行わないおそれが大きいこと、③施設入

所がとられると、Y1に高い確率で反応性愛着障害や分離不安障害を発症してしまう危険があること

などを主張した。

　裁判所は、①実父母による虐待等のおそれについては、実父母が虐待の事実を認めていないという

状況は解消されており、実父母によるY1の兄弟姉妹に対する監護養育状況に虐待や放置をうかがわ

せる事情はないこと、児童相談所が実父母に対する指導を行った上で、Y1を実父母の下に帰らせる

ことを計画していることなどから、今後、Y1に対して実父母が虐待や放任等を行うおそれが具体的

にあるとは認め難いこと、②実父母がY1の監護養育を適切に行わないおそれについては、実父母ら

に子らの監護養育上不適切な点があったことは否定できないとしながらも、実父母が現在３人の子ら

を監護養育しており、子らに特段の異常が認められないことから、実父母による３人の子らに対する

監護養育が現時点で不適切な状態にあると認めることはできず、Xらの主張に根拠がないこと、③に

ついては、監護の対象となる子の心理に愛着関係を形成するためには、里親委託が施設入所よりも優

れているとされていることを認めつつも、施設入所自体に反応性愛着障害などの精神障害の発症の危

険があるとするものとは解されず、またY1を施設入所のために愛着関係が形成されたX2（妻）から

引き離すことについて、Y1に愛着阻害による障害を生じさせる具体的な危険があると認めることは

できないことなどから、X1X2との特別養子縁組を成立させることについて、Y1の利益のための特別

の必要性があると認めるに足りる事由は存在しないことを指摘した上で、民法817条の６及び817条の

７所定の特別養子縁組の成立要件を満たさないとして、X1X2の抗告を棄却した。

　特別養子縁組は、いわゆる福祉型の養子制度として、「父母による養子となる者の監護が著しく困

難又は不適当であることその他特別の事情がある場合において、子の利益のため特に必要があると認

めるとき」にこれを成立させることとされている（民法817条の７：いわゆる「要保護要件」）。さら

に、特別養子縁組が成立した場合には、実父母との法的親子関係の切断という重大な効果を伴うこと
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から、その成立のためには原則として実父母の同意が要件とされており（民法817条の６本文）、「父

母がその意思を表示することができない場合又は父母による虐待、悪意の遺棄その他養子となる者の

利益を著しく害する事由がある場合」には、例外的に実父母の同意は不要であるとされている（民法

817条の６但書）。本件は、特別養子縁組に対する実父母の同意が得られていない状況下で、民法817

条６但書の同意不要要件を満たすか否か、及び民法817条の７所定の「子の利益のために特に必要が

ある」か否かが問題とされ、いずれの要件も満たさないことが裁判所によって確認された事案である。

しかしその一方で、児童相談所が子を将来的に実父母の下に帰す方針であり、実父母が里親委託には

同意しないが、乳児院への入所措置には同意をしているのに対して、里親として子を養育している申

立人らが子を継続して監護養育することを望んでいる中で特別養子縁組の申立てが行われた経緯を考

えると、児童相談所と里親との間の関係性の拗れにこそ本件の本質的な問題があったように思われる。

【判例５】幼少期に叔父から受けた性的虐待によって精神障害を発症したことを理由とする損害賠償

請求について、民法724条後段の除斥期間が経過していないとして、請求の一部を認容した事例（札

幌高裁判決平成26年９月25日、平成25年（ネ）226号、判時2245号31頁、判タ1409号226頁）

　本件は、幼少期に複数回にわたり性的虐待行為を受けた被害者が、最後の虐待行為から約28年後に

加害者に対して損害賠償の請求をした事件である。詳しい事実関係は、次のとおりである。

　X女（昭和49年生）は、両親のもとで生活していたが妹が生まれたことから、昭和53年から昭和58

年にかけて祖父母に預けられた。Xは、昭和53年１月上旬から昭和58年１月上旬にかけて、叔父（X

の母の弟）であるY男（昭和22年生）から複数回にわたって性的虐待行為を受けた。Xは、昭和58年

頃には、PTSD及び離人症性障害を発症していたが、平成18年９月頃まではうつ病を発症しないまま

推移していた。平成18年９月頃に、Xは、うつ病を発症したが、その原因は本件性的虐待行為を受け

たことによるものであった。Xは、Yによる性的虐待行為によって上記精神障害を発症したことなど

を理由として、Yに対して3269万円余（控訴審では4175万円余に請求を拡張している）の損害賠償を

請求した。

　第一審である釧路地裁判決平成25年４月16日（判時2197号110頁）は、YのXに対する性的虐待行為

の存在を認定したが、民法724条後段にある20年の期間を除斥期間と理解した上で、その起算点を本

件性的虐待行為の最終時点（昭和58年１月上旬）としても、本件ではその時点から訴訟の提起（平成

23年４月）までに20年が経過しているとして、XのYに対する請求を棄却した。

　これに対して、札幌高裁は、第一審と同じくYのXに対する性的虐待行為の存在を認めた上で、本

件虐待行為を受けたことにより心的外傷後ストレス障害（PTSD）、離人症性障害及び摂食障害を発

症したことを理由とする不法行為に基づく損害賠償請求権については、本件訴訟提起時に除斥期間が

経過している一方で、うつ病を発症したことによる損害は、その性質上、加害行為である本件性的虐

待行為が終了してから相当期間が経過した後に発生したものであり、かつ、それまでに発生していた

PTSD、離人症性障害及び摂食障害に基づく損害とは質的に全く異なる別個の損害と認められるから、

除斥期間の起算点は損害の発生した時、すなわち、うつ病が発症した時である平成18年９月頃である



─ 58 ─

として、本件性的虐待行為によってうつ病を発生させたことを理由とした不法行為に基づく損害賠償

として、Yに3039万円余の支払いを命じた。なお、Yは本件札幌高裁判決を不服として上告したが、

最高裁判所は、Yの上告を棄却し、上告を受理しないとの決定を下している（最高裁決定平成27年７

月８日（TKC法律情報データベース・文献番号：25540948））。

　児童虐待に対する民事法的な対応手段として、虐待行為者に対して不法行為に基づく損害賠償の請

求（民法709条）をすることが考えられる。もっとも、児童虐待の被害者はこの事後的な救済措置と

もいえる不法行為に基づく損害賠償請求をいつでも行えるわけではなく、民法742条は、「不法行為に

よる損害賠償の請求権は、被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から３年間行使し

ないときは、時効によって消滅する。不法行為の時から20年を経過したときも、同様とする。」とし

て、被害者が一定期間権利を行使しない場合には、当該請求権が消滅することを予定している。民法

742条の二つの期間制限について、最高裁判所は、前段の「３年」の期間制限を「消滅時効」として、

後段の「20年」の期間制限を「除斥期間」として区別して理解してきた。「消滅時効」と「除斥期間」

の間には、前者が時効の援用を必要とする（民法145条）のに対して、後者は時効の援用を必要とし

ないこと、前者が時効の中断を認める（民法147条）のに対して、後者は時効の中断を認めないなど

の相違がある。

　児童虐待の中でもとりわけ性的虐待については、被害者の年齢等によっては、被害者本人が当該行

為をすぐに虐待であると認識することが困難な場合や、当該行為に起因するPTSDなどの後遺障害が

時間的間隔をおいて発現するなど、虐待行為が行われてから損害賠償の請求をするまでに相当な期間

が経過する可能性がある（松本・2013【文献17】：11−16頁）。このような問題は、これまでの公表裁

判例でも扱われてきた。例えば、福岡高裁判決平成17年２月17日（判タ1188号266頁）は、当時小学

生であった被控訴人（１審原告）が、養父であった控訴人（１審被告）から、平成９年から平成11年

頃までわいせつ行為及び姦淫行為を受けたとして、控訴人に対して不法行為に基づく損害賠償を請求

した事件で、消滅時効の起算点について、民法724条の「被害者又ハ其法定代理人カ」「損害及ヒ加害

者ヲ知リタル時」とは、被害者である被控訴人については、早くても（被控訴人が13歳になった）平

成13年８月23日以降であり、法定代理人である母親については、平成14年８月頃であるから、本件提

起時（平成15年５月６日）までに３年の短期消滅時効が完成していないとして、440万円の賠償を認

容した。また、東京地裁判決平成17年10月14日（判時1929号62頁、判タ1230号251頁）は、産婦人科

を経営する医師で祖父である被告から、小学６年生から８年間にわたり性的虐待行為を受けたことに

より、PTSD等に罹患し、働くことができなくなったことを理由とした不法行為に基づく損害賠償請

求について、原告が、約８年間にわたり、被告から性的虐待を受けていたことを認定し、さらに、当

該性的虐待行為と原告のPTSDとの間の因果関係も認められるとして、被告に対して約5928万円の支

払いを命じた。

　本件は、民法724条後段の「20年」の除斥期間が経過しているか否かが問題とされた点が特徴的で

ある。民法724条後段の除斥期間の起算点は、条文上は「不法行為の時」からと規定されているが、「身

体に蓄積した場合に人の健康を害することとなる物質による損害や、一定の潜伏期間が経過した後に
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症状が現れる損害のように、当該不法行為により発生する損害の性質上、加害行為が終了してから相

当の期間が経過した後に損害が発生する場合には、当該損害の全部又は一部が発生した時が除斥期間

の起算点となると解」するのが判例（最高裁判決平成16年４月27日（筑豊じん肺訴訟最高裁判決）（民

集58巻４号1032頁）、最高裁判決平成16年10月15日（民集58巻７号1802頁）、最高裁判決平成18年６月

16日（民集60巻５号1997頁）など）であり、本件高裁の判断も、本件のうつ病を発症したことによる

損害は、うつ病を発症した平成18年９月頃であるとした点で、基本的には従来の判例の立場を踏襲し

ているものといえる。これに対して、本件の評釈の中には、本件「提訴の数ヶ月前に原告の症状が過

去の児童期の性的虐待被害に起因するPTSDやうつ病であると診断された時点」を「不法行為の時」

と解すべきであったとの指摘もある（松本・2015：167頁）。

　なお、民法724条後段の期間制限を「除斥期間」として理解する判例法理に対しては、学説上の批

判があり、これを「消滅時効」として理解すべきとする説も有力に主張されている。第189回国会（常会）

に提出された「民法の一部を改正する法律案」（いわゆる「民法（債権法関係）改正法案」）では、現

行民法724条後段の「20年」の期間制限については、これを「除斥期間」と理解する従来の判例の立

場を採用せず、「消滅時効」と理解する立場を採用すること、さらに現行民法724条前段の「3年」の

消滅時効期間については、人の生命・身体を害する不法行為に関して「５年」に期間を長期化するこ

とが提案されている（詳細については、潮見・2015：43−44頁参照）。

【参考文献】

潮見佳男『民法（債権関係）改正法案の概要』（きんざい、2015年８月）

松本克美「児童期の性的虐待に起因するPTSD等の発症についての損害賠償請求権の消滅時効・除斥期間」『立命館

法学』349号（2013年）1−43頁【文献17】

松本克美「児童期の性的虐待被害に起因するPTSD等の発症に対する損害賠償請求権の時効・除斥期間―釧路PTSD

等事件控訴審判決―」『法律時報』87巻11号（2015年10月）165−168頁

 （阿部純一）

３　行政法分野

【判例６】両親がその児童に対して適切に栄養を与えておらず、必要な治療等を受けさせていないと

して、児童の入院先の病院が児童福祉法25条に基づく通告を行い、通告を受けた児童相談所の長が

同法33条に基づき同児童を一時保護する決定をした事案について，同通告及び同決定がいずれも違

法ではないとされた事例（横浜地裁判決平成24年10月30日、平成21年（ワ）第2425号、損害賠償請

求事件　判時2172号62頁）

　本件は、両親がその児童に対して適切に栄養を与えておらず、必要な治療等を受けさせていないと

して、児童の入院先の病院が児童福祉法25条に基づく通告を行い、通告を受けた市の児童相談所の長

が同法33条に基づき同児童を一時保護する決定をした後、同市の別の児童相談所で一時保護中の当該

児童に対して職員がアレルギー源を含む食べ物を誤って食べさせたため、アナフィラキシーショック

により児童が死亡したことから、児童の両親が損害賠償を請求した事案である。原告は、①通告を行っ
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た病院に対して、虚偽の事実を通告したとして民法上の損害賠償を請求し、②児童相談所を設置する

市に対して、一時保護決定等が違法であると主張して国家賠償法１条１項に基づく損害賠償を請求し、

また、③児童相談所の職員が誤ってアレルギー源を含む食物を食べさせたため児童が死亡したとして

国家賠償法１条１項に基づく損害賠償を請求した。

　本判決は、原告による栄養ネグレクト、医療ネグレクトを認定した上で、①本件通告は必要かつ合

理的なものであるとして病院に対する請求につき理由がないとして認めなかった。②本件一時保護決

定については、「一時的にせよ児童を保護者から強制的に引き離す行為であるから、合理的な根拠に

基づいてされなければならず、その判断に合理的な根拠がない場合には、一時保護決定は違法となる」

としつつ、児童相談所長の判断には合理的な根拠があり、違法とはいえないとした。このほか一時保

護機関の不告知、面会拒否についても、原告らが児童を取り戻す危険があったとして、違法とはいえ

ないとした。これに対し、③誤ってアレルギー源を含む食物を食べさせたことには注意義務を行った

過失が認められるとして、原告の請求を一部認容した。

　本判決において注目すべきは、児童福祉法25条に基づく通告、及び一時保護決定について違法でな

いとした判断である。このうち一時保護決定については、一時保護が児童を保護者から強制的に引き

離す行為であると指摘して合理的な根拠を求める点が注目される。これに対して、通告については、

基本的に通告を受けた児童相談所の側がどのように対応するか責任を負うものと考えられる。通告が

誤りであった場合の免責規定の必要性が主張され、児童虐待防止法2004年改正でも通告義務について

「児童虐待を受けた『と思われる』児童を発見した者」と改正されたことからすれば、本判決におい

ても通告が必要かつ合理的なものであったことにつき立入った判断が必要であったかは疑問の余地が

ある。本事案では医学的判断に基づく通告であり、また、必要かつ合理的であるとの認定が可能であっ

たことから立入った判断がなされたものと思われるが、一般的には通告の違法性についてはより緩や

かな判断によるべきであろう。

　なお本判決は控訴審（東京高裁判決平成25年９月26日、平成24年（ネ）7965号、損害賠償請求控訴、

同附帯控訴事件、判時2204号19頁）において取り消され、原告の損害賠償請求が棄却されている（上

告・上告受理申立て）。

【判例７】児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づく児童福祉施設への入所措置につき、当該入

所措置処分の決定、当該児童との面会要求の拒絶、当該児童に掛かる生活状況、健康状況、学力状

況等の情報提供要求の拒絶がいずれも違法ではないとされた事例（東京地裁判決平成26年３月６日、

平成24年（ワ）第28812号、慰謝料請求事件、LEX/DB25518374）

　本件は，児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づいて児童福祉施設への入所措置を採った児童

の親が、〔1〕当該入所措置処分の決定、〔2〕当該児童との面会要求の拒絶、〔3〕当該児童に掛かる生

活状況、健康状況、学力状況等の情報提供要求の拒絶がいずれも違法であるとして、慰謝料を請求し

た事案である。

　本判決は、一般論として「行政行為には行政庁の政治的・政策的考慮，専門的・技術的考慮が働く
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場合が多く，公益の実現をめざすためには行政庁に相当程度の裁量を認めざるを得ないのであって，

当該行為が違法となるのは，法律，慣習，条理ないし健全な社会通念等に照らし客観的に正当性を欠

くなどの理由からその裁量権の逸脱・濫用があった場合に限られる」との判断を示した上で、「この

趣旨は児童の福祉に関する指導・措置についても合致」するとして、児童相談所の所長及び児童福祉

司の裁量を導く。

　以上のような基本的立場に基き、本判決は〔1〕当該入所措置処分の決定につき、原告において入

所そのものに異議を述べた経緯は見当たらないとし、親権者の意に反していない以上，厳密な意味で

の虐待行為は法律上の要件とされないとした上で、裁量権の逸脱・濫用を否定する。

　また、〔2〕面会についても（1）面会場所を児童相談所と指定したこと、（2）面会回数を毎月１回

としたことにつき、当該児童との無断面会の事実等から児童相談所として入所先児童養護施設を秘匿

している経緯がある以上、施設での面会が児童の福祉に対して支障となると児童相談所が判断したと

してもやむを得ないものであるとし、面会回数についても裁量権の逸脱・濫用を否定する。

　さらに、〔3〕情報提供についても、入所場所を開示しないことには十分な合理性があるとし、また、

児童養護施設に入所中の児童について、その生活状況、健康状況、学力状況について、親権者に対し、

いかなる情報をいかなる方法にて提供するのかについては、児童の福祉に関する指導・措置について

委任を受けた児童相談所の所長及び児童福祉司の裁量行為であるとして、裁量権の逸脱・濫用を否定

する。

　本判決の結論の当否は別として、注意すべきは本判決が、行政行為には行政庁の政治的・政策的考

慮、専門的・技術的考慮が働く場合が多く、裁量を認めざるを得ないとの基本的立場を前提として個

別論点についての判断を導いている点である。一般に行政法学においては法律の文言と処分の性質に

照らして裁量の有無を判断するとされており、行政行為であるというだけで原則的に裁量を認めると

いう考え方はとられていない。本判決においては、行政の法的統制という行政法学の基本前提に反す

る立場がとられているといわざるをえない。

　また、裁量権の逸脱・濫用の判断にあたっては、私人の法的地位が重要な衡量要素となるが、本判

決においては親権者の法的地位への考慮が十分でない。面会が制限されるのであればなおさら情報提

供が求められるのではないかとも思われるが、本判決では情報提供についても具体的根拠を示すこと

なく裁量が導かれ、その逸脱・濫用が否定される。

【判例８】児童福祉法33条に定める一時保護につき、児童福祉法33条が憲法、及び子どもの権利条約

に違反しないとされ、また、面会制限、児童に関する報告義務に関し違法でないとされた事例（東京

地裁判決平成25年８月29日、平成21年（ワ）第25349号、損害賠償請求事件、LEX/DB25514582）

　本件は、虐待を理由とする児童の一時保護、児童養護施設入所等が違法である等と主張して、当該

児童の両親が損害賠償を請求した事案である。原告の主張は多岐にわたるが、とりわけ児童福祉法33

条の規定自体について、〔1〕「必要があると認めるとき」という要件は，親権の行使を制限するため

の条項としてはあまりにも抽象的である、〔2〕令状主義が採用されていない、〔3〕一時保護の期間が
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制限されておらず、告知聴聞の機会を与えずに親権を一方的に制約するものであり、適正手続の保障

（憲法13条、31条）に違反するとの憲法違反、あるいは子どもの権利条約違反の主張が目を引く。加

えて具体的な一時保護のあり方について、面会や児童に関する情報提供が争われる点も注目される。

　本判決は、一時保護は「その性質上，高度かつ緊急の必要性を有するものであること」、「一時保護

の期間は原則として２月を超えてはならないとされており（児童福祉法33条３項）、必要があると認

められる場合には２月を超えて行うことも許容されるが（同条４項）、その場合には必要性について

も相当程度厳格に判断する必要があるものと解されること」、「迅速な対応を要する一時保護の際に，

親権者又は当該児童に事前に告知聴聞の機会を必ず与えるものとすることは相当でないこと、一時保

護自体，刑事責任追及のための資料収集に直接結び付くものではないことを総合較量すれば、一時保

護をするに当たり、親権者に対し事前に告知、弁解等の機会を与える旨の規定がなくても、憲法31条、

令状主義（憲法35条）の法意に反するものとはいえない」とし、面会通信制限も含めて取消訴訟の対

象となるから子どもの権利条約にも違反しないとの判断を示した。

　また、具体的な面会制限については、児童相談所の所長及び所員に児童の福祉等に関する一定の専

門知識を有することが要求されていること（児童福祉法12条の３）を理由に、児童相談所長の専門的

合理的な裁量を導く一方、児童に関する報告義務については、子の生活状況や処遇状態についての報

告を求める親権者の要請に応じなかったことにより，親権者がその監護教育権の行使を妨げられた場

合には、これを違法と評価できる場合があるとしつつ、一時保護や児童福祉施設への入所措置を行わ

れている場合においては、児童福祉施設の長は、入所中の児童の福祉のため必要な措置をとることが

できる（児童福祉法47条２項）として、親権者に対して、当該児童の福祉を図る観点から相当と認め

る範囲で当該児童の生活状況や処遇状態を報告すれば足りるとの判断を示した。

　本判決においては、一時保護につき定める児童福祉法33条自体の憲法適合性が争われ、令状主義に

反しないとする判断が注目されるが、取消訴訟の対象となることを理由に子どもの権利条約違反でな

いとする点は条約の趣旨を適切に理解するものか疑問のあるところである。

　一方、面会制限については【判例7】と異なり裁量の具体的な理由付けが一応示されるとともに、

報告義務については親権者の地位に言及しつつ報告義務の程度を示した点が重要である。後者につい

ても【判例７】とは対照的に、あえて裁量に言及していないとすれば、裁量の有無につき行政法学の

一般的な考え方に近い立場がとられているといえよう。

 （横田光平）
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Ⅳ　主要文献・調査解説

１　児童福祉法分野

【文献１】磯谷文明「民法等改正と児童相談所側の実務」『家裁月報』64巻６号（2012年６月）69－

134頁

　本論文は、これまで永く児童虐待問題にかかわってきた弁護士としての経験を踏まえ、民法等改正

の意義や課題を検討し、改正後の児童相談所による実務対応上のシュミレーションを示している。そ

の前提として、主に東京都児童相談所での実務を中心に虐待対応の内容を紹介し、現行実務の課題を

あげる。例えば、児童相談所による調査については個人情報保護との兼ね合いが問題となっており、

児童相談所に一般的な調査権限を付与するとともに、関係機関の応答義務ないし調査の嘱託等に関す

る規定が必要であると述べる。改正民法等について詳細に解説するとともに、児童相談所実務として

は児童福祉法28条による親子分離制度よりは、新設された親権停止制度を原則として選択すべきであ

るといった主張もなされており、実務上も有益な資料となっている。

【文献２】細矢郁「児童福祉法28条事件及び親権喪失等事件の合理的な審理の在り方に関する考察」『家

裁月報』64巻６号（2014年６月）１－68頁

　本論文は、児童福祉法28条事件の審理期間の短縮、長期化防止を目的に行われた東京家庭裁判所に

おける検討の結果を紹介するものである。審理の進め方として、親権者等や子どもの権利に配慮し、

手続保障を確保しながら、いかにして迅速な審理を行うかの視点から、家事審判手続の各場面で採ら

れるべき手続が詳細に述べられている。とくに、児童相談所との対応において、家庭裁判所として公

正性中立性を維持しつつ、福祉的機能をどのように活かすべきかといった視点が興味深い。また、親

権喪失宣告の審理の進め方とともに新たに設けられた親権停止制度の審理についても、医療ネグレク

ト事件等との関係等が検討されており、改正民法等施行後の審理の進め方を知る上で参考になる点が

多い。

　児童相談所が児童虐待事件に対する法的介入を行う上で把握しておくべき手続上の留意点を知るだ

けでなく、制度論として親権制限制度さらには司法関与のあり方全般を考える上でも重要な文献であ

る。

【文献３】小池秀幸「分権型社会における児童相談行政のあり方―児童虐待への対応強化に向けた体

制の再構築―」『自治総研』403号（2012年５月）32－69頁

　地方分権化が進むなかで、児童相談に関する権限が基礎自治体に移譲され、虐待防止の努力がなさ

れているにもかかわらず、いまだに十分な効果が上がっていない。児童相談所の設置が進められ、児

童相談所設置市も法定化されているが、こうした施策が社会の状況に適合しているかは明らかではな

い。これらの問題関心から、本論文は、児童相談行政の充実が進まない理由を、地方自治の観点から

分析し、児童相談行政における適正な事務配分のあり方を検討する。
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　結論として、以下のような、分権型の児童相談体制への転換を提案する。

　① 広域連合制度の活用により、政令指定都市や児童相談所設置市の児童相談所と都道府県の児童相

談所を都道府県単位に再編することを検討すべきである。これにより、異動先を多様化させるこ

とができ、職員の計画的育成、職員のモチベーションの維持につながる。

　②一時保護所、児童養護施設を共同設置し、一体化する方法により相互利用を円滑化する。

　③ 2010年の地方自治法改正により行政機関を共同設置することができるようになったところから、

この制度を活用する。これにより、基礎自治体への権限移譲と同時に広域自治体における専門的

権能の強化を通じて、基礎自治体と広域自治体が担う業務を、重層的で曖昧な関係から、役割分

担の明確化を前提にした協力関係に移行させるべきである。

【文献４】本澤巳代子「家族関係における暴力・虐待に対する日本の立法と対策の特徴―暴力・虐待

防止法制に関する比較法的研究―」本澤巳代子、ウタ・マイヤー＝グレーヴェ編『家族のための総合

政策Ⅲ―家族と職業の両立―』（信山社、2013年10月）185－202頁

　本論文は、著者のこれまでの虐待防止法制に関する科研費研究の成果をもとに、子ども、配偶者、

高齢者、障害者への暴力・虐待防止法制について、比較法の観点から論じるものである。わが国の法

制度は、研究の対象となるアメリカ、イギリス、ドイツ、フランス、スウェーデン、韓国、中国等の

制度と比較すると、子どもや女性、高齢者、障害者ごとに虐待防止法を制定している点で特徴的であ

ると述べる。その背景として、戦後のわが国の社会福祉法制が対象者別の個別法として制定され、ア

メリカ法の強い影響を受けていることを指摘する。

　このような特徴から、個別法の対象となる虐待・暴力の態様が明確になるメリットはあるものの、

定義から外れたり、児童虐待における18歳問題のように、狭間に陥るケース等が生じてくる。これを

防ぐために、関係機関・団体の連携・協力体制の構築、コーディネーターの配置、専門職の質・量の

確保、ガイドラインの作成、国・地方公共団体・地域における総合的な支援体制の構築が必要である

と指摘する。子ども、配偶者、高齢者、障害者と家族における暴力・虐待を総合的にとらえ、比較法

的見地から今後の施策のあり方を検討する上で貴重な視点を提供する文献である。

【文献５】金ジャンディ「家庭内暴力の実態と被害者に対する支援状況」『阪大法学』63巻５号（2014

年１月）178－204頁

　本論文は、著者の家庭内暴力に関する諸外国の法律、政策に関する研究の一環として位置付けられ

る研究成果であり、わが国における家庭内暴力の実態および被害者保護に関する法律・制度を検討し、

問題点を明らかにすることを試みている。内容は、配偶者間暴力が主たる対象であるが、児童虐待と

の関連では、配偶者暴力に関する実態調査については、被害を受けた女性とその家庭の子どもも対象

とし、両者に対する総合的な調査を行うべきであると提案する。著者の本論文に続く研究としては、

第8期に属する「家庭内暴力の取組上の問題と解決方策」『阪大法学』64巻２号（2014年７月）127−

152頁がある。
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【文献６】高田清恵「スウェーデンにおける児童虐待と女性への暴力に対する法制度」『琉大法学』

91号（2014年３月）１－23頁

　本論文は、これまでの一連のスウェーデン児童保護制度研究の一環として、同国における児童虐待

と女性に対する近親者からの暴力に関する社会福祉法制を検討する（スウェーデンは、1979年、世界

で初めて体罰・虐待を法律で禁止した国である）。児童虐待および女性への暴力に対する同国の法的

対応の特徴として以下の点が指摘されている。

　① 児童虐待及び女性に対する暴力が犯罪として位置づけられ、刑事手続の対象としてみる傾向が強

い。すなわち、暴力は人権侵害に該当する行為であるとの認識のもとに、これを犯罪として扱う

運用が社会的にも相当程度浸透している。

　② 2000年以降、社会福祉法制において予防、支援及び必要性の観点から福祉的対応の拡充がみられ

る。児童虐待については、子どもの保護と支援に関する法改正が進められ、被害者・児に対する

支援や援助がコミューンの行う社会福祉業務の一つに位置付けられることが法的に明記されてい

る。

　③女性に対する暴力に比べて、児童虐待に対してはより強制力をもって対応する制度とされている。

　④関係機関間の協力・連携が重視され、拡充されている。

　⑤ 被害者・児に対する社会福祉上の支援・援助が手厚く行われている。例えば、児童虐待において

は家族そのものに対する支援を重視し、暴力の未然防止とともに家族再統合支援が積極的に行わ

れている。

　以上のように、スウェーデンでの対応は、わが国と共通する部分も少なくない。他方、わが国と異

なる対応としては以下の点が注目される。

　①検察官は、加害者への訪問禁止、退去命令等を発出することができる。

　② 被害を受けた未成年者について犯罪捜査等が行われる場合、親権者が代理人となるのが不適切な

ときは、特別代理人が選ばれる。

　③ 社会福祉法制上、児童虐待の範囲は「好ましくない発達の危険にさらされている児童」と規定さ

れ、保護の対象として被虐待児が含まれると構成されている。

　④ 児童に関わる専門職には、わが国と同様、とくに通告が要請されるが、一定の者（家庭相談部門

に従事する者）については、家庭内の身体的、性的、精神的虐待の場合のみ通告義務を負うとさ

れる。

　⑤ 関係機関・者は社会委員会から情報の提供を求められたとき、調査に重要な意味を持つ可能性あ

るすべての情報を提供する義務が課されている。

　⑥ 社会委員会は、裁判手続なしで児童の緊急保護をすることができるが、保護決定後速やかに裁判

手続を行い、通常の強制保護に移行しなければならない。

　⑦ 親権者の同意または15歳以上の子どもの同意により、社会委員会は援助決定にもとづき、ケア・

支援、援助を行う。

　⑧ 親権者または子ども本人の同意によらない強制保護がなされたとき、社会委員会は少なくとも
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１ヶ月に１回以上、当該強制保護の必要性を再検討しなければならない。子どもが同一のファミ

リーホームに３年以上居住するとき、社会委員会は、親権移転請求を行う必要性を検討しなけれ

ばならない。

　⑨ 親子分離がなされているとき、親と子どもの交流の権利保障が重視され、社会委員会は可能な限

り交流の機会を設けなければならない。

　以上のように、スウェーデンでは、児童虐待に対する刑事的対応が強化されているが、福祉的対応

についても、子どもと親の権利に対する配慮が十分になされ、裁判所の関与や支援の制度が用意され

ている。公的・強制的介入と福祉的支援の双方を有機的に構成し、運用するにあたり、「人権」の視

点から制度のあり方を検討する重要性を認識することができる文献である。

【文献７】池谷和子「アメリカにおける家族の崩壊と『子どもの権利』―児童虐待防止法制度の素材

として―」『東洋法学』57巻３号（2014年３月）173－203頁

　本論文は、児童虐待という社会病理の解決に対し、「子どもの権利」の視点が有効なのかとの疑問

から、アメリカの児童虐待の状況と防止法制度の課題を検討し、わが国の児童虐待防止法制度の「盲点」

を考察することを目的としている。「子どもの権利」については、子どもが親の義務不履行を裁判で争っ

たり、国を訴えることは親密な関係を壊すことにつながるところから、虐待という場面では健全な家

族に国は口を出すべきではないとの要請を尊重する必要があると述べる。むしろ子どもを養育するこ

とで社会を支えるのは家庭であり、子どものために家庭を保護することも法制度の重要な役割りであ

るとする。そのうえで、子どもにとって最も必要なのは「関係」であって、「権利」の名のもとで孤

立化された利益ではないと主張する。

　アメリカの虐待防止法制度について、虐待の定義については、定義の両義性による困難性を指摘し、

罰則付きの通告制度により医師と患者の関係性が阻害され、かかる通告制度による通告の急増により、

本来救済されるべき子どもが児童保護機関の多忙化により救済されなくなる恐れがあるとの意見を紹

介する。また虐待の事実のない家庭に対する「冤罪」が増加したとも指摘する。加えて、虐待事件の

裁判手続が対立構造をとっているため、親子間に緊張関係がもたらされ、手続の長期化に繋がること

を指摘する。里親制度を利用した子ども保護制度については、親子分離における子どもへの心理的負

担に伴うマイナスがあり、虐待親に対する治療プログラムは一般的な夫婦向けのカウンセリングであ

り、根本的な解決にはならないと述べる。

　結論としては、アメリカの虐待防止法制度は人間「関係」を度外視して作られた制度であり、法制

度制定当初の目論見から大きな隔たりが生じているとする。現在のアメリカの虐待防止法制度は、「自

分の子どもを傷つけた親が恐れることなく訪問できる場所、親と子どもが何が起こったかを率直に話

せる場所、脅かされたり罰を受けることを恐れることがない場所が確保されていない」と指摘する。

その上で、現在の虐待防止法制度の問題を解決するためには、「子どもを育てる家庭で失敗を経験し

た人に対する、同情と信頼と励ましに基づいた懲罰的な色彩を帯びない新しいアプローチによるべき」

との主張を紹介する。最後に「子どもの幸せを願うあまりに虐待の範囲を拡大し、些細なことでも国
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家が家庭に強引に介入しようとするのであれば、逆に家庭内の人間関係をギクシャクさせ、家庭その

ものを崩壊させかね」ず、それにより、「家庭外へと放り出される子どもが増えることになる。」と述

べる。子どもの側から見たときには、実の親子関係が重要なのであり、できる限り切り捨てることな

く、家族を救うことが本来の虐待防止につながるのであり、安易に家族介入や里親、養子縁組に依存

しすぎないことが大切であると結論付ける。

　児童虐待防止政策の方向性を検討するに当たり、わが国が大きく依拠してきたアメリカの法制度の

動向やその功罪を認識しておくことはきわめて重要であり、本論文は概括的ではあるがアメリカの制

度の課題を簡潔に整理している。わが国においても、児童虐待に対すさまざまなる強制的介入制度が

導入・運用され、介入的ケースワークが活用されている現状で、アメリカの経験から示唆される部分

は多いといえよう。

【文献８】所貞之「児童虐待問題にみる児童福祉施策の変容と展望」『城西国際大学紀要』22巻３号（2014

年３月）１－16頁

　本論文は、児童虐待対策の沿革を概観し、その特徴を①家族への介入及び支援の拡大と強化　②ニー

ズのリスク化　③リスクアセスメント手法の導入　と整理し、児童虐待施策の既存の「枠組み」の限

界と課題を考察し、「児童虐待時代」の児童福祉施策の展望を探ることを目的としている。

　①については、児童虐待問題の出現は児童虐待施策に対して『問題を抱える家族に寄り添う支援体

制から管理介入する権限を持つ支援体制へと転換』することを迫るものととらえる。②については、「児

童虐待時代」の児童相談所における援助では、家族からの分離の必要性の有無をまず判断することか

ら入るものとされる点で特徴的であるとし、③については、「親と対立してでも子どもを守る」介入

的ソーシャルワークが求められるようになったと指摘する。こうした動きに対して、「社会福祉とい

う存在自体が抱える理念的なあいまいさやあやうさの課題」に直面することを余儀なくされるかもし

れないとの見解（山野良一）を紹介する。

　以上のようなリスク回避に力点を置く対応は、本来の児童福祉ではないはずであり、今後は、児童

虐待問題が児童福祉に与えた影響をさらに検討し、「子育ち環境の福祉的保障」を実現できる新たな

制度「枠組み」構築に向けた研究の必要性を主張する。

　児童虐待に対する介入的ケースワークが「本来の」児童福祉に与える影響を検討し、子育て支援、

健全育成施策との整合性をもった児童福祉施策の構築を進める必要性を指摘する重要な文献である。

【文献９】「＜特集＞司法関与と虐待」『子どもの虐待とネグレクト』16巻３号（2014年12月）240－

269頁

　児童虐待対応への司法の積極的関与については、これを積極的に進めるべきであるとする意見の一

方、現在の児童相談所や裁判所の状況から、司法関与の推進には慎重な意見もある。こうした現状から、

岩城は「特集にあたって」で、①児童相談所による対応のあり方（児童相談所の一極集中主義の見直

しとその人的整備の必要性）　②裁判官や調査官等の司法における人的・質的充実、裁判外紛争解決
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手続（ADR）のような準司法的制度の新設や治療受講命令等の司法関与のあり方が検討課題である

と指摘する。こうした状況から、本特集は、司法の積極的関与を「阻んでいる条件・状況を明らかに

し、現実に実現可能な対応や変革すべき制度について検討すること」を目的に組まれたと説明する。

久保健二「虐待対応における課題と困難」242－274頁

　児童相談所の専任弁護士としての経験をもとに、虐待対応の現場から見た司法関与のあり方として、

子ども及び親の権利保障、児童相談所の負担の軽減が必要であるとの観点から、一時保護に対する司

法審査、臨検・捜索における要件の緩和、面会交流に関する司法審査等を提案する。

吉田恒雄「子どもの権利条約からみたわが国の子ども虐待防止法制の課題」250－255頁

　子どもの権利条約における児童虐待防止に関する条項を概観し、国連子どもの権利委員会からの勧

告等とそれに対するわが国の対応を紹介する。同条約からみた残された課題として、児童虐待防止体

制の充実、性的虐待への対応、体罰禁止の法的明示をあげる。

山本恒雄「介入型ソーシャルワークと司法関与」256－262頁

　従来、わが国の児童相談所が行ってきた「相談支援型ケースワーク」が「機能破綻の危機」に瀕す

ることになり、とくに都市部の児童相談所では「介入型ソーシャルワーク」による対応が徐々に認識

されはじめた。子どもをめぐる親権・国家との関係を十分に検討することなく、児童相談所が対応し

てきたことが現在の親権者と児童相談所の対立の背景にあると分析する。この問題の解決には、子ど

もの安全と最善の利益を軸とした児童福祉上の支援と、親権に対する法的制限の判断行為としての司

法関与を分離・併行の制度とすることが必要であると述べる。児童虐待への司法関与を検討するに当

たり、─その詳細は明確ではないが─新たな「権利擁護機関」ともいえる組織を提言するものであ

り、興味深い。

石田文三「司法関与における裁判所の機能」263－268頁

　従来、裁判所の役割は過去の事実の確定にあるが、家族関係事件のように将来の予測であっても紛

争解決や人権を守るためには、法律によってこれを裁判所の役割にすることができるし、裁判所は判

断機関としてのポジションにこだわることなく、子どもの成長にとって最もふさわしい方法について

裁判所スタッフ等の協力を得て考えていく必要があると述べる。この関係で、児童福祉法28条事件に

おいても家族再統合を可能にするだけの児童相談所の人員増や指導命令制度の創設を提案する。ただ

し、一時保護に対する司法関与については、児童相談所の人員確保ができなければ児童相談所の負担

増になるため、慎重に検討すべきであると指摘する。

川崎二三彦「原胤昭に叱られた」269－274頁

　明治期に被虐待児の保護に携わった「原胤昭」との対話の形をかりて、一時保護への司法関与につ

いて語り、司法関与制度を設けることだけで事態が解決できるか否かとの疑問を投げかける。

 （吉田恒雄）
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２　民法分野

【文献10】飛澤知行「児童虐待防止のための親権制度の見直しについて―平成23年民法等一部改正―」

『戸籍時報』689号（特別増刊号）（2012年10月）１－97頁

　本稿は、2011年民法改正の立案担当者の一人である著者が、「家族法・戸籍制度研究会」第22回定

例研究会（2012年６月30日）において行った講演の記録である。講演では、児童虐待防止を主眼とし

て行われた2011年親権法改正に至る経緯を説明した後に、民法及び児童福祉法の改正のポイントを逐

条的に解説する。講演の最後に、著者は、「感想めいたもの」と断った上で、本改正法によって導入

された親権制限制度の実効的な機能の成否が児童虐待防止対策をにらんだ運用の在り方にかかわって

くること、地域ネットワークの再構築に向けた支援のように行政機関に代わって問題に対応できる仕

組みづくりが重要であることなど、運用体制や環境整備を今後も検討していくことの必要性を説く。

　著者により編まれた2011年民法改正についての解説書として、飛澤知行編著『一問一答　平成23年

民法等改正　児童虐待防止に向けた親権制度の見直し』（商事法務、2011年）が第６期に刊行されて

おり（同書の紹介については、吉田恒雄編著『日本の児童虐待防止・法的対応資料集成―児童虐待に

関する法令・判例・法学研究の動向―』（明石書店、2015年）751頁（髙橋由紀子解説）参照）、同書

では、一問一答形式で改正の意義や制度の趣旨が網羅的に解説される。同書と本稿をあわせて読むこ

とで、児童虐待防止のための2011年民法改正の意義や内容がよりよく理解できるものといえる。

【文献11】細矢郁「民法等の一部を改正する法律の概要」『ケース研究』311号（2012年5月）74－91

頁

　本稿は、裁判官である著者が、「主として家庭裁判所における家事実務に関係が深い部分について」、

2011年の「民法等の一部を改正する法律」による改正の概要を紹介するものである。はじめに「改正

の経緯」に簡単に触れた後に、「民法」「児童福祉法」「戸籍法及び家事審判法」の順に、改正のポイ

ントが要領よく解説される。改正法の内容を概観する際に、有用な文献である。なお、著者による今

期の論考として、細矢郁「児童福祉法28条事件及び親権喪失等事件の合理的な審理の在り方に関する

考察」『家裁月報』64巻６号（2012年６月）１−67頁【文献２】があり、同論文では、東京家裁にお

いて検討された合理的な審理の在り方が裁判実務家を主たる読み手として想定して論じられている。

【文献12】許末恵「児童虐待防止のための民法等の改正についての一考察」『法曹時報』65巻２号（2013

年２月）１－38頁

　本稿は、2011年の「民法等の一部を改正する法律」の意義と問題点を検討するものである。筆者は

すでに前稿（許末恵「児童虐待防止のための親権法改正の意義と問題点―民法の視点から」『法律時

報』83巻７号（2011年６月）65−83頁）において、審議会等の議論を踏まえて法律案段階での改正法

の意義と問題を検討していたが（前稿の紹介については、吉田恒雄編著『日本の児童虐待防止・法的

対応資料集成―児童虐待に関する法令・判例・法学研究の動向―』（明石書店、2015年）752−753頁

（髙橋由紀子解説）参照）、本稿では、前稿では扱うことのできなかった事項や、改正法の成立後に新
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たに生じた疑問を検討することとされている。

　改正法は、身上監護に関する民法820条において「子の利益のために」という文言を追加した。こ

の点について、子の利益が裁判所の判断基準として規定されたことを指摘しつつ、「親権者が子の利

益のために親権を行使したかどうかを裁判所が直截に判断することは、親権の権利性に対する不当な

制約を招き、親権者に認められた自由な判断の領域を不必要に制限する危険性を持つ。」（17頁）と、

懸念を述べる。親に対する支援や援助が十分に保障されることなく親権を制限されることには、子に

とっても、親による養育を受ける機会を奪われることを意味するとされる。基本法において親の権利

を認め、社会法において親への支援を取り込んだ制度を構築しているドイツ法と比べて、「そのよう

な制度的背景もなく、児童虐待防止のためとはいえ、もっぱら親権（の権利性の）制限の点から子の

利益を捉えること」に対する疑問が述べられる（19頁）。

　新設された親権停止制度に対しては、すでに前稿においていくつかの問題が指摘されていたが、本

稿では新たな問題の指摘もなされる。まず、親権停止と親権喪失との関係について、親権停止制度で

は一時的な親権の停止が子の福祉に適うと考えられる事案が想定されているものの、親権停止の効果

も親権全部の行使の停止であることから、親権喪失よりも効果が軽いと言い切れるか疑問であるとさ

れる。不適切な養育を伴わない医療ネグレクトや親権の個別の権利行使が問題となる場合には、過剰

な権利制限が生じ、緊急な対応が必要な場合には、親権の一時停止を本案とした保全処分によること

になる点などは、これまでの親権喪失審判と同様の問題であることが指摘される。そして、親権停止

の要件の軽さに対応する効果としてはむしろ重いと評価できることが指摘される。また、民法上の親

権停止制度と児童福祉法上の28条審判との関係についても検討される。両者のいずれを児相は優先す

べきかについては、保護者が指導に従う意欲を削がないという観点や親権停止は権利制約の程度が大

きいとの考えから児童福祉法28条による措置を優先すべきとする児童福祉実務・家裁実務の立場と、

児童福祉法28条審判の効果の不明確さや親権停止の際に児相の措置の自由な選択が可能になることな

どから親権停止審判を原則として選択するべきとの立場がある。これに対して、筆者は、「……これ

らの利点は、親権を停止しなくても、児童福祉実務が本来備えておかなければならないはずのもので

ある。」「……本来ならば児福法等の改正によって行うべき児童福祉実務の改善を民法上の措置や民法

の改正によって行うようなことは避けるべきである。」（33頁）と主張する。

【文献13】坪井節子「虐待と親権制度―傷ついた子どもに寄り添って―」『家族研究年報』39号（2014

年）５－16頁

　筆者は、「今晩、帰る場所がない」子どもたちの緊急避難のためのシェルターとして2004年に東京

で開設された「カリヨン子どもの家」を運営する社会福祉法人の理事長である。本稿では、まず、子

どもシェルターの概要とシェルターに逃げてくる子どもたちの状況が紹介される。「子どもは親の所

有物という考え方が根強かった日本社会では、虐待が発見されても、親権者から子どもを保護しなけ

ればならない場面でも、親権者の『権利』が非常に強く主張され、子どもを親とは別のひとりの人間

として、その存在を、その意思を尊重しようという方向には、なかなか動かない。」（11頁）という言
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葉は、長年、子どもの権利擁護のために活動してきた筆者の実感でもある。筆者は、2011年民法改正

による親権制度に言及しつつ、新制度の今後の運用によって、虐待された子どもを親権者から守るた

めの実務が改善されることに期待を寄せる。その一方で、実際に子どものシェルターに避難した子ど

もを保護する現場で直面した親権の問題として、親の協力を得なければならない様々な場面（就労に

あたっての身元保証、携帯電話購入、入学願書や誓約書への親の署名、アパートの賃貸借契約の同意）

があること、性的虐待を受けた子ども本人が実父を告訴することに母親が親権者として反対している

場合に、これを超えて手続を進めることが子どもにとって大きな精神的負担となることなどが挙げら

れる。新設された親権停止制度がこのような場面で有効に機能するのかという問いかけに続けて筆者

は述べる、「制度改正はあっても、現場での課題の解決には、ただちに結びつかないことも多いだろう。

課題を明らかにしながら、さらに子どもの権利保障のための制度改善の道を探っていかなければなら

ない。」と（16頁）。

【文献14】新・アジア家族法三国会議編『親権と未成年後見』（日本加除出版、2014年９月）

　本書は、2012年11月24日に、韓国の高麗大学校で開催された「第２回新・アジア家族法三国会議」（テー

マ：親権と未成年後見）における個別報告（韓国５名、台湾２名、日本３名）に関する論考を収録す

る。本会議では、①親権・未成年後見法の現況と改正の動向、②子の福祉と親権法の課題、③親権と

未成年後見との関係という３つの個別テーマが設定され（「企画の趣旨」：同書1頁）、第１章「韓国の

親権と未成年後見」、第２章「台湾の親権・未成年後見制度」、第３章「日本の親権と未成年後見」の

３つの章から本書は構成される。特に、児童虐待との関係で注目されるのは、以下の各論考である。

　韓国では、増加しつつある児童虐待問題及びそれに対する実効性ある対応の必要性が認識され、

2014年１月28日に「児童虐待犯罪の処罰等に関する特例法」（以下「特例法」）が成立し、2014年４月

には親権の「一部停止・一時停止」、特に医療ネグレクトを念頭に置いた「親権者の同意に代わる決定」

の新設を含む民法改正案（以下「改正案」）が国会に提出された。本会議では、韓国における「特例法」「改

正案」の内容が詳細に紹介されている。まず、李垠廷「親権制限の柔軟化」（第１章第３節：同書35

−46頁）は、当時の韓国法における親権制限の限界を具体的に明らかにした上で、親権の一部・一時

制限制度の導入など親権制限の柔軟化の必要性を説きつつ、改正案の内容を紹介する。鄭求兌「児童

虐待と親権・未成年後見」（第１章第５節：同書61−73頁）は、児童虐待の概念と発生状況をみた上で、

2014年１月に成立した特例法のポイント（児童虐待行為者に対する臨時措置、被害児童に対する保護

命令）を紹介する。日本における2011年民法改正では見送られた、「親権の一部制限」や裁判所による「親

権者の同意に代わる決定」を積極的に導入しようとする韓国法の動向は、注目されるものである。

　台湾においては、2011年にそれまでの「児童及び少年福利法」を改正し、名称も新たに「児童及び

少年の福利と権益保障法」（以下「児少保障法」）とされた。鄧學仁「子の福祉と親権法の課題」（第

２章第２節：同書93−111頁）は、児童虐待の危険要因として、父母の薬物乱用・アルコール中毒が

あることが認識されており、児童の父母・後見人が薬物乱用・アルコール中毒によって指名手配・勾

留・強制治療・入獄したときに、警察・検事・判事がその家にいる12歳以下の児童の生活状況を積極
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的に調査するとする法改正が2012年に成立したが、児童虐待の問題があまり改善されていないことを

指摘する。その上で、改正された児少保護法の要点として、①身分権益の保障、②私人間の養子縁組

の原則禁止、③家庭式保育サービスの登記制採用、④マスメディアの報道環境の健全化、⑤市町村の

長を児童保護の通報人として増設、⑥マスメディアによる子の身分情報の報道についての制限、⑦司

法処遇を受ける児童及び少年への支援、⑧児童及び少年の福利機構の欠格事由の増設、⑨父母・後見

人・実の世話人の特別義務について紹介する。さらに、親権制度の問題点を実際の事件を紹介しなが

ら明らかにし、将来の親権法の発展すべき方向性を示す。

　日本法については、棚村政行「児童虐待と親権・未成年後見制度の見直し」（第３章第２節：同書

123−135頁）が、日本における児童虐待問題の現状、虐待防止法制の改正の歴史、2011年民法及び児

童福祉法改正の内容を紹介した上で、今後の日本法における検討課題を明らかにする。

【文献15】床谷文雄＝本山敦編『親権法の比較研究』（日本評論社、2014年８月）

　本書は、比較法学会第76回総会（2013年６月２日、於：青山学院大学）における、シンポジウム「親

権をめぐる比較法的課題―日本の課題と各国の対応―」（シンポジウムの詳細については、『比較法研

究』75号（2013年12月）１−124頁参照）で紹介された７ヵ国の法制に新たに９ヶ国（地域）の法制

を加えて、各国の親権法の状況を紹介・分析する研究書である。

　比較対象とされるのは、以下の法制である（カッコは執筆者名）。すなわち、英米法として、「イギ

リス」（田巻帝子）、「アメリカ」（山口亮子）、「オーストラリア」（小川富之）、「ニュージーランド」（梅

澤彩）、「シンガポール」（清末愛砂）、大陸法として、「ドイツ」（床谷文雄・稲垣朋子）、「オーストリ

ア」（渡邉泰彦）、「フランス」（栗林佳代）、「イタリア」（椎名規子）、「ブラジル」（マルセロ デ アウ

カンタラ）、北欧法として、「スウェーデン」（千葉華月）、東欧法として、「ポーランド」（小森田秋夫）、

アジア法として、「中国」（朱曄）、「台湾」（黄浄愉）、「韓国」（金亮完）、「インド・パキスタン」（伊

藤弘子）が取り上げられる。「日本法」については、実務家からの視点として、榊原富士子弁護士と

打越さく良弁護士の論考が、「各国法からの示唆」として、最後に本山敦教授のまとめがなされている。

　本書自体は、児童虐待に特化したテーマを掲げるものではないが、各国の親権制限制度の状況を知

る上で必読の書であるといえる。

【文献16】金子修編著『逐条解説・家事事件手続法』（商事法務、2013年10月）

　家事事件手続法は、2011年５月に成立し、2013年１月１日から施行された。本書は、この新しい家

事事件手続法の立案担当者らによる逐条解説書である。制度の概要だけでなく、旧法との関係や立法

の背景にも言及されており、今後の実務において新法の立場を知るための必読書である。なお、金子

修編著『一問一答・家事事件手続法』（商事法務、2012年）は、Ｑ＆Ａ方式で新しい家事事件手続法

の内容を紹介する文献であり、本書と併せて読むことでさらに家事事件手続法の理解を深めることが

できる。
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【文献17】松本克美「児童期の性的虐待に起因するPTSD等の発症についての損害賠償請求権の消滅

時効・除斥期間」『立命館法学』349号（2013年）１－43頁

　本稿は、児童期に受けた性的虐待を理由とした損害賠償請求権の行使が、その特徴から、加害行為

から長期間を経てはじめて行われた場合に、民法724条に定める損害賠償請求権の消滅時効（「損害及

び加害者を知った時から３年」：民法724条前段）や除斥期間（「不法行為の時から20年」：民法724条

後段）の経過により裁判所によって棄却される可能性があるという問題を本格的に論じたはじめての

論文として注目される。筆者は、損害賠償請求権の消滅時効・除斥期間を一貫した研究テーマとして

おり、これまでにも養父による性的虐待について消滅時効の起算点が問題となった福岡高裁判決平成

17年２月17日の評釈を著している（松本克美『続・時効と正義―消滅時効・除斥期間論の新たな展開

―』（日本評論社、2012年）259−267頁）。

　筆者は、まず児童期の性的被害の特色として、加害当時に被虐待児の心身に重大な影響を及ぼすだ

けでなく、成年後にも長期間にわたって深刻な影響を与え続けることがあることを指摘する。そして、

児童期の性的虐待被害が発覚しにくい理由として、①加害者の巧みな操作、②被害の隠匿に関する親

の関与、③罪悪感・自己嫌悪感、④語ることばをもっていないことの４点を挙げる。また、長期間経

過してはじめて損害賠償の提訴が行われる要因については、「児童期には性的虐待の意味もわからず」

「わかったとしても他人に言えない状況の中におかれている」ために、児童期に父親や親族に対して

不法行為の責任を追及することが無理なこと、大人になってPTSDなどの症状が出ても、その原因が

幼少期の性的虐待にあることを認識できなければ、加害者に不法行為責任を追及することができない

と述べる。

　本稿では、「３年の消滅時効の起算点」と「20年の期間の起算点」（筆者は民法724条後段の期間制

限を「除斥期間」でなはなく「長期時効」と解する）のそれぞれについて、これまでの判例及び学説

における議論の状況が丹念に分析された上で、児童期の性的虐待の特色を踏まえた時効の起算点が明

らかにされる。「３年の消滅時効の起算点」については、その被害の類型（①継続的加害行為、②後

発潜在型被害、③潜在進行型被害、④不法行為性隠匿型被害）に応じた分析がなされ、さらに性的行

為の意味の理解と家庭共同体内での提訴の困難性に鑑みて、加害者が親権者である場合には、起算点

は被害者が成年に達して以降と解するとする。「20年の期間の起算点」については、児童期の性的虐

待に起因したPTSD等が長期間経て成人後に発現した場合に、不眠症やうつ状態などの現在の症状が

児童期に受けた性的虐待が原因のPTSD等であると医師によって診断された時点を起算点とすべきで

あるとする。被害者からの損害賠償請求に対して加害者が消滅時効の援用ないし除斥期間経過の主張

をすることに対しては、加害者が児童に対して被害の告発を明示的に威嚇していたか否かにかかわら

ず、権力関係を背景に、被害の告発を許さない心理状態を加害者自身が作り出していることを理由と

して、これを権利濫用として許さないと解するとされる。さらに、フランスやドイツにおいては、性

的虐待の被害者の権利を保護できる法制となっていることを紹介し、立法論的な提言として、日本で

進められている債権法改正においても検討されるべき旨を主張する。

　本稿の公表前の平成25年４月16日に釧路地裁は、叔父から幼少期に受けた性的虐待に起因する
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PTSD等の発症の被害に対する女性の損害賠償の請求を除斥期間の経過を理由として棄却した（その

後の高裁判断を含む事件の詳細については、【判例５】の解説を参照）。本稿の最後では、本事件に対

して、上記のような筆者の立場からの批判がなされる。なお、本件の控訴審では、筆者の主張をその

まま認めたわけではないが、結論として原告の損害賠償請求が認められている（筆者による控訴審

の評釈については、松本克美「児童期の性的虐待被害に起因するPTSD等の発症に対する損害賠償請

求権の時効・除斥期間―釧路PTSD等事件控訴審判決―」『法律時報』87巻11号（2015年10月）165−

168頁を参照）。

 （阿部純一）

３　刑事法分野

【文献18】大阪弁護士会人権擁護委員会性暴力被害検討プロジェクトチーム編『性暴力と刑事司法』

（2014年）

　本書では、日本の刑事立法や刑事司法における性差別が性暴力の克服を困難なものとしているとい

う問題意識から、その問題を明らかにするとともに、諸外国の法制度を紹介している。児童虐待に関

連する提言としては、児童福祉法における児童淫行罪や青少年保護育成条例における淫行処罰規定と

いった「特別法の……諸規定を整理し、刑法又は１つの特別法に組み込んだ立法を行うこと」や、強

姦罪その他を親告罪とする規定の廃止に加え、司法面接の際に録音・録画された供述を有罪の証拠と

できるようにする「陳述録画制度」の導入が挙げられている（雪田樹里＝斉藤豊治）。

　このうち刑罰規定を整理したかたちでの立法については、“性的虐待罪”の新設をも意味するもの

であるが、その内容として、「構成要件そのものの客観化」が提言されている。この提言によれば、“性

的虐待罪”の構成要件は、「兇器を用意して暴行もしくは脅迫している場合」や「加害者が権威ある

立場であり、被害者は……拒否できない場合」などの要件を満たせば、不同意であることの立証責任

が被告人に転換される（または不同意が推定される）ようなものとなる（雪田樹里＝斉藤豊治）。

　この提言の論拠として挙げられるのは、実際の刑事裁判にあって、不同意の事実すなわち行為が被

害者の意思に反するという事実の証明は種々の困難を伴うこと（要するに、被害者の態度といった情

況証拠や被害者の供述から不同意を認定するのに困難が伴うこと）である。これ以上に、そもそも「す

べての性行為は不同意であるという前提から物事を考えて行くことが必要である」といった見方も示

されている（後藤弘子）。この見方は、性犯罪一般について暴行・脅迫の存在を犯罪の成立要件から

外す可能性も内包しているため、通常の女性を対象とした行為について「意思に反すること（性交に

関する合意が否定されること）を間違いなく確信することのできない事例を強姦罪として有罪とする

ことを意味することとなりうる」という理由から、この見方に警戒の目を向ける見解もある（井田良

「性犯罪処罰規定の改正についての覚書」『慶應法学』31号（2015年２月）43−60頁［52−53頁］）。もっ

とも、子どもを対象とした“性的虐待罪”の構成要件について暴行・脅迫の存在を要件から外すこと

は、諸外国の例（本書ではイギリス（川本哲朗）、フランス（島岡まな）、ドイツ（高山佳奈子）、ア

メリカ（斉藤豊治）、韓国（崔鐘植）の立法例が紹介されている）にならっても当罰性を認めうるため、
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問題が生じないものと一般に考えられている（なお、児童淫行罪などの規定を参照）。

【文献19】丸山雅夫「児童虐待への刑事的対応」『南山法学』38巻１号（2014年）１－26頁

　「児童虐待への刑事的対応……の不充分さ」や「児童虐待関連犯罪の積極的な立法の必要性」など

に関する指摘・主張の存在を「前提としながら、児童虐待事案への刑事的対応のあり方について考察

する」ことを目的とした論考である。児童虐待の防止に関する法制度の変遷を概観し、児童虐待を犯

罪として捕捉しえる罰則規定が古くから刑法典にあるということを踏まえ、新たな罰則規定を新設す

ることの実質的な意義・理由について検討したうえで、性的虐待および身体的虐待を対象とした犯罪

類型の新設については「立法の意義と一応の必要性」を認めるとともに、児童相談所による対応の改

善に向けた法の整備を喫緊の課題と位置づける。

　刑事法の学説全体における多数派は児童虐待に特化した罰則規定の新設を不要と考えているという

見方に立脚して、新たな罰則規定の新設を主張するときは、「既存の犯罪構成要件では対応できない

事案があり、そしてそうした事態が見過ごせないものであることなど、現行の対応では不充分である

ことを根拠として展開されなければならない」と論じる。そのうえで、既存の規定による対応が過度

に抑制されているわけではないことや、刑事裁判における量刑が通常の事案と比べて総じて軽すぎる

ような状況は（心中事案を別にすれば）認められないことに加え、社会の規範意識を向上するための

象徴性も単独で立法の根拠とすべきでないことから、これらの文脈で論じる限り、従来とは異なる構

成要件の設定や法定刑の引き上げを正当化するのは困難であるという見解に立つ。他方で、児童相談

所の対応に向けられる批判の裏返しとして刑事的対応の積極化を論じることについては、児童相談所

の体制や実態が適切な対応にふさわしいものなのかという問題意識をもとに、「児童相談所のあり方

を改善したうえで、適切な判断を担保する体制を整備する」ことが提言されている。

　性的虐待に関しては、改正刑法草案における「保護・監督関係にある者の偽計・威力による姦淫」

を念頭に置いて、当罰性があるのに既存の構成要件によって捕捉しえない行為を認め、新たな犯罪類

型の新設に対する一定の説得力を認め、同時に非親告罪とすることの必要性も肯定する。また、身体

的虐待については、継続性を有した暴行を念頭に置いて、暴行罪よりも重い法定刑の罰則規定を設け

る余地などに言及する。

　本稿は、「安易な刑罰権の発動の前に、できる限り福祉的対応の努力が払われるべきことが当然の

前提」であり、その前提に立って、児童福祉の専門機関である児童相談所が「福祉的対応を継続すべ

き虐待事案と刑事的対応も止むを得ない虐待事案とを正確に判断して区別」できるように法の整備が

進められなければならないものと明言する。この言明からうかがえるとおり、本稿は全体として、解

釈学の見地から刑法の謙抑性や断片性といった基本命題に留意するというスタンスを堅持しているの

とともに、少年法の研究に携わる立場も影響して、福祉による対応の意義を強調する。

【文献20】岡田行雄「子ども虐待への刑事法的介入」『熊本法学』129号（2013年）120－84頁

　「近時の子ども虐待ケースへの刑事法的介入の現状を踏まえた上で、……介入の拡大を志向する近
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時の実務・理論の動向だけでなく……介入それ自体についても、刑事法理論及び日本国憲法が提示す

る価値の観点から検討を加えることを通じて、……子ども虐待ケースへの刑事法的介入のあり方を明

らかにする」ことが論考の目的となっている。そして、本稿の結論が大綱的なものであって詳細な論

証は今後の課題として残しているという断りを入れたうえで、刑事法的介入の拡大を志向する動きに

は消極的な姿勢を示している。

　裁判例にみられる刑事法的介入の拡大の動向に対しては、児童虐待を扱った近時の裁判例が以前と

比べて適用する条文の点でも量刑の点でも拡大・厳罰の方向にあるという評価を示したうえで、不真

正不作為犯の成立や故意の認定に関して罪刑法定主義や責任主義の観点から疑義を抱かせるような傾

向があるものと論じる。また、刑事法的介入の拡大を志向する見解に関して、特別予防を目的とした

新たな犯罪類型の新設や非刑罰的措置の創設に対しては、その効果に疑問を投げかけるのとともに、

児童虐待の疑われるケースに捜査機関が介入するときのデメリット（親子のケアと家族の再統合に対

するマイナスの効果）の大きさを懸念する。また、捜査が安易に優先・先行すれば（捜査機関による

独自の判断と取り組みゆえに）福祉の配慮に欠けるような対応が深刻化するという問題も指摘する。

いずれの事項についても、刑法の基本原則や子どもの成長発達権といった視点から、刑事法的介入を

最終手段と位置づけなければならないことが強調されている。

 （岩下雅充）

４　憲法・行政法分野

【文献21】横田光平「行政法学からみた『悪魔ちゃん』事件－戸籍法と「法律による行政の原理」・

適正手続の保障・裁判を受ける権利」『自治研究』88巻10号（2012年10月）57－80頁

　児童虐待問題を法的観点から考察する場合、子ども・親・国家の間の法的関係を問うことは基本的

な視点といってよい。本論文は直接には戸籍法に関する「悪魔ちゃん」事件を素材とするものである

が、同事件における戸籍事務手続に焦点を当てることによって子ども・親・国家の間の法的関係を問

うことを通じて、児童虐待問題の法的考察についても示唆を得ようとするものである。

　まず同事件の概要及び家事審判の内容を紹介した後、命名権の濫用と国家介入の関係について、問

題の基本構造を確認した上で、本論文は、同事件の手続のあり方につき、行政法学の基本原理である

①法律による行政の原理、②適正手続の保障、③裁判を受ける権利の３つの観点から批判的な検討を

行う。具体的には、①法律による行政の原理の観点からは、戸籍法の明示する要件に該当しないにも

かかわらず法律の根拠に基づくことなく出生届の受理が拒否された点を批判する。②適正手続の保障

の観点からは、戸籍法における届出の受理が行政による職権行使の制約を伴うなど重大な法効果を有

するものであることを確認した上で、届出の受理に関して理由付記制度の不備を指摘し、さらに司法

の事前関与の仕組みが求められるとする。とりわけ後者については児童虐待に係る児童福祉法28条１

項の承認審判の手続が参考とされる。③裁判を受ける権利の観点からは、当時の戸籍法118条（現行

法では121条）に定める市町村長の処分に対する家庭裁判所への不服の申立ての審判につき、行政訴

訟との関係を問い、児童福祉法28条１項の審判と取消訴訟の関係に係る東京地判平成20年７月11日・
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裁判所HPが、取消訴訟において確定審判の認定・判断に反する主張をすることはできないとした判

断を「裁判を受ける権利」の観点から批判することを通じて、戸籍法上の制度についても訴訟手続の

排除は許されないとする。

　「悪魔ちゃん」事件と児童虐待問題の間で視線を往復させる検討を通じて、児童虐待問題における

子ども・親・国家の関係の手続的観点からの考察をより普遍的な観点から行うための手掛かりが示さ

れているといえよう。

【文献22】横田光平「行政過程における司法と行政訴訟　－家事審判・臨検捜索・一時保護－」礒野

弥生ほか編『現代行政訴訟の到達点と展望　宮﨑良夫先生古稀記念論文集』（日本評論社、2014年２月）

95－113頁

　2007年児童虐待防止法改正で導入された臨検捜索手続における裁判官関与の仕組みは、司法関与と

行政訴訟との関係という論点を浮かび上がらせた。また、児童福祉法28条１項の家事審判についても

行政訴訟との関係が問われ始めている。本論文は、非訟手続まで含めて行政過程における司法と行政

訴訟の関係を一般的に問う形で、児童虐待問題における主要な仕組みにおける司法関与に係る諸問題

について憲法32条の「裁判を受ける権利」の観点から総合的な考察を試みるものである。

　本論文は、まず非訟手続につき憲法上の問題点をあらためて確認した後、これと対比して親権喪失

等の審判につき、当事者主義的対審公開の手続でないことの憲法適合性を論じ、手続保障の視点を強

調する（Ⅱ）。その上で、親権喪失等の審判手続と比較しつつ28条審判の手続保障につき検討し、家

事事件手続法制定に際し28条審判については審問期日における親権者の陳述聴取が保障されなかった

点を確認し、両者の審判の性格の違いを指摘する。そこから28条審判を経た措置に対する取消訴訟（行

政訴訟）につき、28条審判の判断対象を訴訟審理から除外する裁判例（東京地判平成20・７・11裁判

所HP）に対し、憲法32条の観点から疑問であるとする（Ⅲ）。さらに、28条審判の対象につき、適正

手続の観点から措置の内容を対象とする実務・多数説が妥当であるとする一方、憲法32条の観点から

児童虐待防止法12条１項の子どもとの面会通信制限などを（家事審判ではなく）取消訴訟の対象とす

べきとする。あわせて28条審判と差止訴訟の関係における理論的難点をも指摘する（Ⅳ）。これに対し、

児童虐待防止法10条の６に定める臨検捜索における差止訴訟の排除については、憲法32条違反と断ず

る（Ⅴ）。最後に、2011年児童福祉法改正時の一時保護における司法関与の導入をめぐる議論につき、

行政訴訟の存在を理由とする消極説の問題点を指摘する（Ⅵ）。

　総じて行政過程における司法関与については適正手続の保障、裁判を受ける権利、２つの観点から

の考察が求められるとの一貫した立場から個別の論点について検討がなされており、広い視野から児

童虐待問題の諸手続のあり方を問うものとして注目される。



─ 78 ─

【文献23】中山代志子「行政調査における令状主義の適用範囲―刑事法および米国憲法修正４条から

みた行政手続に関する一考察―」『早稲田大学大学院法研論集』第148号（2013年）123－151頁、第

149号（2014年）225－251頁

　本論文は、行政調査における令状主義につき米国憲法修正４条をめぐる議論を素材として考察する

ものである。本論文によれば、日本法においては令状主義は強制調査のうちもっぱら犯則調査に限っ

て刑事手続との関連において捉えられてきたが、刑事手続においては実力行使といった強制手段のみ

ならず、偽計による場合（おとり捜査）や意思に働きかけない場合（Ｘ線照射、通信傍受）も強制処

分と解されて議論されているのであり、行政調査についても多彩な議論の展開が求められるとする。

　そのため、本論文は日本国憲法35条が範とした米国憲法修正４条をめぐる議論に手掛かりを求め、

同条項の原初的意義を確認した後、その後の展開過程を辿り、とりわけ現代のデータ・マイニング時

代における新たな問題状況に焦点を当てる。その上で、考察結果を踏まえて、日本法について、犯則

調査を強制調査の一般型と考えるのではなく、犯則調査を超えた強制調査につき、行政上の制裁は刑

事制裁よりも軽いわけではなく、刑事・民事の差は相対的であるとして、令状主義の検討が求められ

るとする。

　以上の考察を経た本論文は、結論として、①近い将来起こる可能性のある、政府による大々的な情

報収集に対し、事前抑制を働かせる必要があり、その一つの手段として令状がある、②令状主義の根

底にある、私人の活動の自由領域の保障という趣旨からすれば、行政調査のうち犯則調査並びに緊急

時のみを「強制調査」と分類することは不適切である、③実質的に人権に多大な影響を及ぼす調査に

ついては、行政調査においても令状による「強制調査」を認める一方、無令状・瑕疵ある令状調査に

対する争訟を広く認めるべきである、と主張する。

　児童虐待防止法に導入された臨検捜索手続につき、米国憲法修正４条をめぐる議論を手掛かりとし

て正当化を試みる研究はこれまでにもあったが、それら先行業績と比べて本論文は、刑事訴訟法の議

論を踏まえて「強制」の意味自体を考え直すべきであるとする点に特徴があり、それによって議論の

射程が広がることとなっている。児童虐待問題においても臨検捜索手続以外の情報収集過程まで視野

に入る可能性が開けるように思われるのであり、今後の研究の進展が期待される。

 （横田光平）

５　児童福祉分野

【文献24】和田一郎他「チーム研究３．「一時保護所における支援の充実 ― 一時保護所の概要把握と

入所児童の実態調査―［50-131.pdf（534KB）］」『日本子ども家庭総合研究所　紀要』第50集（平成

25年度）（2014年）

　一時保護所は、どの自治体の中核的な児童相談所にも備えられており児童虐待対応の主軸として注

目を浴びることも少なくないが、その実態に迫る網羅的な研究はこれまであまりなされてこなかった。

この研究は、「一時保護所の基本的な課題を整理することを目的に、各自治体に実態調査を行い、ケ

ア基準の統一化を図るための基本課題を整理することを目指した」ものであり、「一時保護所の実態
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及び入所児童調査」「一時保護所の構造化」「食」の分担研究から構成されている。特に児童虐待との

関連では、「一時保護所の実態及び入所児童調査」において、入所児童の61.8％が過去に取り扱い歴

があり、取り扱い歴平均3.27回、一時保護歴45.7％、保護回数2.84回、措置歴25.2％、措置回数1.66回

など、複数回保護が多いことが明らかにされ、また、平均保護日数と虐待件数も多いことが示された。

虐待歴については、過去に虐待通告があった児童は45.5％、主な虐待は身体的虐待とネグレクトで約

半数を占める。一方で、主たる虐待とは別にあてはまる虐待を問うと、心理的虐待の割合が31.8％で

最多である。虐待の認識は「なし」が56.3％で、「あり」より多く、「保護者が保護を求めている場合

でも、63.4％が虐待の認識がなく、虐待の事実を認めないまま、保護に至っているケースが多い」と

いい、この認識の齟齬がその後の支援を困難にする可能性は指摘するまでもない。「中学生、高校生

年齢になるほど、虐待の認識が「なし」の割合が増えている」という。

【文献25】安部計彦「ネグレクト事例の保護の判断基準」『西南学院大学人間科学論集』８巻２号（2013

年２月）109－133頁

　児童相談所の一時保護決定の基準については、国の児童虐待対応マニュアルとしての役割を果たし

ている『子ども虐待対応の手引き』（厚生労働省）があり、その中に「一時保護決定に向けてのアセ

スメントシート」（表５−２）も綴じられているが、なおネグレクトによる保護の判断基準が明示さ

れているとはいいがたいことを説明した上で、筆者が主任研究者として㈶こども未来財団の研究委託

を受けて取り組んだ「要保護児童対策地域協議会のネグレクト家庭への支援を中心とした機能強化に

関する研究」の成果を再分析することで、ネグレクトによる保護が決定されている基準の現状分析を

行ったものである。

　その結果、市町村が対応しているネグレクト事例は軽度から深刻な事例まで非常に幅が広いこと、

乳児の一時保護は乳児院等に委託一時保護を行うことが通例であることから早期に入所措置に切り替

える傾向にあること、15歳以上では離婚割合が増えて貧困と虐待の重複した問題等により家庭の養育

力が低下する様子が顕著であり市町村の在宅支援サービスで支え切れなくなり、施設入所には至らな

いようなケースでも一時保護所の利用が増えることが明らかにされた。本研究については「限界と今

後の課題」も明記されており、この成果のみで一時保護の基準が明確になったわけではないが、「こ

の研究は、ネグレクトの保護の判断基準を求める探索的研究である」（p.110）という自評の通り、今

後の展開が期待される。

 （田澤　薫）

【文献26】「里親と子ども」編集委員会『里親と子ども』９号（明石書店、2014年）

　本著では、二つの特集が組まれ、近年の社会的養護や養子縁組に関わる制度や現状について論述し

ている。一つ目の特集（９つの論考）では、「養子縁組あっせん」について、社会的な関心の高まり

から明らかになった課題を取り上げ、養子縁組あっせんを適正化する道を多様な視点から捉えている。

二つ目の特集（６つの論考）では、「里親養育の社会化」について、養育を「ひらき」、社会と「つな
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がる」こととは具体的にどういうことなのか、理論と実践の双方の視点から述べている。宮島清によ

る「養子縁組あっせんを拡げ適正化するための多様な論点」は特集１の論文の一つである。本稿では、

養子縁組あっせんをめぐる多様な論点として、養子あっせんへの関心の高まりの背景にあった奥田安

弘、鈴木博人、野田聖子、高倉正樹、 遠山清彦が示した「養子縁組あっせん法試案」いわゆる「３か

月規定」（児童が出生後３か月を経過するまで、父母などの同意を得ることができない。養子縁組が

成立するまでの間、書面によりいつでもその同意を撤回できる）に対して、養子縁組あっせん事業を

行う民間団体や個人から一斉に反発されたこと、また、あっせん業者の一部に不明瞭な会計や高額な

報酬を団体の役職者が受け取っている疑念が生じ、東京都が立ち入り調査を行ったことが続いたこと

を課題として挙げている。その他、妊娠中から養子縁組の相談を始める愛知県の取り組み「愛知方式」

について、子どもに早期に家庭を提供したという点では評価されるが、実親同意の取り方の関係で疑

義がある点、子どもと実親の命名登録の権利、子のアイデンティティ確立の観点、養育の不調が生じ

た時の子に与える影響の大きさから、内容の検証を行うことが必要であることを示している。「こう

のとりのゆりかご」についても相談体制を全国に広げることは重要なことであるが、ポストの設置を

拡げることには賛同できないことを主張している。最後に、養子縁組あっせんの適正化の不断の振り

返り、自己の実践への批判的な検証が不可欠であると述べている。

　特集２では、林浩康が、自身の子育て観に固執しない養育と社会とのつながり（里親養育の社会化）

について、論文「里親養育の社会化と養育観」の中で「複数養育」の重要性を強調している。具体的

には、養育上の課題を里親個人の問題として捉えず、そして、里親家庭に養育を任せきりにしない「複

数養育」体制の必要性について述べ、子どもを育てていく基盤にどういった養育観を据え、その養育

観に基づきどういった「複数養育」のあり方を具体化するかを再検討することをについて示している。

養育関係を母子という二者関係に限定する階層的組織化モデル論に基づいたアタッチメントの形成を

図る努力を里親家庭に求めること自体が問題であり、「愛着論」「パーマネンシー」概念の誤解に起因

する養育論が里親養育の社会化を阻害化していること、養育者の一貫性とはどういうことなのか改め

て検討する必要があることを述べている。

　厚生労働省が社会的養護の方向性を家庭養護の拡充に舵を切る中、この特集で論じられている内容

は、現実に実践面で直面する壁に一石を投じ、日本における養子縁組、里親養育の新たな体制を構築

するための多くの提案を示した著書といえよう。

【文献27】松永愛子『地域子育て支援センターのエスノグラフィー　－「親子の居場所」創設の可能

性－』（風間書房、2012年５月）

　本書は、妊娠から子育て期まで切れ目のない子育て支援において必要な拠点でもある「地域子ども

家庭支援センター」を通して「親子の居場所」について研究している論考である。具体的には「地域

子育て支援センター」を福祉制度下における位置づけとしてその役割をみる場合と、人間関係が生成

する過程としての「親子の居場所」という役割としてみる場合と、その二つの価値観がせめぎあう中

で「親子の居場所」創出が実現する可能性のある場所として捉え、「地域子育て支援センター」に通っ
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ている親子の事例、それと比較するために、児童相談所に一時保護された子ども、母子分離の事例（児

童福祉法第28条の申し立てにより母子分離が行われた事例）を示し、分析している。

　結論では「A市子育て支援センター」が提供する「親子の居場所」は現代社会において人々が主体

的に生きる力の萌芽を育む可能性がある場所であり、それは福祉の領域のみに限らず必要とされてい

ると主張している。

　今後、さらに地域における虐待予防の役割が、地域子育て支援センターに課せられるであろう。そ

の時に「親子の居場所」としてのセンターの役割が、「妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない子育

て支援」の拠点の一つとして、どのように虐待の予防や早期発見に繋がっていくのか、また、保健領

域に設置されていくであろう「子育て世代包括支援センター」（「少子化社会対策大綱」（平成27年３

月20日閣議決定）で設置について全国展開が示されている）の「親子の居場所」との違いについて、

どのように、その位置づけを理解すればよいのか分析する必要があり、今後の研究展開が期待される。

本書で提示されている地域子育て支援センターの「親子の居場所」としての定義は、子育てに関する「居

場所」研究の一つとして位置づけられ、今後の「居場所」研究の深化の中で影響を及ぼす内容となる

であろう。

 （加藤洋子）

６　教育分野

【文献28】杉山登志郎・友田明美「発達障害との識別は教師には困難　「虐待による行動異常」につ

いて教師が最低限知るべきこと」『総合教育技術』2012年11月号（2012年11月）74－77頁

　学校教員に向けた専門雑誌に掲載されたインタビュー記事である。

　杉山登志郎医師が従来から問題提起を行っている、被虐待児童と発達障害児との行動異常がよく似

た様相を呈することが多いという事象について、とくに教室での見分け方に力点のおかれた解説がな

され、あわせて、「さらに、本来学校がなすべき教科指導に真剣に取り組むことが、虐待への対応へ

も資する」として、教科指導において通常教育の枠組みで成果が上がらない場合には、「発達障害に

よる認知特性に合わせた対応」を学習上で求められ、それでも成果が上がらなかったら「虐待も含め

た他の要因の可能性を考える必要がでてくる」と述べられている。基本的学力の中でも「特に、国語

力は虐待によるトラウマ障害等の改善にも重要な役割を果たし」、国語力の不足は「言語を通した経

験による修正が期待できない」事態を招くという。杉山医師は、学校現場の教師に医療機関との連携

を勧め、「信頼できる医療窓口（小児科医）を、身近な場所で育てることが大切ではないか」「近隣の

医師も、当初は多少の誤診もあるかもしれません。しかし、何度も診療を重ねることで医師は必ず育

つものである。子どもたちのニーズはあるのですから、ぜひそうした医師を育てていっていただきた

い」と呼びかける。

　また、友田医師は、「暴言や性的虐待、厳格体罰等によって脳の各部位の質量異常（減少や増加）

が起きる」と述べる。こうした脳の容積異常は、認知行動療法等による治療効果があるといい、この

情報が、教育現場の早期発見と早期の適切なケアへの動機づけとして示されている。
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【文献29】山本恒雄「子ども虐待通告での緊急保護時の子どもへの配慮」『精神科救急』17号（2014年）

71－75頁

　第21回日本精神科救急学会総会で開催されたシンポジウムでの発題がまとめられた論稿である。

　2012年度に全国の児童相談所における児童虐待相談は66,701件であり、うち15,047件が一時保護さ

れている。本論では、まずその統計を示し、「子ども虐待事案の一時保護はその大半が通告による安

全確認の結果としての緊急保護である」と、児童相談所が抱える児童虐待ケースと一時保護は不可分

であるという事実を提起している。

　筆者は、ここで、通告される児童について「なんらかの心身へのダメージを負っている」「いつ、

誰に頼れば安全で安心できるか分からずに生きてきている」「しばしば「自分が悪いから」、「自分の

何かがいたらないから」、具合の悪い事態が生じてきたのではないかと感じている」「結果として医学

的には反応性愛着障害、発達心理学的には無統制愛着様式と呼ばれるような崩壊した反応様式を示す

ことになる」とその姿を子どもの側の事情を汲む手法で映し出している。以下、「子の本心はジレン

マのなかにある」点に視座をすえて、緊急保護において子どもの気持ちがどのように揺れるのか、子

どもの思考は通常どのように進むのかを追いながら、緊急保護時点の子どもへの配慮事項を、１）誰

が関わっているのかの告知、２）通告の経緯説明、３）子どもの現状調査と子どもからの事情聴取、４）

危険の説明、５）子どもが感じていることについての聴取、６）保護の判断の告知と保護の説明、７）

一時保護所の説明（生活・場所・集団等）、８）当面の作業と見通しの説明、９）問題に直面するこ

とによる症状化への対応、の各段階をたどって解説されている。緊急一時保護に携わる職員はもちろ

んのこと、緊急一時保護に間接的に関わる保育所・幼稚園・学校が、当該児童に気持ちを寄せ支えに

なりたいと願いながら事態に向き合う際にも極めて有効な論文である。

 （田澤　薫）

７　医療・保健・心理分野

【文献30】赤坂守人「乳幼児歯科検診と子育て課題」『子育て支援と心理臨床』５号（2012年６月）

35－41頁

　子ども虐待の防止に向け、厚生労働省は（1）児童虐待の発生予防、（2）早期発見・早期対応、（3）

子どもの保護・支援、保護者支援の取組を進めている。それに合わせて、地域では妊娠・出産・子育

てに関する相談がしやすい体制の整備や、地域の子育て支援サービスの充実を図っている。乳幼児健

診における子育て支援もその具体策の一つとなる。本稿は、子ども虐待・ネグレクトについて、健診

関係者が何らかの兆候に気づき、早期に介入することで子どもを救い、保護者に対する子育て支援へ

繋げる必要性について説いている。

　まず、本稿は、先進国の米国の歴史から、虐待の問題に歯科関係者・口腔所見の情報が加わること

により、情報が豊富になり、身体的虐待あるいはネグレクトを防止し、子どもを保護する能力が強化

されたことを挙げている。

　次に、2002年、東京都の児童相談センターにて一時保護された子どもと乳児院に措置された主に身
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体的虐待児147名について、わが国で初めて歯科医が歯の検診を行った結果、一般児に比べ２歳児の

一人平均むし歯数が７倍、永久歯では11歳児が2.7倍であり、とくに治療率が低かったことに着目し

ている。しかし、この調査では、身体的虐待による口腔領域の打撲や傷などについて報告されていな

いこと、虐待による口腔内の損傷と転倒などによる外傷との鑑別が難しいことも指摘している。けれ

ども、ネグレクトの子どもに関しての情報は比較的取りやすく、例えば、偏った食事内容（特に砂糖

含有量の多い飲料など）や生活習慣として歯磨きが励行されずむし歯が多いこと、また心理的ストレ

スからくる唾液の性状や分泌量の変化から口腔内環境が劣悪になることを挙げている。虐待予防にお

いては、歯垢沈着状態、歯肉炎、口臭の有無を観察することが必要であることを示しており、むし歯

未処理数が多い幼児については、保護者によるネグレクトの兆候の一つと捉え、他の情報と共に共有

しながら重要な兆候と位置づけ、虐待を判断していくことを勧めている。地域における虐待予防・子

育て支援策との連携、それを検討している論文である。

【文献31】藤森和美・野坂祐子編『子どもへの性暴力―その理解と支援―』（誠信書房、2013年）

　本著は、心理臨床、精神科医療、法律、社会福祉の立場から、それぞれの現場で対応した知見を踏まえ、

性被害とは何か、子どもの反応、保護者や教員らの対応の仕方から援助者自身が向き合い解決してお

かなければならない問題までを具体的な例を挙げて論じている。日本で起こっている子どもへの性暴

力について、理解するには非常に分かりやすく、また実践的に活用できる著書である。本著は11章か

ら構成されており、第一部　子どもに対する性暴力−概論　第１章「子どもへの性暴力による被害の

実態」、第２章「性暴力が子どもの発達に与える影響」、第３章「性的虐待の発見と子どもへの影響」、

第４章「性暴力を受けた子どもの性問題行動」、第５章「性暴力被害の長期的影響」。第二部　性被害

を受けた子どもへの支援−実践編　第６章「学校における介入支援の実際」、第７章「保護者に対す

る心理教育」、第８章「性的トラウマに焦点を当てた支援の実際」、第９章「支援者の性に関する意識

と自己理解」、第10章「男性支援者が女児被害者に支援を行ううえでの臨床姿勢」、第11章「性暴力被

害に学校やスクールカウンセラーがどう関われるか」。第一部・第二部を通して、被害児童の法的支

援が５つ記載されており、実際に起こっている性的被害に関して、どのような手続きや法的な介入が

可能であるのか、具体的に説明している。

　性的虐待への対応に関しては、2014年の「子ども虐待防止世界会議　名古屋2014」でも多く触れら

れており、その前年に刊行された本著は、日本における性的虐待への対応について実践側の知見を示

したガイドブックとしての機能も果たしているといえよう。

【文献32】彦根倫子他「神奈川県における乳幼児揺さぶられ症候群の予防の取り組み　－正しい知識

の普及と予防プログラム展開の歩み－」『子どもの虐待とネグレクト』15巻２号（2013年９月）182

－187頁

　本論文は、2006年度に次世代育成支援対策推進法に基づく神奈川県の行動計画において、「児童虐

待防止モデル事業」として出産後の両親を対象としたSBS（乳幼児揺さぶられ症候群）予防プログラ
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ムの開発、そのプログラム推進のために子どもに関わる保健・医療・福祉の職員を対象とした指導者

養成研修の実施と、その経過について報告している。神奈川県の実施したSBS予防の取り組みは、最

初に日本の育児事情に合わせたプログラムの作成を行い、次に伊勢原市内の産科を有する２医療機関

でそのプログラムの試行実施をしている。そして、３か月の試行期間に、プログラムの参加について

了解を得られた188家族に対し、プログラムの有用性を調査したところ99％が有用性を認める結果と

なったことを受けて、このプログラムを普及するためにDVDと指導者用テキストを作成している。

　６年間の取り組みにおいて研修の受講者は増加して、市町村でのSBS予防の普及啓発も進んできた。

しかし、医療機関における取り組みの現状や、リーフレットの活用の現状についての実態は把握され

ていないことも本論文では指摘している。最後に、神奈川県の役割として、教育機関・児童相談所・

保健所とともに子育て支援に関わる多くの関係機関に対して、SBS予防の重要性を伝え続ける必要が

あると述べている。また、医療・保健・教育・福祉領域の連携は、地域の虐待予防には欠かせないも

のとして示されていた。

　本稿は、神奈川県の役割としてのSBS予防研修の継続と他機関との連携推進が、地域での子育て支

援体制を拡充させる一つの例であることを示唆する論文であり、また日本におけるSBS予防の取り組

みが着手されていない状況を改善する大きな動きを紹介する報告でもあった。

【文献33】柏女霊峰「社会的養護の動向と心理職の役割」『子育て支援と心理臨床』７号（2013年６月）

40－46頁

　本論文は、社会的養護改革の全体像について、その新しい制度とそれに伴う動向について非常に簡

潔にまとめ、それに合わせた心理職の役割について述べている重要な論文である。社会的養護の動向

については、以下がその内容になる。

　今回の新制度は、全世代型社会保障の実現、すなわち「介護が必要になったら介護給付、育児が必

要になったら子ども・子育て支援給付」であり、介護保険制度を模した仕組みの導入であると本稿は

述べている。

　これに、待機児童対策、幼保一体化、幼児期の教育の振興の三つの視点が加わること、社会的養護

もその一環として消費税財源（消費税８％−2014年４月以降）が充当され、大きな改革を迎えること

ができたと説いている。

　「社会的養護の課題と将来像」（2011年７月）では、社会的養護の質・量の拡充、職員配置基準の拡

充や家庭（的）養護（里親・ファミリーホーム委託を社会的養護の３割以上にすること、施設の小規

模化、ユニット等）のほか自立支援の推進が提言されている。特に、施設養護の割合を全体の３分の

２（現在は９割）に削減し、その半数を地域小規模児童養護施設等のグループホーム、残りの半分を

ユニット化された本体施設とする構想を画期的と紹介している。報告書策定に先立ち、今すぐできる

ことは実現するという観点から、2011年度から2012年度にかけて「里親委託優先の原則」を掲げた里

親委託ガイドライン通知の発出等、家庭養護、小規模グループケア、ファミリーホームの充実策が順

次実施され、また、社会的養護関係児童福祉施設長の資格基準の創設、研修の義務付けを実施するこ
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と。さらに、里親・ファミリーホームの養育指針や児童養護施設等の社会的養護施設それぞれの運営

指針を発出し、自己評価（毎年）、第三者評価受審（３年に１回）の義務付けを図るなど、社会的養

護に対して社会にひらく改革が実施されたことについて述べている。

　2012年度からの児童福祉施設最低基準等の地方移譲への対応として児童福祉施設最低基準等のかさ

上げの実施、このなかでは、職員の配置基準や面積基準等のかさ上げとともに、施設運営の在り方に

ついて実状に沿う改正が行われ、2012年度から厚生労働省令「児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準」として施行された内容も記されている。

　改革における心理職に関する事項としては、家庭養護の拡充と施設でのケア単位の小規模化に伴う、

心理職の果たすべき役割の変化について言及している。以下がその内容になる。

　「児童養護施設運営指針」において、養育のあり方の基本として「関係性の回復」が大きな支援テー

マとされた。それに伴いケアワークと臨床心理学的援助が一体となった心理的ケアによる関係性の回

復支援が重要視されたことが挙げられている。

　2012年度から自己評価、第三者評価が義務化され、本稿では、第三者評価基準及び評価の着眼点の

「心理治療」「心理的ケア」のあり方が示されている。これらをもとに、チームで自己評価を行い、第

三者評価を受審することにより、社会的養護における心理職の役割と機能が確立されていくことが期

待されている。

　家庭的養護の推進を図るための直接援助職員の配置基準の改善（現在の学童児童６人に１人以上か

ら、同４人に１人以上とすること）、心理療法担当職員の配置は、全施設に配置するとともに、情緒

障害児短期治療施設（児童心理治療施設、2017年４月１日より名称変更）については現在の10対１か

ら７対１に増配置すること、心理職とレジデンシャルソーシャルワーカーとの協働が求められている

ことを示している。

　その他、本稿では、最後に、社会的養護の養育論が確立していないままに、外国の各種技法の導入

が進み、現場ではいささか混乱していることを示し、また、施設心理士の役割や働き方について明確

なモデルが出来上がっていないことについて、社会的養護の現場におけるこれからの心理職の重要な

役割について７点を挙げ、レジデンシャルソーシャルワークの大切なマンパワーの一員として、心理

職がその役割と機能を果たしていくことへの社会的合意を得ていくことが必要と論じている。

 （加藤洋子）
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資料１　児童虐待関係通知（平成24（2012）年４月～平成26（2014）年３月）
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資料６　児童虐待司法関係統計

表Ａ　児童福祉法28条の事件
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表Ｂ　親権または管理権の喪失の宣告及びその取消し（全国家庭裁判所）
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表Ｃ　親権喪失等・児童福祉法28条の新受件数
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表Ｄ　親権者、管理権者等の職務執行停止又は職務代行者選任の申立て（全国家庭裁判所）
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表Ｅ　児童との面会又は通信の制限の申立て（全国家庭裁判所）（特別家事審判規則18条の２）

表Ｆ　児童の身辺へのつきまとい又は住所等の付近のはいかい禁止の申立て

（全国家庭裁判所）（特別家事審判規則18条の２）



─ 139 ─

表Ｇ　保護者に対する措置に関する都道府県への勧告件数（児童福祉法28条６項）

表Ｈ　施設入所等の措置の期間の更新回数（児童福祉法28条２項）
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表Ｊ　児童相談所における知事勧告件数及び家庭裁判所勧告件数

表Ｋ　児童相談所における児童虐待相談の対応件数（立入調査・警察官の同行）
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表Ｌ　嬰児殺の検挙人員
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表Ｍ　児童虐待に係る検挙件数・検挙人員
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表Ｎ　児童虐待に係る加害者と被害者との関係（事件別）
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表Ｏ　児童虐待に係る加害者と被害者との関係（年別）
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